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序 

本報告書は、平成 28年度～令和 2年度の 5年間にわたって実施した「災害環境研究プログラム」

研究成果を取りまとめたものです。国立環境研究所では、長年にわたり培ってきた環境研究の蓄

積をもとに、平成23年3月の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故の発生直後から、

国や地方自治体、多くの研究機関等と連携・協働して、様々な被災地支援の災害環境研究を行っ

てきました。その取り組みは、がれき等の災害廃棄物や放射性物質に汚染された廃棄物の処理処

分、放射性物質の環境動態や生物・生態系影響、地震・津波による環境変化・影響、被災地の復

興まちづくりと地域環境の創生など広範に及んでいます。平成 25年 3月には第三期中期計画を改

訂し、「東日本大震災等の災害と環境に関する研究として、放射性物質に汚染された廃棄物等の

処理処分技術・システムの確立や、放射性物質の環境動態解明、被ばく量の評価、生物・生態系

への影響評価、災害後の地域環境の再生・創造等に関する調査・研究を、研究体制を整備して総

合的・一体的に推進するとともに、福島県等他の機関との連携を図りつつ実施する」ことを明記

し、3 つの研究プログラムを編成してこれらを推進しました。そして、平成 28年 4月からは、被

災地に根ざした調査研究を力強く継続的に進めるため、福島県三春町に整備された福島県環境創

造センターの研究棟内に開設した福島支部を拠点として、福島県や日本原子力研究開発機構

（JAEA）をはじめとする関連機関、様々な関係者と力を合わせて、被災地の環境回復と環境創生

に向けた災害環境研究に取り組んでまいりました。令和 3年 4月からは名称を福島支部から福島

地域協働研究拠点と改めて、地域の様々な関係者との一層の関係構築を図りつつ福島の環境復興

や将来の大規模災害への環境面からの備えのためにより直接的な貢献を果たせるよう取り組んで

います。

本報告書では、主として第四期中長期計画に災害環境研究が明記された平成 28 年度～令和 2

年度の 5年間の成果をとりまとめていますが、災害環境研究は事故直後から継続的に実施してき

た研究であるため、平成 27年度以前の成果も含んでいます。本報告書の成果は、被災地の環境回

復と復興、さらには国内外で頻発している自然災害の備えに役立つものと確信しています。

最後に、本研究を実施するにあたり、環境省、福島県等の地方自治体、JAEA 等の研究機関や

大学、民間機関をはじめ、多くの方々にご協力とご支援をいただきました。ここに深く感謝いた

します。

令和6年12月 

国立研究開発法人 国立環境研究所

理事長 木 本 昌 秀
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Ⅰ 災害と環境に関する研究の全体概要 

 

福島復興再生基本方針（平成 24年 7月 13日閣議決定）及び推進戦略等に基づき、災害と環境に関する研究（災害環

境研究プログラム）を推進した。具体的には、平成 28年度に福島県環境創造センター内に開設した国環研福島支部を

災害環境研究活動の拠点として、「環境創造センター中長期取組方針」（平成 27年 2月策定、平成 31年 2月改定 環境

創造センター）に則り、福島県及び日本原子力研究開発機構（JAEA : Japan Atomic Energy Agency）とそれぞれの強みを

活かした適切な役割分担のもと連携するとともに、他の国内外の関係機関・研究ステークホルダー等とも連携し、国環

研がこれまで実施してきた災害環境研究の 3つの研究プログラムである「環境回復研究」、「環境創生研究」及び「災

害環境マネジメント研究」を更に継続・発展させた（図 1）。 

 

環境回復研究プログラム（PG1）では、東日本大震災に伴う原子力災害からの環境回復を進める上で、放射性物質に

汚染された廃棄物等の適切な保管・中間貯蔵及びこれらの減容・再生利用・処分に関する技術システムの構築、並び

に、様々な環境中における放射性物質の長期的な動態把握と環境影響評価が重要な課題となった。そこで、以下の 2つ

の研究に取り組んだ。 

・放射性物質に汚染された廃棄物等の減容化・中間貯蔵技術等の確立（環境回復研究プログラム（1）） 

国の喫緊の最重要課題である中間貯蔵と県外最終処分に向けた減容化技術等の研究開発に取り組むとともに、指

定廃棄物等の処理処分に係る技術的課題解決のための研究開発を進めた。 

・放射性物質の環境動態・環境影響評価と環境保全手法の構築（環境回復研究プログラム（2）） 

 森林・水域等の環境中に残存している放射性物質の環境動態に関する長期的観点からの調査・研究と、帰還地域に

おける長期的環境影響評価及び、生活者の安全安心な生活基盤確保のための生活環境リスク管理手法の構築、生態系

サービスを含めた生態系アセスメントを実施した。 

環境創生研究プログラム（PG2）では、福島県の浜通り地域を対象として自治体等官民関係主体と連携して進めてき

た復興まちづくり研究を発展させて、持続可能な地域の実現に資する地域の環境資源、エネルギー資源を活用した環境

創生の未来シナリオとモデル事業の設計手法を開発した。技術と社会制度を組み合わせたシナリオを構築してその実現

による環境面、社会経済面での効果を評価するとともに、社会モニタリングシステムの開発・構築を通じてその検証を

進め、持続可能な地域社会を目指した体系的な施策を提案した。 

図 1 災害環境県境研究プログラムの全体構成 
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災害マネジメント研究プログラム（PG3）では、災害廃棄物処理システムの統合的マネジメント手法や体系的な人材育

成システムを開発・活用し、化学物質対策や原発災害への対応力に関する検証研究や地方環境研究機関等の間のモニタ

リング・ネットワーク構築を進め、災害環境研究の国内・国際ネットワーク拠点の形成を目指した。 
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Ⅱ 環境回復研究プログラム(1) 

 

1研究の概要 

国の喫緊の最重要課題である中間貯蔵と県外最終処分に向けた減容化技術等の研究開発に取り組むとともに、指定廃

棄物等の処理処分に係る技術的課題解決のための研究開発を進める。 

具体的には以下の 3つの課題に取り組む。 

（1） 放射性物質を含む廃棄物等の減容化技術（熱的減容化技術とセメント技術適用）の開発・高度化。 

（2） 資源循環・廃棄物処理過程におけるフロー・ストックの適正化技術と管理手法の確立（フロー・ストックのリ

スク評価と管理システム開発、測定モニタリング管理手法開発）。 

（3） 低汚染廃棄物等の最終処分及び除去土壌等の中間貯蔵プロセスの適正化と長期管理手法の開発・提案。 

 

（1）については、対策地域内の仮設中間処理や中間貯蔵における焼成や溶融等の熱的減容化プロセス等における放射

性セシウムの挙動 を解明し、中間貯蔵で必要となる熱的減容化技術と県外最終処分に向けての高濃縮物の廃棄体作製

等に関する技術開発に取り組むとともに、汚染廃棄物を取り扱う中間処理施設等の適正な維持管理及び解体手法を提示

する。 

（2）については、放射性物質による汚染地域で発生する廃棄物・副産物の処理処分や再生利用で流通するフロー・ス

トックの定量化とデータベース化、及びリスクに応じた保管、処理、処分の方法、再生利用の用途を合理的に選択する

手法を構築する。また、事故由来放射性物質の測定モニタリング手法の開発と検証及び福島第一原発近傍の廃棄物管理

で必要となる放射性セシウム以外の α線、β線核種の評価方法を構築する。 

（3）については、汚染廃棄物が埋め立てられた最終処分場の長期管理、除染で発生する除去土壌等の仮置場での保管

や搬出、中間貯蔵の方法や貯蔵後の長期管理等に関する技術を開発・提案する。また、除去土壌等の有効利用を目的と

した品質評価や管理方法、汚染廃棄物の貯蔵や処分に用いられるコンクリートの耐久性維持管理について検討するとと

もに、埋立地浸出水中の放射性セシウムを極低濃度域で連続的にモニタリングするシステムを開発する。 

 

2研究の成果 

2.1放射性物質を含む廃棄物等の減容化技術の開発・高度化 

2.1.1熱的減容化技術の開発 

（1）目的と経緯 

2012年 1月から放射性物質により汚染された土壌等の除染の措置が進められ、除染特別区域では、除染作業で発生

した除染廃棄物や家屋解体等の廃棄物のうち、可燃物は仮設焼却施設において焼却により減容化されている。除染廃棄

物等の焼却処理では、残渣として燃え殻（主灰）と排ガスに含まれる細かい灰（ばいじん、飛灰）が排出され、それら

は中間貯蔵施設にて処理・保管される。もし、他の減容化技術を用いて放射性セシウムが高度に分離され、浄化物が土

木資材等へ利用できれば、処理・保管する容量を劇的に低減させることができる。例えば、熱的減容化技術の一つであ

るシャフト式ガス化溶融技術は、廃棄物の可燃分を熱源として利用し、灰分を高温下で液状に溶融することができる。

溶融炉の炉底に滞留する溶融物を急冷することでスラグと呼ばれるガラス状の固体が得られ、土木資材やセメント原料

として利用することも可能である。そこで、除染廃棄物をガス化溶融する施設を調査し、スラグと残渣である飛灰につ

いて放射性セシウムの挙動を明らかにするとともに、スラグ中の放射性セシウム濃度の更なる低減化を目的に、放射性

物質の汚染という点において制約がなくなるクリアランスレベル（放射性セシウム濃度が 100 Bq/kg以下）とする減容

化法を検討し、実施設にてその有用性を検証した。さらに、スラグの安全性の評価として溶出試験を行い、放射性セシ

ウムの溶出率を把握するとともに、低溶出率を確保するための溶融条件を検討した。 
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（2）方法 

除染廃棄物をシャフト式ガス化溶融炉にて処理している施設（処理能力 : 80t/日）において、まず、通常運転時にお

けるスラグ及び飛灰を採取し、それらの放射性セシウム濃度をゲルマニウム半導体検出器にて測定した。廃棄物等の高

温処理下における放射性セシウムの挙動に関するこれまでの研究から 1-4)、溶融炉へ塩素（Cl）分を添加すると塩化セ

シウム（CsCl）のガスとして放射性セシウムの揮発が促進されることが予想されることから、スラグからより多くの放

射性セシウムを揮発除去させるために、揮発促進剤として塩化カルシウム（CaCl2）及び廃ポリ塩化ビニル管（廃 PVC

管）を添加した処理運転も行った。各運転条件におけるスラグ及び飛灰の放射性セシウム濃度を測定し、次式を用いて

スラグ及び飛灰への放射性セシウムの分配率を計算するとともに、添加剤が放射性セシウム濃度や分配率へ与える影響

を考察した。なお、CaCl2及び廃 PVC管の添加量は、Cl含有量をベースに、最高でそれぞれ 4.21%と 4.63%とした。 

スラグへの放射性セシウム分配率=
(スラグの発生量）×（スラグ中の放射性セシウム濃度）

[(スラグの発生量)×(スラグ中の放射性セシウム濃度)+(溶融飛灰の発生量)×(溶融飛灰中の放射性セシウム濃度)]
     (1) 

溶融飛灰への放射性セシウム分配率=
（溶融飛灰の発生量）×（溶融飛灰中の放射性セシウム濃度）

[(スラグの発生量)×(スラグ中の放射性セシウム濃度)+(溶融飛灰の発生量)×(溶融飛灰中の放射性セシウム濃度)]
    (2) 

 

また、スラグからの放射性セシウムの溶出試験については、ISOカラム試験を参考にスラグをカラム（50㎜内径、高

さ 100㎜）内に隙間なく充填し、純水をポンプでカラムの上部から下部にかけて流れるように送り、試験開始から 64

日まで、ある期間ごとにカラム内を通過した純水を回収した。回収した純水中の放射性セシウムをエムポアセシウムラ

ドディスクに濃縮してゲルマニウム半導体検出器にて、ディスク中の放射性セシウム濃度を測定した。得られた濃度を

純水中の放射性セシウム濃度へ換算し、試験前のスラグ中の放射性セシウム濃度と比較して、溶出率を決定した。 

 

（3）結果と考察 

スラグと飛灰に対する放射性セシウム濃度を図Ⅱ-1に、スラグと飛灰への放射性セシウムの分配率を図Ⅱ-2に示す。

添加剤を投入しない通常運転では、スラグと飛灰の放射性セシウムの濃度差は 100倍以上あり、ガス化溶融処理は、基

本的に放射性セシウムを揮発させ、飛灰に濃縮させる機能を有することが分かった。また、スラグと飛灰への分配率を

比較すると、通常運転でも放射性セシウムの 98.4%は飛灰へ分配されることが明らかになった。次に、CaCl2を添加し

た場合には、図Ⅱ-1及び図Ⅱ-2のように、添加量が増加するにつれ、飛灰中の放射性セシウム濃度が高くなり、飛灰へ

の分配率も増加する傾向が得られた。ガス状の放射性セシウムは排ガスの冷却過程において飛灰表面に凝結されること

から、飛灰中の放射性セシウム濃度及び飛灰への分配率の増加から放射性セシウムの揮発が促進されたと判断される。

飛灰への分配率は最大で 99.8 %に達した。通常運転時における飛灰への分配率との差は 1.4%しかないが、スラグ中の

放射性セシウム濃度レベルは一桁低くなり、スラグに対する浄化効果（放射性セシウム濃度の低減化）は極めて大きい

ことがわかった。また、本試験で得られたスラグ中の放射性セシウム濃度はクリアランス以下であり、放射性セシウム

濃度に関しては規制なく土木資材等として利用できる可能性を示した。一方、廃 PVC管を添加した場合には、CaCl2の

場合に比べてスラグ中の放射性セシウム濃度は劇的に低下しなかった。そこで、高温下における添加剤の挙動が異なる

と考え、熱重量・質量分析計を用いて高温時における PVC管と CaCl2に対する Clの放出挙動を観察した。その結果、

PVC管は 300 ℃～400 ℃付近で Clがガス状物質として完全に揮発することがわかった。排ガスは溶融炉の下部から上

部へ流れているため、炉内上部から廃 PVC管が投入された場合には、速やかにガス状のClが廃 PVC管から放出さ

れ、Cl分は炉内下部にある溶融部まで到達できないと予想された。したがって、廃 PVC管は Cl分を溶融炉内へ投入す

る添加剤としては不十分と判断された。一方、CaCl2は高沸点を有し、1100～1200℃からClの揮発開始が観察されるこ

とから、溶融炉内の溶融部まで Clが存在できると予想される。放射性セシウムの揮発促進では、Cl分が溶融部まで到

達することが重要であると考えられた。また、CaCl2の添加が効果的であったが、少量の添加で十分な効果が得られる

こともわかった。そこで、熱力学平衡計算を用いて CaCl2の添加効果を解析したところ、CaCl2の添加はCsClガスの生
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成には極めて有用であるものの、添加量が多すぎると逆に CsClガスの生成には不利であることが示唆され、CaCl2の少

量添加が効果的であることが理論的にも裏付けられた。 

 

図Ⅱ-1 除染廃棄物のガス化溶融処理におけるスラグ及び飛灰中の放射性セシウム濃度 

 

 

図Ⅱ-2 除染廃棄物のガス化溶融処理における放射性セシウムのスラグ及び飛灰への分配率 

 

スラグからの放射性セシウムの溶出性を評価した溶出試験結果（Cs-137の累積溶出率）を図Ⅱ-3に示す。検出限界未

満のものについては検出限界を溶出濃度とした場合の溶出率とし、グラフでは点線で示した。図より、1日目の溶出率

が最も高く、一部例外はあるものの 2日目以降は溶出率が徐々に減少する傾向であった。図Ⅱ-4にスラグの塩基度

（CaO/SiO2）と 64日目までの累積溶出率の関係を示す。塩基度が高いほど累積溶出率が高くなる傾向であった。スラ

グの塩基度が高くなると溶出液の pHが高くなるため、スラグ表面に形成した SiOH層の Si-O結合が OH-によって切断

されて溶解し、セシウムと同じアルカリ金属が溶出し易くなることが知られている 5）。本試験でも Siの溶出率は塩基

度に比例しており、類似の現象が起こり、放射性セシウムの溶出率が塩基度と共に高くなったと推察される。これらの

結果から放射性セシウムを含むスラグの再生利用を考慮する際には、スラグの塩基度を低く制御することが重要で、除

染廃棄物をガス化溶融する際も例えば塩基度が 0.9程度（本研究の最低塩基度付近）になるように運転することが望ま

しいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-3  ガス化溶融スラグの Cs-137の累積

溶出率と試験日数の関係 

図Ⅱ-4 ガス化溶融スラグの Cs-137累積溶出率と

スラグの塩基度の関係 
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2.1.2セメント技術適用 

（1）目的と経緯 

福島県飯館村において行われた飯舘村蕨平地区における仮設資材化実証事業 1)において、熱処理により最大約 10万

Bq/kgの焼却灰や土壌が最大でも 100Bq/kg未満に、すなわち除染効率 99.9%程度で除染されることが示されている 2)。

除染後は、骨材として使用できる焼成物が得られる。この除染機構は、アルミノケイ酸塩に固定されているCsを、多

量の Ca及び Clを添加することで塩化揮発させていると推定された。単純に考えれば、Caがより多くある場合に、よ

り Cs除去効率が高まる可能性が考えられた。Caが最大量含有される素材としてポルトランドセメントがあり、主成分

鉱物相はケイ酸三石灰、ケイ酸三石灰、アルミン酸三石灰である。ポルトランドセメントは骨材よりも高付加価値の資

材として使用できるうえ、すでに放射能汚染した焼却灰のセメント固型化施設で使用されている。 

飯館村で用いられた回転式資材化炉を想定すると、成分調整することでポルトランドセメントの製造は可能と考えら

れ、さらに、Csを吸着したアルミノケイ酸塩が多量の Caが添加された系ではケイ酸 Caとアルミン酸 Caに分解し塩化

揮発しやすくなるとの推定のもと、より高効率な除染の可能性を、除染機構の解明、及び除染後の生成物のポルトラン

ドセメントとしての性能評価とともに試みた 3,4)。 

なお、熱処理の目的が放射性セシウム除去であるため、放射能濃度の低下が議論される場合も多いが、物質量として

は ppmオーダーの安定Csが主体であり、物質量としては極めてわずかな Cs-134と Cs-137が含有されるため、放射性

セシウム除去は物理化学的挙動がほぼ同一の安定セシウムの除去と同時に行われる点に注意が必要である。 

 

（2）方法 

セシウム除去の最適条件とセシウム除去機構の解析には、実際に汚染した宅地土壌、ため池堆積物、焼却残渣を用い

て、均熱体が径 50 mm長さ 120 mmの回転式電気炉を用いた焼成を行った。放射性セシウムは 1,000～10,000 Bq/kg、安

定セシウムは 5 ppm程度であった。機構解析ではポルーサイト（アルミノケイ酸Cs、CsAlSi2O6）を用いた。ポルトラ

ンドセメントとしての性能評価のためには、放射性セシウムを含まないが全体の化学組成を模擬した土壌を用いて、径

370 mm長さ 3,200 mmの内燃式ロータリーキルンを用いた焼成を、温度 1450℃、原料送入量 30kg/hの条件で行った。安

定セシウム濃度は 200 ppmに調整した。 

 

（3）結果と考察 

試験の実施に先立ち、先に述べたアルミノケイ酸塩から Ca添加によりセシウムが除去される気候を文献情報により

調べた。図Ⅱ-5に、熱処理時の化学組成調整後のCa(Si+Al)モル比と処理後のセシウム残存率の関係を示す。予想通り、

Caをより多く添加することで、セシウムが処理対象物に残存する割合は対数的に減少することが分かる。 

セシウム除去の最適条件の検討は、焼成温度、Ca/Si比、Cl添加量

について行った。図Ⅱ-6に焼成温度とアルカリ元素の除去率の関係を

示す。ClはCl/Kモル比が 1.0となるように添加した。温度が高くなる

に従い、残存率は低下し、Na＞K＞Csの順に残存率は低下することが

分かる。処理対象物の種類の影響も NaやKでは認められるが、セシ

ウムでは定量下限未満となったこともあり差は明確ではない。なお、

1450℃ではポルトランドセメントとして適する鉱物組成となった。 

図Ⅱ-7に Cl添加量と元素残存率の関係を示す。ここでは Cl添加量

の指標としてKに対する Cl のモル比を示したが、これは、セシウム

が Kより塩化揮発しやすいことは分かっているため、Kが揮発するの

に十分なClを添加することでセシウムの高効率な揮発を考えたためで

ある。Cl/Kモル比が大きくなると Naと Kの残存率は顕著に低下し

た。セシウムが揮発しにくいと予想されるCa/Siモル比が 2.2と低い場合、Ca/Siモル比が 3.0でも焼成温度が 1400℃と

 

図Ⅱ-5 熱処理時の化学組成調整後の

Ca(Si+Al)モル比と処理後の Cs残存率の関係 4) 
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低い場合には、Cl/Kモル比がある程度高い方がセシウム残存率は低下し、セシウムは Kよりも揮発しやすいため、

Cl/Kモル比は 0.2においてもセシウム残存率は検出下限未満となった。また、Cl無添加の場合においても、Ca/Siモル

比が 3.0と高く、温度も 1450℃と高温では、セシウム残存率は検出限界以下となり、この場合は塩化揮発ではなく、単

にセシウムはおそらくは酸化セシウムとしてほぼ全量が揮発し、より揮発しにくい Naと Kにおいても相当量が揮発し

たことが分かった。 

 

 

図Ⅱ-6 焼成温度とセシウム残存率の関係 4)   図Ⅱ-7 Cl/Kモル比とセシウム残存率の関係 4) 

 

(a)  (b)  

図Ⅱ-8 ポルーサイトの焼成後の組織（反射電子像）（a）Cs/Si比=3.4、Cl/Cs比=0、（b）Cs/Si比=3.4、Cl/Cs比=5 

 

ポルーサイトを用いた実験では、焼成温度を 1450℃とし、Ca/Siモル比を 1.0～3.4、Cl/Csモル比を 0～1で変動させ

た。Ca/Siモル比が高まるほど Csは揮発しやすく、Ca/Siモル比が 3.4では Cl/Csモル比が 0では Cs残存率は 5%であっ

たが、Cl/Csモル比を 0.8とすることでCs残存率は 0.1%となった。なお、Ca/Siモル比をこれ以上高くすると、系内には

酸化 Caが残存するのみで他の相と反応しないので、Ca/Siモル比を過剰に高くする意味はない。このほか、Ca/Siモル

比と Cl/Csモル比の変化により、鉱物組成がどのように変化するかを XRDにより詳細に検討し、Ca/Siモル比が 1.0の

場合は、Cl添加で非晶質化することが分かった。図Ⅱ-8に焼成後の組織の反射電子像を示す。（a）のポルトランドセ

メント組成でCl/Csモル比を 0とした場合には、ケイ酸Ca粒子内（aの点）に少量ながらセシウムが残存していること

  

A B C 

 

A B 

C 
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が分かる（cの点）。酸化セシウムとして大半は揮発したものの、ケイ酸 Ca粒子内に封じ込められたものと推定でき

る。（b）は、Cl/Csモル比を 5と過剰にした場合であるが、cで示すCl 含有相が生成し、（a）とは全く鉱物組成が異

なることが分かる。このマトリックス相は、Ca12Al14O32Cl2と同定されており、高温では液相を形成していたものと推定

され、この相にはアルカリが固溶しやすく、セシウム揮発が阻害される可能性も考えられる。つまり、セシウム揮発に

は、Ca/Siモル比とCl/Csモル比に最適値があるということになる。 

模擬土壌から数 100kg単位のポルトランドセメントを製造する検討では、原料中 200ppmのセシウムは、定量下限値

30ppbを下回り残存率は 0.1%未満となった。また、セメントとしての性能は JIS R5210の規定を満足し、市販されてい

る一般的セメントと比較しても同等の性能であった。 

引 用 文 献 

1) 環境省、蕨平地区仮設資材化施設、放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト 

2) http://shiteihaiki.env.go.jp/initiatives_fukushima/waste_disposal/iitate/materials_warabidaira.html（2021年 9月 13日閲覧） 

3) 環境省、飯舘村蕨平地区仮設資材化施設 実証事業の結果概要、放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト 

4) http://shiteihaiki.env.go.jp/initiatives_fukushima/waste_disposal/iitate/pdf/materials_warabidaira_result_1801.pdf（2021年 9月 13

日閲覧） 

5) 常世田和彦、山田一夫、本間健一、市村高央、石田泰之、高野博幸、万福裕造、大迫政浩 (2018) 焼成技術を活用

した汚染土壌の再利用に関する研究. 環境放射能除染学会誌、vol. 6, pp.63-72 

6) Kazuo YAMADA, Kazuhiko TOKOYODA and Masahiro OSAKO (2018) Experimental Study on the Mechanism of Cs Removal 

from Contaminated Soil and Incineration Ash by Pyroprocessing, Global Environmental Re Research, 24, 159-172 

 

2.1.3飛灰洗浄・クロマトグラフ濃縮と安定化 

（1）目的と経緯 

2011 年 11 月に閣議決定された基本方針において、除去土壌については、技術の進展を踏まえつつ、保管又は処分の

際に可能な限り減容化を図るとされており 1)、前項で述べた熱処理の減容率は 1/10 に留まるため、その後工程として、

セシウムが濃縮した熱処理後の飛灰からセシウムをさらに洗浄・濃縮する手法を検討した。 

焼却飛灰の灰洗浄・濃縮技術については、すでに国立環境研究所でも検討が行われてきたが 2)、濃縮物の線量率が高

くなりすぎることを考慮した検討であり、最大濃縮を目指したものではなかった。さらに、飛灰の洗浄・濃縮後は、処

分のために安定化が必要であり、安定化の手法も処分量に影響する。 

そこで、熱処理として溶融法を想定し、溶融飛灰を洗浄した際の溶液組成を仮定し、イオンクロマトグラフを適用し、

液相から連続的にセシウムを選択吸着することで濃縮し、その後、ジオポリマー化 3)やリン酸ガラス化 4)することで到

達可能な減容化の程度を検討し、さらに、安定化体からの溶出特性についても消化した。なお、溶液からのセシウム吸

着は、環境中では粘土鉱物により、また、汚染水処理ではゼオライト、結晶性ケイチタン酸、フェロシアン化遷移金属

塩が用いられるが、これらのセシウム吸着は中性分子の吸着とは異なる機構、すなわちイオン交換で起きる。よって、

すでに確立しているイオン交換理論をセシウムのイオン吸着に応用し、任意の溶液からセシウム吸着量を推定する方法

も提示することとした。 
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（2）方法 

表Ⅱ-1 に示す水溶性成分を持つ一般廃棄物焼却処分のための灰溶融施設から溶融飛灰を検討対象とした。なお、イオ

ン交換反応の議論には、溶液濃度ではなく、溶液中のイオン濃度比と、イオン交換体である吸着剤に対するイオンの量

が吸着量の決定因子となり、セシウムイ

オンの濃度、あるいはあるセシウムイオ

ン濃度の溶液と吸着剤の液固比、あるい

はこれらの要因で大きく変化するいわゆ

る分配係数（溶媒抽出で定義されている

分配係数ではなく、放射性廃棄物分野に

おいて使用されている通称）は副次的な要因あるいは指標に過ぎないことには注意が必要である。 

イオン交換体としては、各種の遷移金属のフェロシアン化物を用いた。フェロシアンイオンは焼成すること減容化で

きるため、セシウム吸着後に加熱分解した。ジオポリマー化は、セシウム吸着した吸着剤をメタカオリンと混合し

400℃で 3時間加熱し、メタカオリン 1に対し、水ガラス 1.5、水 0.4を加え、混合後 1日放置し、ジオポリマー効果体を

得た。さらに、50℃で 2週間加熱養生した。厚さ 1cmの円盤状試験体を水中に浸漬し、漏出試験を行った。リン酸ガラ

ス化の場合、セシウム吸着した吸着剤を 400℃で 3 時間焼成し、85%リン酸を添加後 1日放置し、150℃で 3 時間焼成す

ることでオルトリン酸・焼成物混合体とし、さらに 1100℃で 5時間焼成することで、セシウム含有リン酸同鉄ガラスと

した。これらの試験では Cs-137を標識として添加し、γ線を NaI検出器で評価し、セシウムの気散、溶出を測定した。 

 

（3）結果と考察 

イオン交換の原理から、イオン交換体Ｘへのセシウム吸着量（[X-Cs]）は、X の基本特性であるイオン交換容量

（CEC）とセシウムと競争吸着する Na+、K+、Rb+に対するそれぞれのイオン選択係数（KCs/Na, K, Rb）及び、それぞれのイ

オン濃度により以下の式（1）で記述できる。なお、慣用的に用いられている分配係数との関係は別法にて例示した 5)。 

[X-Cs] =
CEC

1+
([Na+]/[Cs+])

𝐾Cs/Na
+
([𝐾+]/[Cs+])

𝐾Cs/K
+
([𝑅𝑏+]/[Cs+])

𝐾Cs/Rb

    （1） 

よって、合成吸着剤の性能評価は、CEC とイオン選択係数により行っ

た。なお、イオン選択性が生じる原因については、イオンの溶媒和によ

るエネルギーの安定化の程度と、吸着状態におけるイオンの水和度を決

定するイオン吸着サイトの寸法により決定される。アルカリイオンの水

和エネルギーは相対的に、Na＞K＞Rb＞Cs であり、水和イオン半径も同

じ順となる。しばしば、吸着サイトの寸法がセシウムのイオン半径と一

致することが重要とされるが（黒雲母風化物のヴァーミキュライトのフ

レイドエッジサイトなど）、本質は、吸着状態と溶液中での水和状態で

のエネルギー差がイオン種類によりどのように変わるかであり、かつ、

吸着サイトの柔軟性である。 

合成した各種フェロシアン化物のCECとKに対するセシウムのイオン選択整数を表Ⅱ-2に示す。この数値は、Cs/Kモ

ル濃度比が 1/30,000の場合のものであり、濃度比が異なると値は変化し得る。特徴として、CECとKCs/Kは、遷移金属の

種類により大きく異なる。フェロシアン化物としてよく知られたプルシアンブルー（フェロシアン化鉄）は、一連のフ

ェロシアン化遷移金属塩としては、イオン交換容量もセシウムイオン選択係数も小さく、最大減容化には適さない。

CECとKCs/Kの関係から、Cu塩が最適と考えられる。 

また、フェロシアン化遷移金属塩は酸化されやすく、セシウム吸着後、酸化によりいったん吸着されたセシウムはフ

ェロシアン化遷移金属塩の酸化分解により放出されることに注意が必要である。ただし、Co 塩は酸化されても安定な

フェロシアン化物構造を維持するため、酸化抵抗性がある。また、フェロシアン化遷移金属塩は極めて微細な粒子であ

表Ⅱ-1 熱処理飛灰の可溶性イオン濃度の例 

Ion Cs+ Na+ K+ Rb+ Ca2+ Sr2+ Cl－ SO4
2－ OH－ 

% by mass 0.00106 17.99 9.72 0.014 1.40 0.0035 30.0 4.67 0.43 

mol/kg 0.00008 7.83 2.49 0.000164 0.35 0.0004 8.46 0.73 0.25 

対 Cs比 1.00 97,900 31,100 2.05 4,380 5.00 - - - 

 

表Ⅱ-2 各種フェロシアン化遷移金属塩の

イオン交換容量と Kに対する Csイオン選

択係数（Cs/K濃度が 1/30,000の場合）4) 

遷移金属 
Fe(CN)6

4- 1mol

当たりのCEC 
KCs/K 

Mn2+ 0.83 eq 3900 

Fe3+ 0.53 eq 7500 

Co2+ 0.99 eq 50000 

Ni2+ 1.04 eq 48000 

Cu2+ 1.55 eq 46000 

Zn2+ 1.77 eq 2900 
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り、何らかの物質に担持しないとカラム充填することができない。そこでフェロシアン化 Cu をポリビニルアルコール

（PVA）に 担持した。PVAにより酸化抵抗性も付与できる。 

PVA担持フェロシアン化 Cu（KCu1.5Fe(CN)6）は、CEC = 1.94 eq/kg、KCs/Na = 150,000、KCs/K = 14,000、KCs/Rb = 176であっ

た。表Ⅱ-1に示す、イオン濃度モル比では、Na/Cs = 97,9000、K/Cs = 31,100、Rb/Cs = 2.05であることから、イオン選択係

数との比較から、この組成の飛灰においては主には K の影響を受けることになる。これらの数値から、任意の液相濃

度と液固比条件でセシウム吸着量を予測することができる。なお、あるイオン組成と液固比で測定したセシウムの液固

間でのいわゆる分配係数はその条件においてのみ適用できるものであり、減容化を考えると膨大な量の溶液を少量の吸

着剤（イオン選択性が高い高性能の吸着剤により最大減容化しようとすると、例えば 1 L の溶液に 1～100 mg の吸着剤

を添加）することになり、実験も容易ではない。 

流速を変化させたカラム試験（NaCl = 3 M、KCl = 0.9 M、CsCl = 0.02 M、測定時間短縮のため、現実の K/Cs比 30,000

よりもセシウム濃度は 667 倍高い）によると、線速度 20 cm/h 以下では、破過容量は吸着容量の 50%まで一定で吸着平

衡となり、使用した吸着剤の吸着速度を表す指標を得た。ここで使用したカラムは断面積 0.636 cm2、長さ 3.2 cmと小型

のものであるため、現実の施設ではスケールアップした実験を行い、吸着塔の縦横比、多段化、処理水の線速度などを

求めることになる。 

過熱過程でのセシウム揮発は、400℃までの吸着剤焼成・分解過程でも、1100℃までのリン酸ガラス化の過程でも、

900℃までのメタカオリン過熱過程でも、検出されなかった。 

汚染廃棄物のかさ密度を 1.2 g/cm3、セシウム含有量 3 ppm、Cs-

137 濃度 100 kBq/kg とすると、理想的に全セシウムが吸着剤に移

行したとすると、吸着材中のセシウム濃度は67g/kgとなる。これ

をジオポリマー化すると、セシウム濃度は 15,800 ppm、比重 1.77、

減容率は 1/9,300、非放射能は 530 MBq/kg となる。これをリン酸

ガラス化すると、セシウム濃度は 74,00 ppm、比重 3.1、減容率は

1/64,000、非放射能は 2.5 GBq/kg となる。最大濃縮した場合、100

万 tの廃棄物が 13m3（ワンボックスカー2台）減容化できる。 

リン酸ガラス固化体からの溶出挙動を図Ⅱ-9 に示す。フェロシ

アン化 Cu とリン酸ガラスの比率を最適化することで、純水中で

も海水中でも顕著なセシウム漏洩は認められなかった。ジオポ

リマーでは純水へも一定量が溶脱し、海水では海水中の K イオ

ンなどとのイオン交換により連続的に溶出したが、溶出は拡散

則に従い、ジオポリマーの組成最適化により、厚さ 20 cmの固化

体からは、15年で 10 %の漏洩と評価できた。 

熱処理後の飛灰からセシウムを洗浄溶脱させ、PVA 担持したフェロシアン化 Cu によりイオン吸着し、リン酸ガラス

固化した組み合わせの場合の特徴を列挙する。 

・ 減容化度が 6万分の 1と非常に高い。 

・熱処理を前工程に持つので、処理対象物の種類を選ばず、土壌、焼却灰などどんなものにも適用できる。 

・洗浄・濃縮・固化に使用する装置に特殊なものはない。 

・最終安定化体に有機物や水を含まないので放射線分解による水素ガス発生の問題がない。 

  

 

図Ⅱ-9 Cs吸着したフェロシアン化 Cuのリン酸ガ

ラス固化体からの水および海水への Cs溶脱挙動

（凡例の数字はモル比））5) 
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引 用 文 献 

1) 環境省、中間貯蔵情報サイト http://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/recycling/（2021年 9月 21日閲覧） 

2) 飛灰洗浄技術研究会、飛灰洗浄技術に関する技術資料（施設性能・設計に係る指針）、独立行政法人国立環境研

究所、2014  https://www.nies.go.jp/fukushima/pdf/flyashwash_2014.6.pdf（2021年 9月 21日閲覧） 

3) Tsuneki Ichikawa, Sadayuki Watanabe, Hiroyuki, Arai, Kazuko Haga, Kazuo Yamada, Metakaolin-based geopolymer for 

immobilizaing concentrated Cs generated by volume reduction of 137Cs-contaminated waste, J. Soc. For Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment, 8, 3-16, 2020. 

4) Tsuneki Ichikawa, Kazuo Yamada, Ryota Iwai, Yukihiro Kanazawa, Ion Chromatographic Decontamination of 137Cs-enriched Fly 

Ash Using Poly(vinyl alcohol)-bound Copper Ferrocyanide as Cs Adsorbent, J. Soc. For Remediation of Radioactive Contamination 

in the Environment, 8, 55-66, 2020. 

5) 市川恒樹、山田一夫、岩井良太、金澤幸広、リン酸銅鉄ガラスを最終廃棄物とする放射性セシウム汚染廃棄物の 

6 万分の 1 減容化プロセス. 第 9回環境放射能除染研究発表会, 同予稿集, 9, 1B12, 2020. 

 

2.2資源循環・廃棄物処理過程におけるフロー・ストックの適正化技術と管理手法の確立 

2.2.1フロー・ストックのリスク評価と管理システム開発 

（1）目的と経緯 

福島原発事故由来の放射性物質の非制御な拡散により地上にあった様々なものが広範囲に汚染された。これらが廃棄

物となった際に処理処分の過程で生ずる健康リスクをできるだけ低減し、無用な風評被害を防止する必要がある。原発

事故後に福島県内で発生した廃棄物・副産物が、処理処分や再生利用のために流通するフロー・ストックを、行政報告

を用いてデータベース化し、廃棄物や建造物の表面汚染密度の調査データ等を用いて廃棄物・副産物とともに移動する

放射性セシウム量に換算する手法を構築した。また、被爆リスクに応じた保管、処理、処分、再生利用の用途と技術を

合理的に選択するため、廃棄物等に係る放射性セシウムのマクロなフロー分析モデル及び簡易被ばく線量評価ツールを

用い、福島県内の線量が低い地域における木くず処理などの事例について、有効利用に伴う放射性セシウムフローの計

算と追加的被ばく線量の評価を行った。 

 

（2）方法 

廃棄物移動量の推計には 2011年度から 2015年度までの福島県における産業廃棄物管理票交付状況報告書及び電子マ

ニフェスト登録等状況報告書に登載されている情報（以下、マニフェストデータ）を用いた。マニフェストデータの

「事業所の名称」の分析、排出される木くずの割合、ならびに代表的な建築構造物設計図の分析により、木材・コンク

リート等の建設系産業廃棄物の種類毎に屋外及び建屋外部部材の廃棄後の移動量を推計した 1, 2)。 

廃棄物にともない移動する放射性セシウム量は発生地の空間線量率より推定した。福島県内で建造物や道路等構造物

の表面汚染密度を測定する調査を行い、部材の種類と水平（屋根等）・垂直（外壁等）の設置方向毎に空間線量率との

関係を求めた 3, 4)。また帰還困難区域内において未除染の建造物外面の表面汚染密度を 2年 3ヶ月間測定し、降水によ

る洗い流し等による表面汚染密度の時間経過による低下、すなわち環境減衰を、現地で測定した降水量との関係として

求めた 5, 6)。この環境減衰と物理減衰により測定時の表面汚染密度を、廃棄物が発生した各年の年度末時点の値に補正

した。 

建造物については、それぞれの解体工事で排出される木くずの割合より、木造と非木造（主に RC造と推定）を識別

した。これらについて、部材の種類毎に、建築構造物設計図の分析結果より求めた屋外及び建屋外部部材の割合を乗じ

て、外部材の排出量を求めた。これに、建築構造物設計図の分析より求めた外部へ露出する表面積と重量の比を乗じ

て、外部露出表面積を求めた。部材としての水平・垂直の設置方向毎に、求められた外部露出表面積に、発生地の空間

線量率で推定され、発生時期で補正した表面汚染密度を乗じて、放射性セシウムの移動量を求めた。構造物について
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は、設置方向は考えずに、先の調査や産業廃棄物処理施設で採取した試料について廃棄物の種類ごとに露出表面積の重

量比を求め、発生地の空間線量率で推定され、発生時期で補正した表面汚染密度を乗じて、放射性セシウムの移動量を

求めた。 

第 3期中期計画において構築した廃棄物等に係る放射性セシウムのマクロなフロー分析モデル及び簡易被ばく線量評

価ツールを用い、福島県内の線量が低い地域における木くず処理、バイオマス発電、汚泥処理、エコリサイクル製品製

造、再生路盤材製造を事例とし、廃棄物等の有効利用に伴う放射性セシウムフローの計算と追加的被ばく線量の評価を

行った。放射性セシウムフロー分析モデル 7)は、橋本ら 8)による日本の物質循環を推計するための物質フロー・ストッ

クモデルにおける廃棄物処理プロセスモデルをベースとし、人工圏における放射性セシウム のフロー分析へ拡張した

ものである。このモデルはプロセスにおける物品と放射性セシウムの分配率パラメータと産物の各仕向け先へのフロー

制御パラメータを格納し、廃棄物等の発生量や素材、製品の需要量及びそれらに含まれる放射性セシウム 量（総量）

を外生的に与えることで、連続する処理プロセスを通じた廃棄物等と放射性セシウム のフロー量及び各プロセスの投

入物と産物の放射性セシウム濃度を計算できる。簡易被ばく線量評価ツールは、廃棄物等の処理・有効利用に関する既

存の被ばく線量評価事例について、個別の評価事例ごとに単位濃度あたりの被ばく線量、線量換算係数、及び評価モデ

ルやパラメータ等のその他の情報をデータベース化し、これを元に廃棄物等の処理・有効利用の一連のプロセス、作業

における追加的被ばく線量を簡易的に評価できるようにしたものである。 

各事例について扱われる物品とプロセスフローの情報を文献やヒアリングから整理し、フロー分析モデルの物品やプ

ロセスの詳細化や追加を行った。また、モデルへの入力データとして、各事例について物品の放射性セシウム濃度や物

品及び放射性セシウムの分配率や産物のフロー制御パラメータを文献やヒアリング等をもとに作成した。これらのデー

タをフロー分析モデルへ組み込み、対象とした物品及び放射性セシウムのフローを計算した。それらの比から各プロセ

スの投入物と産物の放射性セシウム濃度を計算し、これを入力値として簡易被ばく線量評価ツールによる各プロセスに

おける追加的被ばく線量の簡易評価を行った。 

 

（3）結果と考察 

建設系産業廃棄物のうち、コンクリートがらの処理・処

分に伴う放射性セシウムの移動量を推計した。結果を図Ⅱ-

10に示す。2015年度では、マニフェストデータで特定され

た総工事件数 8,133件のうち 1,824件がコンクリートがらを

発生する工事であった。移動量 569,867トンのうち、屋外

に設置されていた部材に由来するものが 543,513トンであ

り、総露出表面積は 1,734,649 m2と推計された。この表面

積と発生地の空間線量率を用いて推定した放射性セシウム

の処理処分に伴う移動量は約 5.8 GBqであり、ほとんどが

中間処理後再生利用（骨材化）されていた。 

評価結果の例として、福島県内の木くず処理の事例につ

いての結果を図Ⅱ-11に示す。この事例は、ある木くず処理

施設における木くず（解体廃棄物）からのボード用木材チ

ップ製造についての計算を行ったものであり、施設におけ

る調査結果をふまえて設定した放射性セシウム濃度が

29Bq/kgの木くずを 10万トン処理した場合のフローを計算

している。また、物品及び放射性セシウムの分配率パラメ

ータはプロセス各所における調査結果をふまえて設定して

いる。物品及び放射性セシウムのフロー（左図）については、この事例では、投入された木くずは 98%が製品（ボー

 

図Ⅱ-10 建設系廃棄物の処理に伴う放射性セシウム

移動量の推計結果（コンクリートがら） 
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ド用チップ）として施設外へ搬出されると計算された。これに対し、含有されていた放射性セシウムは総量の 65%程

度が製品へ移行し、35%程度はダスト等へ移行すると計算された。この結果をもとに計算した物品の放射性セシウム濃

度を用いて各プロセスにおける作業者の追加的被ばく線量を簡易計算したところ（右図）、作業時間あたりの被ばく線

量は 0.0006〜0.002μSv/h程度と計算された。計算の元になった調査が行われた木くず処理施設ではバックグラウンド空

間線量率が 0.08μSv/h程度（調査当時）であり、木くず処理における作業者の追加的な被ばく線量はバックグラウンド

と比較して小さいと考えられた。なお、他の事例についても、バークを用いたバイオマス発電における焼却灰の運搬作

業を除けば、作業者の追加的な被ばく線量はバックグラウンドと比較して小さいと考えられた。 

図Ⅱ-11 福島県内の木くず処理に伴う放射性セシウムのフローと追加的被ばく線量の簡易計算結果 
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6) 山田正人, 新井裕之, 立尾浩一, 米田修, 吉田博文 (2019) 建造物等の表面汚染の時間変化について（第 2報）. 第 8回

環境放射能除染研究発表会, 要旨集, p.54 
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放射性Cs濃度 0.029 Bq/g 放射性Cs濃度 0.000 Bq/g
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8) 橋本征二, 稲葉陸太, 加用千裕, 高木重定, 田崎智宏, 南斉規介, 藤井崇, 藤井実, 森口祐一, 吉川実, 大迫政浩 (2012) 日本

の物質フロー・ストックモデルの構築とその適用, 第 23 回廃棄物資源循環学会研究発表会講演論文集, 17-18． 

 

2.2.2測定モニタリング管理手法開発 

（1）目的と経緯 

放射性物質汚染廃棄物を適切に管理し、その処理を円滑に進めるには、放射能（放射性セシウム）濃度を正確に把握

することが重要である。放射性物質汚染廃棄物や処理物の組成は複雑かつ不均一であるため、その測定においては、適

切な測定方法を選択し適用することが必要である。従って本課題においては、これら試料に対応した適切な放射性セシ

ウム濃度測定方法の開発とそのバリデーション、また福島第一原発近傍での除染作業や中間貯蔵施設の運用開始を見据

え、放射性セシウム以外の核種の評価方法について検討することを目的として研究を実施した。具体的には、環境省ガ

イドライン等の放射性セシウム濃度測定方法について、分析精度管理上のデータ取得を含めたバリデーションを実施し

た。また、新たな測定ニーズが見込まれる試料、例えば放射能量は小さいものの重量当たりの表面積が大きいため放射

能濃度が高い廃棄物（以下、低密度汚染廃棄物という。）の汚染状態の評価方法についても検討した。 

 

（2）方法 

（1）排水中の放射性セシウム濃度測定に係るクロスチェック 

除染作業や減容化等の過程で発生する排水中の放射性セシウム濃度の測定について、環境省ガイドラインの測定方法

（以下、GL法という。）1)で測定した場合に、どの程度の精度が担保されているかよく分かっていない。以前、我々は

焼却灰等の固体試料の放射性セシウム濃度測定の精度をクロスチェックにより検討し、GL法が十分な精度を有してい

ることを確認した 2)。今中長期研究においては、排水中の放射性セシウム濃度の測定方法バリデーションを目的とし

て、これにならってクロスチェックを行い、測定精度を確認した。 

クロスチェックは、2017～18年度に国立環境研究所を含む分析機関 6機関の参加を得て実施した。配付試料として、

焼却対象物や焼却主灰、飛灰の溶出操作により、放射性セシウム濃度の異なる 3試料を調製した（L1、L2、L3）。Cs -

137のおよその濃度範囲は、L1が 1～10 Bq/L、L2が 15～25 Bq/L、L3が 1,600～1,900 Bq/Lであった。浮遊物、沈殿物は

L1、L2で多く、L1は着色していた。各試料約 2 Lをポリビンに充填し、参加機関に送付した。配付試料は、各機関に

おいて測定容器に移し替え、ゲルマニウム半導体検出器を用いるガンマ線スペクトロメトリーにより Cs-134 、Cs-137

濃度を測定した 3)。測定に先立っての前処理（ろ過、ゲル化剤による懸濁態の固定化）や濃縮操作（加熱濃縮や吸着材

による濃縮）の実施は、測定機関の任意とした。測定は都度試料を入れ替えて 3回実施した。測定結果は、2018年 1月

1日 12時に減衰補正を行い、有効数字 3桁で報告した。 

（2）低密度汚染廃棄物の汚染状態の評価 

低密度汚染廃棄物の管理・処理方法を検討する上で、その汚染状態を把握することは重要である。よって本課題で

は、低密度汚染廃棄物の汚染状態について、放射線量を可視化するイメージングプレート（IP）4)や微小領域の形態観

察や元素組成の分析が可能な走査型電子顕微鏡（SEM-EDS）を用いて評価を行った。 

低密度汚染廃棄物として、芝生養生シートや空気浄化用フィルターを対象とした。IPを用いた観察では、試料を概

ね A4サイズに切り出してポリ袋に入れ、密封 β線源と共にラップで養生した IP（GEヘルスケア BAS IP SR 2040E）に

載せてカセッテ内で数時間露光した。露光後に IPをリーダー（GEヘルスケア Typhoon FLA 7000）を用いて測定し、放

射線量の分布を得た。SEM-EDSを用いた観察では、IP観察により放射性セシウム含有粒子が多いと判断された部位を

数 mm角の大きさで切り出し、カーボン両面テープを用いてアルミニウム製試料台に貼り付けた。これを SEM-EDS

（日本電子 JSM-7800F/Oxford Instruments X MAX 50）を用い、粒子の付着の様態と粒子に含まれる元素について観察し

た。 

  



 

16 

 

（3）結果と考察 

（1）排水中の放射性セシウム濃度測定に係るクロスチェック 

各機関で実施した前処理操作について、2機関はゲル化剤を用いており、また 1機関では試料をろ過後、溶存態の放

射性セシウムを吸着材に吸着して測定していた。各機関で使用した Ge半導体検出器のメーカーは、Aが 4機関、Bが 2

機関であった。測定時間は、低濃度である L1では 43,200～300,000秒、L2と L3では 2,000～43,200秒の範囲であった。 

L1の 134Cs濃度 は 0.1 Bq/Lを下回る低濃度であり、3機関が不検出と回答した。検出できた機関は吸着材による濃縮

か、10万秒を超える長時間測定を行っており、何らかの対応が必要であった。相対標準偏差で示した Cs-137濃度の室

内測定精度は、L1では 1.5～24% （中央値 5.8%）、L2では 0.34～5.7% （中央値 0.96%）、L3では 0.33～0.86% （中央値

0.33%）であった。L1では室内測定精度は良くなかったが、L2と L3では良好な精度で測定できていた。Cs-137濃度の

測定結果は、L1では 0.302～0.565 Bq/L（平均値 0.442 Bq/L）、L2では 15.5～17.7 Bq/L （平均値 16.3 Bq/L）、L3では

1,680～1,900 Bq/L（平均値 1,760 Bq/L）であった。相対標準

偏差で示した室間測定精度は L1では 20%、L2では 4.6%、

L3では 4.4%であり、低濃度である L1を除いて良好な精度

で測定できていた（図Ⅱ-12）。 

 公共の水域の放射性セシウムの濃度限度は、Cs-134が 60 

Bq/L、Cs-137が 90 Bq/Lである。事故後 10年以上が経過し

て Cs-134の物理減衰が進んだことから排水の放射性セシウ

ム濃度の管理では Cs-137濃度を考慮すれば良く、Cs-137濃

度限度の 10分の 1程度までは GL法の測定精度は十分

であることが示された。 

（2）低密度汚染廃棄物の汚染状態の評価 

IPによる観察により、低密度汚染廃棄物の汚染は表面に一様に分布しているのではなく、放射線量の高い部位が点

状に分布（以下、ホットスポットという。）していることが分かった。図Ⅱ-13に空気浄化用フィルター試料の観察例

を示すが、3個のホットスポットを確認した。試料両面の IPによる測定では、屋外側と屋内側でホットスポットの信号

強度は異なり、屋内側の信号強度は 10分の 1程度であった、β線は透過力が弱く試料自体により遮蔽される。屋外側

を IPに接して露光した場合にホットスポットの信号強度が強い、即ち試料による遮蔽がないことから、ホットスポッ

トは試料の屋外側に付着して留まり、内部まで進入しないことが示された。また、多くの試料で放射性セシウムの分布

は一様でないことを確認した。このことから、低密度汚染廃棄物の高濃度の部位と低濃度の部位を分離することで、処

理を必要とする廃棄物量を削減できる可能性がある。但し、一部の試料では放射性セシウムを含む粉じんが実験操作中

に脱落したことから、この種の廃棄物では取扱の際の内部被ばく対策が必要と考えられた。 

図Ⅱ-13 低密度汚染廃棄物の IPによる放射線量観察結果 

左:屋外側、右:屋内側。数値はホットスポット信号強度。カッコ内は線源の信号強度で除して規格化した信号強。 

SEM-EDSによる観察例を図Ⅱ-14に示す。図Ⅱ-14は図Ⅱ-13と同じ試料の SEM画像であるが、ホットスポットの多い

部位（図Ⅱ-14左）は少ない部位（図Ⅱ-14右）に比べて粒子の付着量が多い傾向にあることが分かった。EDS分析によ

図Ⅱ-12 配付試料中 Cs-137濃度の測定結果と室間測定精度 
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る元素マッピング結果を図Ⅱ-15に示す。EDS分析の感度の制約から放射性セシウム含有粒子の付着状況の直接的な把

握には至らなかったが、付着した粒子の元素組成から土壌鉱物、塩化物や硫酸塩などの塩類、酸化鉄などの粒子が多い

傾向が示された。 

図Ⅱ-14 低密度汚染廃棄物試料の SEM画像 

右：ホットスポットの多い部位（200倍）、左：ホットスポットの少ない部位（300倍）。 

 

      

 

図Ⅱ-15 低密度汚染廃棄物の SEM-EDSによる元素マッピング結果 

試料は図Ⅱ-14右と同一。左上よりセシウム、酸素、ケイ素、ナトリウム、マグネシウム、硫黄のマッピング結果。 
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2.3低汚染廃棄物等の最終処分及び除去土壌等の中間貯蔵プロセスの適正化と長期管理手法の開発・提案 

2.3.1低汚染廃棄物等の最終処分技術開発と長期管理手法 

（1）目的と経緯 

特定一般廃棄物や特定産業廃棄物のうち、煤じん等の放射性セシウムの溶出性が大きい廃棄物を埋立処分した場合、

埋立終了後に遮水性の覆土を設置する必要がある。遮水性の覆土は、中間覆土として処分場内に設置する場合と、最終

覆土として処分場の地表面に設置する場合があるが、最終覆土を遮水性のキャッピングとする場合、降雨強度の影響を

大きく受けつつ、植生の根や日射等による劣化が懸念される。また、最終処分場の沈下の影響を最も大きく受けるのも

最終覆土であるため、材料としては膨潤性を有するベントナイトを用いたキャッピングが有効と考えられる。ただし、

ベントナイト混合土のような厚みが 30～50 cm程度ある場合、最終覆土の層厚が厚くなり、埋立廃棄物容量が少なくな

ることが懸念されるため、ベントナイトシート（ジオシンセティッククレイライナー : GCL）を用いたキャッピング工

法について検討することとした。GCLを用いた透水係数等の室内試験は数多くあるが、実大規模での実験結果は少な

く、GCLの面的な遮水性を評価した事例が少ないことから、ベンチスケールの屋外実験を実施し、室内試験結果相当

の遮水性が長期にわたって期待できるか検討した。 

 

（2）方法 

茨城県美浦村に図Ⅱ-16に示す涵養量実証試験サイトを構築し、全部で 7つの試験工区を設置した。各工区は図Ⅱ-17

に示す通り、底部に排水層（砕石）を敷設し、その上に遮水層、最上部には通常の最終処分場と同様の厚さ 50 cmの覆

土を設置した。覆土には茨城県産のまさ土を用いた。1つの工区の平面的な寸法は幅 2 m×長さ 8 mとした。7つの工区

に敷設した遮水層の種類を表Ⅱ-3に示す。遮水層を通過して底部に浸透した水量（涵養量）を測定するため、砕石層の

上流部と下流部を隔離し、それぞれに排水用の塩化ビニル製排水管を設置した。さらに、遮水層を通過せずに遮水層上

部に沿って流れる浸透水の水量を測定するため、中間排水管も設置した。それぞれの排水管の末端では、転倒桝流量計

を用いて流量の測定を連続的に実施した。各工区は下流に向かって 2%の勾配を持っているため、降雨強度によっては

覆土を浸透しきれない表流水が存在する可能性があるため、U字側溝を設置して表流水も集めて流量測定を行った。 
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図Ⅱ-16 涵養量実証試験サイトの空中写真  

 

降雨

表流水

中間排水

下流部排水
上流部排水

通常の処分場
の覆土層と同じ
50cmのまさ土

この層に入ってく
る水量が処分場
内に入る涵養水

 

図Ⅱ-17 各工区の模擬図 

 

表Ⅱ-3 各工区に設置した遮水層の種類 

番号・名称 覆土種類 遮水層種類 遮水層厚さ 

No.1・対照区 まさ土 なし － 

No.2・浸食防止区 
まさ土＋砕石

層 
なし － 

No.3・砕石ベント区 まさ土 砕石ベントナイト（25 mm以下粒径） 200 mm 

No.4・GCL シートなし

区 
まさ土 GCL（粒状ベントナイト・不織布型） 6 mm 

No.5・GCL シートあり

区 
まさ土 GCL（粒状ベントナイト・HDPE型） 3.5 mm 

No.6・高分子ポリマー

区 
まさ土 高分子ポリマーシート（不織布型） 数 mm 

No.7・GCL粉体区 まさ土 
GCL（粉体ベントナイト・織布/不織布

型） 
3 mm 

 

（3）結果と考察 

測定された排水量の内、遮水層上部で排除された中間排水量について図Ⅱ-18に示す。中間排水は、処分場内に浸透

せずに排除された水量であることから、この水量が大きいほど遮水性能を発揮していることになる。対照区や浸食防止

区では、遮水層が無いため、中間排水層が殆ど認められないことが分かる。砕石ベントナイト区では、ベントナイト層

自体が膨潤したことにより覆土に緩みが生じたため表面排水量が少なく、覆土内に多くの雨水が浸入したものの、遮水

機能によって中間排水されたと推察され、最も多い中間排水量約 450 mmが観測された。これ以外にも表面排水も排除

された水量となるので、全体の水収支を計算すると図Ⅱ-19になる。遮水層の無いNo.1対照区や No.2浸食防止区では約

40%の雨水が覆土下に浸透したことになり、No.3砕石ベントナイト区やNo.7GCL粉体区ではほぼ浸透量がゼロとなっ

た。No.6の高分子ポリマー区は、ポリマーが膨潤するまでは、ほぼ全量の雨水を遮水可能であるが膨潤後にはポリマ

ーの透水係数分の浸透を許容してしまうため約 15%の浸透水量となっている。 
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図Ⅱ-18 累積降雨量と累積中間排水量の経時変化 

 

 

図Ⅱ-19 各工区における水収支の割合 

 

2.3.2除去土壌等の保管や中間貯蔵プロセスの適正化と長期管理 

（1）目的と経緯 

除去土壌は表層 5 cmをはぎ取った土壌であることから、農業分野で言われる A層に相当し、比較的有機物がリッチ

な土壌で構成されている。そのため、土壌貯蔵や有効利用した際、それら有機物分がどのような振る舞いをみせるか評

価しておくことが重要である。これは土壌貯蔵施設の水処理施設の設計等にも活用できる基本的データと考えられる。

これまで、除染仮置場等では集排水管があり、仮置場内に浸透した雨水の観測結果は数多く存在するが、仮置場では除

去土壌がフレコンに入っているため、除去土壌を直接浸透した浸透水の水質についてはあまり知見が少ないのが現状で

ある。また、有機物等を対象にした土壌浸透試験を行う場合、酸素消費や温度が重要であるため小型のカラム試験では

実大規模の水質挙動を評価することが難しい。そのため、福島支部が所有する中型のライシメーター試験装置（2基）

を用いて、土壌貯蔵時や有効利用時の浸透水水質を予測することを目的としている。 
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（2）方法 

ライシメーター試験装置に除去土壌を充填し、10 mm/日の人工降雨を与えて浸出水の BODや COD、放射性 Cs濃度等

の観測を実施した。ライシメーター試験装置の概略を図Ⅱ-20に示す。開口部は 1辺 2 mの正方形であり、深さも 2 mの

構造となっている。ライシ 1には福島県内の宅地除染より得られた宅地除去土壌を、ライシ 2には農業用溜池除染から

出た除去土壌と宅地除去土壌を乾燥重量比で 5 : 1になるように混合した混合土壌を充填した。混合土壌作成時に溜池

除染の除去土壌のトリータビリティを得るため、改質剤として半水石膏を乾燥重量比で 3%添加している。ライシ 1、

ライシ 2それぞれの放射能セシウム濃度（Cs-134＋Cs-137）は、湿潤ベースで 1,784 Bq/kg、2,667 Bq/kg、JIS強熱減量値

はそれぞれ 5.8%、7.1%であった。なお、ライシ 1、ライシ 2共に透水係数が小さかったことから、約 300日経過後に直

径 76 mmの竪排水坑を開削し、珪砂 3号（D20 = 1.38 mm、クレーガーによる透水係数推定値は 9.0×10-1 cm/s）を充填し

た。 

 

図Ⅱ-20 ライシメーター試験装置の断面図と充填除去土壌の重量と湿潤密度 

 

（3）結果と考察 

それぞれのライシメーターにおける水収支の経時変化（降雨量換算）を図Ⅱ-21に示す。約 1年間の実験で降雨量

1800～2600 mmを与え、約 9割が排水された。ライシ 2の降雨水量がライシ 1に比較して少ないのは、実験途中で閉塞

し、排水されなくなったため、一時的に降雨を停止したことが理由である。浸出水水質のうち有機汚濁成分等について

図Ⅱ-22に示す。pHは両ライシメーターで弱酸性を示しており、日本の一般的な浸透水の pHの範囲であった。TOC、

BOD、COD共に宅除去土壌の方が大きく、それぞれの最大値は 250 mg/L、350 mg/L、170 mg/L程度であった。溜池除染

の方が有機物が多く、溜池除染物の JIS強熱減量が 16.4%あるにもかかわらず、浸出水濃度としては宅地の方が高い結

果となった。特に BODについては顕著な違いがあり、ライシ 1の BODが数百 mg/Lのオーダーとなっている。これ

は、宅地除染した土壌には草本類の根が大量に含まれており、それが BOD成分となったためと考えられる。BODは約

150日を境にして急減少しているが、この 150日は浸透間隙水量（PVF）が約 1の時であり、全ての間隙が洗い出され

た時点でBOD成分が消失したと判断される。ライシ 2では、BODが低いが、TOCが徐々に増加しており、同時に

CODも微増している。このことから、混合土壌からの浸出水の有機汚濁成分のほとんどは COD成分であると判断され

る。 
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(a) ライシ 1             (b)ライシ 2 

図Ⅱ-21 水収支の経時変化（降雨量換算） 

  

  

図Ⅱ-22 浸出水水質の変化（有機汚濁成分等） 

 

 放射性セシウムの溶出を促進させると考えられるカリウムとアンモニア態窒素の濃度変化を図Ⅱ-23に示す。全ての

観測データで経時的に増加する傾向が確認された。どちらのイオンも 1×10-3 mol/Lを超えると放射性セシウムの溶出が

促進されると言われている。ライシ 2の最大値はカリウムで 8.7×10-4 mol/L、アンモニア態窒素で 1.6×10-3 mol/L程度とな

ったが、放射性セシウムが浸出水から検出されることはなかった（定量下限値 0.5 Bq/L）。多少の溶出があったとして

も、周辺土壌に吸着されるため、浸出水としては検出されなかったと考えられる。 
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図Ⅱ-23 浸出水水質の変化（カリウムとアンモニア態窒素） 

 

2.3.3コンクリート技術を適用した処分場施設の適正化 

（1）目的と経緯 

放射性セシウムに汚染した廃棄物やその減容化・安定化体を処分する施設の候補として、廃掃法に定められている鉄

筋コンクリート製の遮断型相当の最終処分施設がある。この施設には遮断の機能が求められ、遮水性能が重要である。

遮水性能という観点ではひび割れを制御することが重要であり、ひび割れの原因に対する対策が必要である。コンクリ

ートのひび割れは、結合材であるセメントの発熱による温度応力とコンクリートの乾燥収縮によるコンクリートの変形

が鉄筋や構造により拘束され発生するもの、アルカリ骨材反応（ASR） に代表されるコンクリート内部の膨張による

もの、コンクリートと反応性塩（焼却飛灰中の CaCl2や石膏）の接触による表面劣化などがある。このうち、ASRによ

る膨張反応の長期的抑制はコンクリート工学上も未解決の課題であり（一般の土木構造物や建築物では影響がない程度

に抑制できるとされているが、遮断機能を長期間にわたり求めることができるかどうかは分かっていない）、特別な検

討が必要である。また、セメント硬化体にはセシウム吸着能力はないことが分かっており、コンクリートが遮水性能を

有しているとしても、コンクリート中のセシウムの移動予測は重要である。 

これらの背景から国立環境研究所では「汚染廃棄物等最終処分場へのセメント・コンクリート技術適用に関する研究

会」を設け、関連情報を技術資料として公開した 1)。その後も、ASRについては従来の促進膨張試験方法の欠点を修正

する方策を検討し、国際学術団体 RILEMの試験規準として発行した 2)。さらに、試験法の有効性と長期予測のモデル

化について研究を継続しているので 3)、その内容を説明する。 

コンクリート中のセシウムの移動予測については、文部科学省英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 4)

においてセシウムとストロンチウムのコンクリート中の移動に関する基礎実験を行い、事業全体として、コンクリート

中の空隙の水と固相の間のイオンの総合作用に関する熱力学的相平衡と Nernst-Plank式に基づく多種イオンの移動を錬

成させたReaction Transportモデルの開発を行っている。この事業において、コンクリート中へのセシウム移動に関し

て、コンクリートの中性化（大気中の炭酸ガスによる炭酸化）により、コンクリートのセシウム吸着能力が高まり、セ

シウムの内部浸透が抑制される可能性があるので、その状況について説明する。 

 

（2）方法 

ASR研究については、九州大学並びに港湾空港技術研究所と連携し、実施した。研究は、室内の促進膨張試験と暴

露試験の比較を行い、室内試験結果から長期屋外暴露条件での膨張予測をするというものである。アルカリ反応性骨材

を用いてコンクリートを作製し、室内試験では 7.5×7.5×25 cm角柱試験体を 20、40、60℃で促進膨張させ、一方、より

大型な 40×40×60 cmブロック試験体を異なる環境（那覇年平均気温 22℃、福岡同 18℃、紋別同 6℃）に暴露し、変形

を計測した。膨張モデル 3)を用い、促進試験から気温変化と降雨を考慮して暴露ブロックの膨張挙動を予測した。 

コンクリートは骨材をセメントペーストで結合したものであるが、移動は主にセメントペースト中で起きると考えら

れているので、セメントペーストを作製し、表面部分 3.5mmを促進中性化し、試験体に対し、10倍質量の 1MのCsCl

溶液に 7日間浸漬し、セシウムの浸透プロファイルを電子線微小分析（EPMA）により評価した。 

0 100 200 300 400
0

5

10

15

20

25

30

35

経　過　日　数

K
+
　
（
m
g/
L
）

ライシ１
ライシ２

竪排水坑設置

0 100 200 300 400
0

5

10

15

20

25

30

経　過　日　数

N
H
4

+
　
（
m
g/
L
）

ライシ１
ライシ２

竪排水坑設置



 

24 

 

（3）結果と考察 

ASRに関して、各地に暴露したブロックの膨張と計算結果を図Ⅱ-24に示す。図中のプロットが計測結果であり、線

が予測結果である。約 3年にわたる計測で、膨張率変化が大きくなっているのが夏場であり、停滞しているのが冬場で

ある。平均気温が低い紋別の膨張率が低く、平均気温が高い沖縄では膨張率は最大となっている。この状況をモデルは

うまく再現できている。 

現在のコンクリートの JIS A5308にも ASR抑制対策は記載して

あるが、その抑制対策の有効期間は示されていない。長期間に

わたり遮断機能が求められる処分施設において、その機能の妨

げとなる ASRによるひび割れ発生をこのモデルを使用すること

で、室内試験から長期的な挙動を推定することができ、実際の

処分施設建設時においてなされる ASR抑制対策の有効性を定量

的に、例えばひび割れが発生する膨張率 0.05%に達する材齢とし

て評価することができる。 

セメントペーストへのセシウム浸透評価の結果を図Ⅱ-25に示

す。未炭酸化セメントペースト（青）では表面部分のみ 0.2mol%

程度の濃縮が認められたが、それより深い部分では拡散プロフ

ァイルが検出され、EPMA分析結果からは浸透深さは 9mm程度と読み取れる。表層部分のセシウム濃縮はセメントペ

ーストからCaが溶脱し、その代わりにアルカリイオンが吸着したものと推定できる。炭酸化すると（赤）、再表面は

0.4mol%まで濃度が増加し、その後、炭酸化領域ではおよそ 0.2mol%の濃度となり、それ以降では拡散プロファイルを

示し、11～12mmまで浸透した。この条件では、炭酸化部分での吸着が著しかったものの、移動の観点では、炭酸化部

分の移動速度は相当に早く、吸着による遅延効果は認められ

ず、炭酸化したほうがより奥まで浸透した。一方塩素について

は、未炭酸化ペーストでは、セシウムとは異なり表層部分の濃

度が低下したが、セシウムよりも相当に高濃度のプロファイル

をもって 12mm程度まで浸透した。炭酸化すると、Clの濃度は

未炭酸化の 0.3～0.4mol%から 0.03mol%程度まで低下し、浸透深

さは 16mm以深となった。これは Clの結合層である鉱物

（Friedel氏塩）の炭酸化による分解、もしくは層間の Clが炭酸

イオンに交換したためと考えられる。浸透深さが炭酸化により

増加したのはセシウムと同様であるが、これは、セメント水和

物であるケイ酸 Ca水和物の微細粒子が構成する複雑で屈曲し

た空隙構造が、連続したものに変化したものと推定できる。 

このように、健全なコンクリートの空隙にはセメント由来の

Kがセシウムの数 100倍程度存在するため固液間の分配比で 1未満とセシウム吸着能力は小さい。しかし、炭酸化する

ことで、アルミノケイ酸水和物が生成し、アルカリ吸着能を示すようになり、セシウム選択性も高くなる。1Mという

濃厚溶液状態では、吸着の効果も限定的であるが、実際の廃棄物からのセシウム濃度を考慮して今後、浸透試算をさら

に行う必要がある。また、本評価は骨材が存在しないペーストに対するものであり、コンクリートでは状況が異なる可

能性もある。コンクリート内部において、骨材中に粘土鉱物が存在する場合、セシウム吸着が起きる可能性もある。文

科省英知事業として、2020～2022年度の「合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染鉄筋コンクリート長期状態

変化の定量評価」（代表 : 東京大学丸山一平教授）に参画し、北海道大学とともにコンクリートへの低濃度領域でのセ

シウム浸透実験について、Cs-137を使用して現在も継続中である。 

 

 
図Ⅱ-25 健全、及び炭酸化セメントペーストへの

Cs浸透（CsCl-1M溶液、7日浸漬）5) 
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図Ⅱ-24 各地に暴露したブロックの膨張予測 
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6) 山田一夫、大迫政浩、処分施設コンクリートへのCs浸透の試算、第 10回環境放射能除染研究発表会、S3-2, 2021. 

 

2.3.4汚染廃棄物長期管理のための水処理技術の開発 

（1）目的と経緯 

通常、埋立処分場には、雨水が廃棄物層を通ってしみ出てきた水（浸出水）を処理する施設が併設されているが、原

発事故後、一部の処分場では浸出水中に放射性セシウムが検出された。特措法では、廃棄物層への雨水の浸透を減らし

たり、放射性セシウムの浸出水への移行を防いだりする埋立方法が定められているが、現場では、万が一に備えて対策

を準備したいというニーズが存在する。実際、最終処分場において埋め立てられた飛灰等からの放射性セシウムの溶出

については、条件によって様々ではあるものの、埋立高さ 3m、厚さ 50cmの土壌層を設置した場合、ピーク濃度が検

出されるのは、土壌層直下でも数十年後、既存の廃棄物層を通過した後の集水管到達点においてはさらに数十年後であ

ることが試算されており 1）、現時点で放射性セシウムが検出されていないことは将来を保証しない。 

そこで、万が一、最終処分場において水溶性の放射性セシウムが溶出した場合を想定し、浸出水中の放射性セシウム

を低濃度域で連続的にモニタリングする装置を開発し、アラートシステムを構築することを目的として検討を行った。 

 

（2）方法 

（1） モニタリング装置 

本装置は、NaI（Tl）シンチレーション式放射能測定装置のマリネリ容器に吸着剤を充填し、測定対象とする浸出水

を通水させることで、浸出水中の放射性セシウムを吸着剤に蓄積し、これを測定することで、低濃度放射性セシウム測

定を現地において実質的に連続でモニタリングするものである。 

https://www.nies.go.jp/whatsnew/2014/20141203/20141203.html
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基本原理については既に開発済みで 2）、浸出水中の放射性セシウムの濃度上昇の兆しを見つけるためのモニタリン

グシステムとして設計・製作を行った。装置の外観を図Ⅱ-26に示す。 

図 Ⅱ－26 装置の概観 

 

（2） 実証試験 

福島県内の一般廃棄物処分場内の浸出水処理施設において、上記のモニタリング装置を設置し、実証試験を行った。

当該施設の検水を約 18L採水し、2L程度まで濃縮してからゲルマニウム検出器で分析したところ、0.010～0.020 mBq/L

で検出された。モニタリング装置に充填する吸着剤としては、ゼオライトやプルシアンブルー（粒状）などが考えられ

るが、ゼオライトでは分配係数からみてモニタリング装置で検出できるレベル（数十 Bq）まで吸着・濃縮ができない

と考えられたため、充填吸着剤はプルシアンブルーとした。 

モニタリング装置に導入する原水は、浸出水処理施設の中和槽から採水した。通水は約 70L/日で連続的に行った。

測定は上述の通り、約 10倍濃縮してからゲルマニウム検出器で分析した。また同時に、ICPを用いて安定セシウムの

濃度も測定した。 

 

（3）結果と考察 

（1） モニタリング装置における放射性セシウムの捕捉 

原水及び処理水の放射能濃度及び安定セシウム濃度の推移を図Ⅱ-27に示す。試験開始前の原水の放射能濃度は 0.015

～0.020 mBq/L程度であったが、試験開始後は濃縮しても検出できないレベルとなり、試験終了時まで不検出が続い

た。流出水では、原水に放射能濃度が検出された試験初期を含めて常に不検出であり、原水中の極低濃度の放射性セシ

ウムを十分に捕捉できたと考えられる。安定セシウム濃度を見ると、試験開始時に原水で 0.004 mg/L程度検出されてい

たものが、流出水では 0.00004 mg/Lであり、99%の捕捉率が得られたものの、その後、徐々に捕捉率が低下し、試験後

期には 30%台の捕捉率となった。 

 

図Ⅱ-27 原水及び流出水中の放射能濃度および安定セシウム濃度の推移 

 

（2） モニタリング装置による測定 

本モニタリング装置では、吸着剤の放射能濃度と通水量を記録しており、通水開始時と終了時の吸着剤の放射能濃度

の差を通水量で除すことにより、期間中の平均濃度を極低濃度で算出できる。例えば、0.02Bq/Lの検水を 1,000L通水す
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ると 20Bqが吸着剤に吸着される。安定的に評価可能な放射能濃度の差は 50～60Bqであり、この差を出すためには、2

～3m3を通水する必要がある。1日約 70L、1ヶ月で 2 m3程度を通水でき、この間、連続的に採水していることから、調

査期間を漏らすことなく反映することが可能である。 

今回の実証試験においては、試験中期には原水の放射能濃度が不検出となっていたが、初期の 3週間程度は 0.01 

Bq/L超であり、モニタリング装置で捕捉できていたものと考えられる。試験終了後に吸着剤の放射能濃度をゲルマニ

ウム検出器で測定した結果、通水による放射能濃度の増加分は約 30Bqであった。試験開始直後から流入水の放射能濃

度は変動が大きく、相当程度低濃度であった可能性がある。また、安定セシウムとの競合があり、元素としてのセシウ

ムは吸着限界に近づいていたことがわかった。 

本研究では、浸出水処理施設において放射性セシウムが検出されるという万が一の事態に迅速に対応するため、通常

の分析では不検出となるレベルで放射性セシウムを連続的に検出し、濃度上昇の兆しを見つけるためのモニタリング装

置の実証試験を行った。原水及びモニタリング装置流出水の放射性セシウム及び安定セシウムの測定結果から、極低濃

度の放射性セシウムであっても、本モニタリング装置において吸着・検出できる可能性が見いだされた。一方で、設置

場所の空間線量率の揺らぎが測定に大きな影響を与えることから、低濃度の放射性セシウムを検出する上では、オフセ

ットによるバックグラウンドノイズの除去が重要であることなどが明らかとなった。 

 

引 用 文 献 

1) 山田正人、遠藤和人、石森洋行、大迫政浩（2013）最終処分過程における挙動と制御、日廃振センター情報、12

（4）、18-21. 

2) 特開 2014-085163「排水中の放射性セシウムの濃度を実質上連続的に測定する方法および装置」 

 

 

2.3.5県外処分技術開発戦略 

（1）目的と経緯 

現在、環境省が中心となり、放射性物質汚染対処特措法に基づき帰還困難区域を除く地域の除染と事故由来の放射性

物質で汚染された廃棄物（汚染廃棄物）の処理が進んでいる。環境省が示した「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用

技術開発戦略 工程表 1)」によると、減容・再生利用技術の開発及び再生利用の推進と並行し県外最終処分の方向性を検

討し、2024 年度までに戦略目標が設定される。その際、減容化・再生利用等と県外最終処分は相互に関係するため、

本来は全体を考慮したうえで、最終処分シナリオを設定すべきものである。そこで、目指すべき県外最終処分とそこに

至る道筋が、後世から見て、また原子力と共に歩んできた人類が直面した全世界的課題として、技術的にも社会的にも

合理的なものとみなされるためには、中長期的にどのような技術課題があるのかを整理し、具体的技術開発戦略を設定

し、同時に社会的合意形成を達成するためにどのようなプロセスが妥当であるのかを検討していくことが重要である。

このような考えから、専門性を有し、かつ中立的な立場にある「一般社団法人 環境放射能とその除染・中間貯蔵およ

び環境再生のための学会」（通称：環境放射能除染学会）において、先の問題意識に沿った検討を行い、県外最終処分

に向けた技術開発戦略の在り方を取りまとめるための研究会「県外最終処分に向けた技術開発戦略の在り方に関する研

究会」が設置された。本項ではその概要を説明する。 

  



 

28 

 

（2）方法 

前記研究会の活動方針を以下に列挙する。 

・ 県外最終処分の出口からのアプローチと、これまでの技術開発の流れからのアプローチの両側から検討

する。 

・ 検討する技術は、熱的減容化、灰洗浄/吸着濃縮、安定化などを主体とするが、除染から最終処分の全体

を俯瞰し、適宜必要な技術とそれに伴う課題、関連法規なども柔軟に検討範囲とする。 

・ 処理・処分過程のマスバランス解析を行い、合わせて経済性評価も行う。 

・ 社会的合意形成に求められる要件に関し、ステークホルダーヒアリングを実施する。 

・ この際、技術論に加え、経済性、環境など多面的評価を考慮する。 

・ 処理・処分技術検討に必要な情報を整理し、将来の国民全体及び全世界的課題としての議論に資するた

めに、技術的に考え得る他の選択肢も含めて幅広に提示し、処理・処分シナリオの例を提示する。 

研究会の成果は、報告書として環境放射能除染学会ホームページに初版が 2020年 11月に、2021年 9月にはVer. 2が

公開された 2)。また、第 9回、及び第 10回環境放射能除染研究発表会の企画セッションパネル討論 3,4)として公開し、

さらに意見交換がなされ、その概要報告が学会誌に掲載される予定である。 

 

（3）結果と考察 

研究会の活動報告書の概要を図

Ⅱ-28に示す。活動は、技術的側面

と社会的側面に分けて行われ、こ

れらの活動内容を理解するための

基盤知識についても取りまとめら

れ、関心を持つ読者の学習の手引

きとした。以下、技術的側面を中

心に説明する。第 2章において、

現在の処分対象物と現有の各種技

術の把握を行った。それをもと

に、第 3章においては、処理・処分のマスバランス計算を行い、重要と考えられる因子に関しては感度解析も行った。

そのうえで、文献情報から、処理・処分の各工程の単価を調査し、第 3章の結果と合わせて、代表的と考えられる 3ケ

ースについて試算を行った。第 3章、第 4章では、現在進行中の事業の枠内で検討を進めたが、後世への説明責任と社

会的合意形成に向けては、より広い技術的観点から情報整理が必要と考え、処理・処分工程で考慮すべき要因と選択肢

を網羅的に整理し、特徴ある想定シナリオとして 3つの経済性評価とともに提示した。 

 
図Ⅱ-28 県外最終処分技術開発戦略研究会報告書の概要 2) 
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図Ⅱ-29にマスバランス計算の一例を示す。ここでは、すでに稼働している熱処理を前提とし、その後の熱処理飛灰

の洗浄、吸着、安定化を経て廃棄する安定化体を示している。その後の、除染処理済み物の再利用と安定化体の処分費

用も計算し経済性を試算した。 

 

図Ⅱ-30に処理による生成物体積のまとめを示す。焼却残渣は熱処理により約 1/5に減容化されるが、その後の洗浄・

濃縮処理により、さらに 1/5に減容化できる。洗浄残渣を再度熱処理工程に回すとすると、安定化体はケース 1-1では

840 m3に、ケース 1-2では 110 m3と、元の 38 万 m3からそれぞれ、1/452、1/3,450となる。 

 

  

 
図Ⅱ-29 マスバランスのフローと計算結果の一例 2) 
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図Ⅱ-30 処理による生成物体積のまとめ（スラグと廃液は除く）2) 

ケース 1は熱処理飛灰の灰洗浄・濃縮とセメント固型化

1-1が基準で、1-2は処理水の蒸発乾固、1-3は高性能吸

着材使用）、ケース 2は熱処理飛灰の直接セメント固型

化。 
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図Ⅱ-31にこの結果と調査した各工程の単価をもとに、種々のケースの経済性を試算した。ここでは処理済み物の再

生利用費用も考慮した。ケース 1-1は焼却残渣を熱処理し、さらに洗浄・濃縮し、セメント固型化して遮断型相当の処

分施設に処分する。1-2では、洗浄廃液の放流が困難な場合を想定し蒸発乾固する。1-3ではより高性能な吸着剤を使用

する。ケース 2は熱処理飛灰を直接セメント固型化し、管理型相当の処分施設において処分する。ケース 3は高濃度土

壌も熱処理し、さらに洗浄・濃縮後、セメント固型化して遮断型相当の処分施設に処分する。全体の事業費はケース 1

～3で 1兆 3400億～1兆 3700億円と大きな差はなく、低濃度土壌の再生利用費が 8300億円と 6割を占めた。焼却残渣

について、熱処理は前提としており、その後、さらなる減容化を行っても行わなくても費用はあまり変わらない結果と

なった。技術の確度の観点からはケース 2の試算がより確からしい。 

 

さらに第 5章では、特徴ある想定シナリオとして、表Ⅱ-4に示すように、前記ケース 3を想定シナリオ Aとしたほ

か、費用を最小化する可能性を考えた想定シナリオ B、汚染廃棄物を再濃縮する想定シナリオ Cを考慮した。想定シ

ナリオ Bでは、想定シナリオAで費用が最大であった低濃度土壌の再利用を中間貯蔵施設内で行うことで、費用削減

を図った。想定シナリオ Cでは、熱処理飛灰と高濃度土壌の双方を文献情報から 6万分の 1減容化することとした。 

2021年度には、この 3種類の想定シナリオの内容について精査を行い、一部修正を加えるとともに経済性の試算も

行った。想定シナリオBは想定シナリオ Aの 1/3となった。想定シナリオ Cは他よりも少量ではあるが高濃度の安定

化体が発生する。かつその処理に要する費用は不明であり、費用比較は難しい。 

ここで重要なのは、熱処理後の放射性物質の濃縮の有無と濃縮度合い、さらに処理済み物の再生利用方法を考える

と、実に多様な考慮事項が存在することを認識することである。学会活動報告で示したうえに、さらに最終処分におい

ては管理期間の考え方の整理と安定化体の特性と処分施設への要求特性の明確化も課題として残っており、今後も継続

した検討が必要である 

 
図Ⅱ-31 各種処理・処分ケースによる経済性の試算結果 2) 

ケース 1、2は図Ⅱ-Gと同じ。ケース 3は高濃度土壌も熱

処理し、洗浄・濃縮を想定。 

8,328 8,328 8,328 8,328 8,328 

2,149 2,149 2,149 2,149 

4,648 

3,133 3,253 2,951 3,140 

3,133 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

1-1 1-2 1-3 2 3

事
業
費
用
（
億
円
）

低濃度土壌 高濃度土壌 焼却残渣

16,109 

13,611 13,731 13,429 13,618 



 

31 

 

 

引 用 文 献 

1) 環境省、中間貯蔵施設について 

http://josen.env.go.jp/chukanchozou/action/briefing_session/pdf/dojyou_cyuukan.pdf（2021年 9 月 21 日閲覧） 

2) 県外最終処分に向けた技術開発戦略の在り方に関する研究会、活動報告書 Ver. 2、環境放射能とその除染・中間貯

蔵および環境再生のための学会、2021 

http://khjosen.org/images/SRRCE_Report_ver2_20210914.pdf（2021年 9 月 21 日閲覧） 

3) 環境放射能除染学会「県外最終技術開発戦略の在り⽅研究会」第二回成果報告〜最終処分実現に向けた技術合理

性のあるシナリオと社会合意形成〜、第 9回環境放射能除染研究発表会、企画セッション 2、2020. 

4) 県外最終処分技術戦略研究会 成果についての特別企画セッション、第 10回環境放射能除染研究発表会、企画セ

ッション 2、2021. 

 

  

低濃度土壌 高濃度土壌

高度分級

処理済み土壌
（低濃度）
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2.4まとめ 

「放射性物質を含む廃棄物等の減容化技術の開発・高度」については、減容化技術の開発において、除染廃棄物をガ

ス化溶融する施設を調査し、放射性セシウムの挙動を明らかにするとともに、スラグ中の放射性セシウム濃度の更なる

低減化法を開発し、実機にてその有用性を検証した。また、スラグからの放射性セシウムの低溶出性を確保する運転条

件を提示した。 

セメント技術適用において、焼却灰や土壌等の化学組成を調整し、1450℃で焼成することで、放射性セシウムを検出

限界以下に除去でき、JIS規格の性能を満足するポルトランドセメントにすることができることを、放射性セシウム揮

発機構解析とともに示した。 

飛灰洗浄・クロマトグラフ濃縮と安定化では熱処理飛灰から放射性セシウムを溶出させ、フェロシアン化銅を吸着材

としたイオンクロマトグラフにより放射性セシウムを濃縮し、さらにリン酸金属ガラス化することで 6万分の 1の濃縮

が可能なことを示した。 

「資源循環・廃棄物処理過程におけるフロー・ストックの適正化技術と管理手法の確立」については、フロー・スト

ックのリスク評価と管理システム開発では建設系産業廃棄物の処理処分に伴う放射性セシウムの移動量を推計する手法

を構築した。福島県内の線量が低い地域における木くず処理等を事例とし、廃棄物等の有効利用に伴う放射性セシウム

フローの計算と追加的被ばく線量の評価を行った。 

また、測定モニタリング管理手法開発では、排水中放射性Cs濃度測定に係るクロスチェックを行い、環境省ガイド

ライン法の測定精度は公共の水域の放射性セシウムの濃度限度の 10分の 1程度までは十分であることを示した。低密

度汚染廃棄物の汚染状態について IPや SEM-EDXを用いて評価し、放射線量の高い部位が点状に分布し、その部位に

は多くの粒子が付着していることを明らかにした。 

「低汚染廃棄物等の最終処分及び除去土壌等の中間貯蔵プロセスの適正化と長期管理手法の開発・提案」について

は、低汚染廃棄物等の最終処分技術開発と長期管理手法では、 特定一般廃棄物の煤じん等埋立処分領域に求められる

遮水性覆土について、各種のジオシンセティッククレイライナーを用いた実証試験による面的な遮水性を確認した結

果、室内試験結果の約 1/10以上の性能を確保できることがわかった。 

除去土壌等の保管や中間貯蔵プロセスの適正化と長期管理では、福島県内の除去土壌（宅地除染とため池除染）を用

いた中型ライシメーター試験を実施した結果、浸透水には有機汚濁成分や比較的高濃度のカリウムやアンモニア態窒素

が含まれる可能性が示唆されたが、放射性セシウムが浸透水で検出されることはなかった。 

コンクリート技術を適用した処分場施設の適正化では、最終処分施設コンクリートの耐久性確保のため、アルカリ骨

材反応による長期的ひび割れ評価試験方法を開発した。また、コンクリート中の物質移動に影響する炭酸化等の効果を

イメージングプレートを用いた実験から明確化した。 

汚染廃棄物長期管理のための水処理技術の開発では、最終処分場において水溶性の放射性セシウムが溶出するという

万が一の事態に迅速に対応するため、浸出水中の低濃度域の放射性セシウムを検出するシステムを開発し、連続的にモ

ニタリング可能なことを実証的に示すとともに、オフセットによるバックグラウンドノイズの除去などの対策が重要で

あることなどを明らかにした。 

県外処分技術開発戦略では、環境放射能除染学会の県外最終処分技術戦略研究会に参画し、各処理・処分工程のマス

バランス計算と経済性調査を行い、特徴ある 3種類の処理・処分の想定シナリオを廃棄物量、放射能濃度、経済性等を

相互比較した。 
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Ⅲ 環境回復研究プログラム(2) 

 

1研究の概要 

東日本大震災に伴う原子力災害からの環境回復を進める上で、様々な環境中における放射性物質の長期的な動態把握

と環境影響評価が重要な課題である。そこで、森林・水域等の環境中に残存している放射性物質の環境動態に関する長

期的観点からの調査・研究と、帰還地域における長期的環境影響評価及び、生活者の安全安心な生活基盤確保のための

生活環境リスク管理手法の構築、生態系サービスを含めた生態系アセスメントを実施した（図 1）。 

 

本研究プログラムにおいて、以下の 3つの課題に取り組んだ。 

1）環境動態計測とモデリングによる多媒体環境における放射性物質の動態解明及び将来予測。  

2）環境放射線と人為的攪乱による生物・生態系への影響評価（生態系・景観変化の実態把握と放射線等の生物影響評

価）。  

3）生活圏における人への被ばく線量と化学物質曝露の評価。 

1）については、主に福島県浜通り北部地方において、放射能汚染の状況が異なる複数の河川流域を対象とした放射

性セシウム動態計測と水生生物調査等を実施し、調査・実験データの解析に基づく放射性セシウムの移動・集積や生物

移行に係る機構解明や将来予測を行う。また、大気における事故直後の放射性物質動態と再飛散推計の精緻化、流域詳

細モデルと陸域広域モデルの構築、及び沿岸海域・閉鎖性水域における放射性セシウムの長期動態予測を行う。さらに、

動態計測による測定データや解析結果に基づいた各種シナリオの構築・適用により、放射性物質動態に係る再現計算や

将来予測を試みた。 

2）については、帰還困難区域内外における現地調査、野生生物あるいは実験生物を用いた実証実験及びこれらデー

タを用いた数値モデルの開発により、放射線等による直接的あるいは間接的な生物・生態系影響の把握を試みた。 

3）については、モニタリングとモデリングを組み合わせることにより、放射性物質による被ばく線量を推計・予測

するとともに、放射性物質以外のリスク要因も考慮した総合的な健康リスク評価を行った。  

 

図 1 研究プログラムの構成と概要 
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2研究の成果 

2.1多媒体環境における放射性物質の動態解明及び将来予測 

2.1.1多媒体環境における放射性物質の動態解明 

2.1.1.1山菜への放射性セシウム移行特性 

（1）目的と経緯 

福島第一原発事故から 10 年余りが経過し、栽培作物では食品中の放射性セシウム濃度の出荷制限の基準値（100  

Bq/kg）を超える事例は無くなってきているが、野生の山菜では基準値を超えるものが見つかっている。これは山林の

大部分が除染されていないことに加え、特定の山菜が放射性セシウムを高濃度に蓄積するためである 1)。栽培作物では、

表土の除染や圃場へのカリウム添加が放射性セシウムの吸収抑制に有効であることが分かっているが、野生の山菜に対

して同様の方法を実施・検証した例はない。野生の山菜に対する放射性セシウムの取り込み抑制手法を検討するために

は、供給源がどこかを明らかにする必要がある。本研究では、放射性セシウムを特に高濃度に蓄積する山菜であるコシ

アブラを対象に、福島県内の里山において、野生の山菜の放射性セシウム濃度と、生育地の土壌の層位別放射性セシウ

ム量を比較することにより、山菜の放射性セシウム供給源を推定することを目的とする。 

 

（2）方法 

福島県内 4 地域において各地域で 3 本ずつコシア

ブラ幼樹を選び、2019年及び2020年の春期に新芽を

採取した。また、幼樹の周囲 3 地点の土壌を、L 層

（落葉層）、FH層（腐植層）、A層（鉱質土層の最

表層）の上部 0～5cm深、5～10cm深、の 4深度から

採取した。L層及びFH層試料は、風乾後に裁断して

4 mm 目の篩を全通させた。A 層試料は、風乾後に 2 

mm 目の篩を通し、篩上に残った根や小石を取り除

いた。 新芽および土壌の放射性セシウム濃度をゲル

マニウム半導体検出器で測定した。 

 

（3）結果と考察 

コシアブラ新芽の 137Cs濃度は、地域

間では約 100 倍、同じ地域内でも約 10

倍の違いがあった（図 2）。新芽の

137Cs濃度は、土壌の FH層の 137Cs 蓄積

量と正の相関を示したが、A 層との関

係は見られなかった（図 1）。このこ

とから、コシアブラは地表に近い 137Cs

を吸収していることが示唆された。 
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1) 村松康行, 杉山翠, 大野剛, 佐藤睦人, 佐藤守; 林産物への放射性セシウムの移行について, 日本土壌肥料学雑誌, 85 , 
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図 2 コシアブラ新芽の 137Cs濃度 
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図 3 新芽の 137Cs濃度と土壌層位別の 137Cs蓄積量の関係 

FH層 A層0-5cm A層5-10cm

R² = 0.72 

0

10

20

0 300

土壌層位別の137Cs蓄積量 (kBq/m2)

新
芽

の
1
3
7
C
s濃

度
(B

q
/k

g
-生

重
量

) R² = 0.18 

0 1000

R² = 0.09 

0 600

佐須
比曽
山木屋
三春



 

35 

 

2.1.1.2森林河川における溶存態セシウム 137濃度形成機構について 

（1）背景と目的 

福島原発事故後の水界生態系の長期的な汚染については、森林リターに由来する溶存放射性セシウムの影響が懸念さ

れているが、リターがどのようにその流出プロセスに寄与し、河川水中での濃度形成に影響を及ぼすかは十分に理解さ

れていない。そこで、福島原発事故によって重篤な汚染を生じた森林河川流域を対象として、平水時並びに降雨流出時

における水文・水質観測を実施し、リターを由来とする溶存態有機炭素（DOC）やカリウムイオン（K+）と溶存態

137Csの関係性を解析することで、溶存態放射性セシウム濃度形成に及ぼすリターの影響を評価した。 

 

（2）方法 

福島県南相馬市の太田川森林集水域（流域面積:21.0 km2、標高:160-720 m、流域内平均 137Cs 沈着量:1.9 MBq/m2、流域

の 99.2%が森林）において、2014 年 4 月から 2018 年 3月の間に月 1～2回の定期採水と、2016 年 8月に連続して襲来し

た 3 つの台風によって発生した降雨流出時に連続採水を行った。現場では、河川の流心近傍において水 20-40 L をバケ

ツで汲み、これをカートリッジフィルタ式装置に通水して、固液分離・溶存態 137Cs 濃縮を行い、濃縮処理後の検体を

ゲルマニウム半導体検出装置に供して溶存態 137Cs 濃度を算定した。同じく採取した河川水を現地で孔径 0.45μm のメン

ブレンフィルターでろ過後、ろ液試料を冷蔵状態で実験室に持ち帰り、DOC 濃度と K+を含む無機イオンの測定を行っ

た。 

 

（3）結果と考察 

平水時の溶存態 137Cs濃度は、夏季に濃度上昇する周年変動を繰り返しながら低下していく傾向を示した。4年間全体

ならびに各年度において溶存態 137Cs濃度と有意な正の相関を示したのはDOCならびにK+濃度だけであったが、それぞ

れに対する溶存態 137C 濃度の傾きは、DOC 濃度に対しては年々低下したのに対して K+濃度に対してはそれに比べて顕

著な変化は見られなかった（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測期間全体、前半及び後半を対象として、DOCと K+を説明変数、溶存態 137Cs濃度を目的変数として重回帰分析を

行ったところ、K+のみがいずれの期間でも有意であったのに対して、DOC は前半のみ有意となった。これらの結果か

ら、平水時の河川水における溶存態放射性セシウム濃度の形成には、リターからの放射性セシウムの溶脱（直接影響）

とリターから溶脱した K+による河床あるいは河岸土壌からのセシウムの脱着（間接影響）、それぞれの寄与が想定さ

れるが、事故からの時間経過に伴い K+による間接影響が支配的になっていることが示唆された。 

 

図 4 平水時河川における溶存態 137Csと DOC、K+との関係 
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3つの台風によって生じたそれぞれの降雨流出時の河川水中の溶存態 137Cs濃度は、いずれも直前の平水時の濃度に比

べ増加する結果となったが、最初の台風に比べ 2 番目、3 番目では河川流量ピーク時に顕著な増加を示さなかった（図

5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 つの降雨流出時の全採水試料を対象とした DOC 濃度と溶存態 137Cs 濃度の関係は、有意な正の相関（r=0.74，p<0.01）

を示したが、平水時に比べて傾きは低下した。これは、高濃度（10~20mg/L）の DOC を含む一方で溶存態 137Cs 濃度は

検出下限値（0.55Bq/L）以下である表層土壌間隙水が、降雨の直接流出過程においてリター溶脱成分に混合したためで

ある。それにもかかわらず有意な正の相関関係を維持していたのは、リターからの溶脱成分による河川水中の溶存態

137Cs濃度形成への直接的な寄与を強く示唆している。ただし、このような直接的な寄与は降雨流出時に須らく生じるわ

けではなく、先行無降雨時における微生物分解に伴う溶脱ポテンシャルの増加が重要な役割を果たしていることを、3

つの連続して発生した降雨流出イベント間での河川水中の溶存態 137Cs濃度変動の差異は示唆している。 

 

2.1.1.3ダム湖における放射性セシウムの挙動について 

（1）背景と目的 

福島県においては河川上流域に 90 を超えるダムが建設されており、福島原発事故によって汚染された森林を主体と

する集水域から放射性セシウムが、ダム湖に流入し続けている。水環境における中長期的な放射能汚染の推移を明らか

にするためには、河川流域における放射性セシウムの移行過程や淡水生態系への放射性セシウムの移行に対するダム湖

の具体的な関与を把握することは重要な課題である。本研究は、観測結果に基づくダム湖における 137Cs の収支計算か

ら、放射性セシウムの挙動に及ぼすダム湖の役割と影響を明らかにするとともに、魚類への放射性セシウム移行におい

て重要な経路の一つである、水からプランクトンへの 137Cs 移行の実態を明らかにすることを目的として実施し、その

主たる成果をここに報告する。 

 

（2）方法 

（1）ダム湖における 137Cs収支 

 上流域に松ヶ房ダム（福島県相馬市）を有する宇多川を対象として、ダム湖流入近傍とダム放流水、河川下流点を対

象として、2014 年から水文自動連続観測と定期採水（月 1~2 回）、降雨流出時採水を開始した。採取試料水について

は、専用のカートリッジフィルタ装置を用いて採水後速やかに固液分離・濃縮処理を行い、ゲルマニウム半導体検出器

によって懸濁態（Bq/kg-SS，SS : 浮遊性懸濁物質）ならびに溶存態の 137Cs濃度（Bq/L）を測定した。ダム湖への懸濁態

137Cs 流入量は、測定結果を用いて推定した年流出率をダム湖流域 137Cs 平均沈着量に乗じて年間流入量が算定された。

同じく溶存態流入量は、流入水測定結果から推定した環境半減期を基に作成した 137Cs 濃度推定式とダム湖流入水量デ

ータを用いて年単位で算定された。ダム放流 137Cs 量についても、懸濁態、溶存態ともに放流水測定結果を基にそれぞ

れ同様に作成した濃度推定式とダム放流水量データを用いて年単位で算定した。 

  

図 5 出水時河川における溶存態 137Csと DOC、K+濃度変化 
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（2）ダム湖におけるプランクトンへの放射性セシウム移行 

福島県南相馬市横川ダム湖における溶存態 137Cs濃度と動物･植物プランクトン中の 137Cs濃度変動に関する調査を行っ

た。横川ダム湖では 2014年 8月～2017年 5月の期間において、四半期に 1度の計 12回にわたり、流入部･湖心部･堤体

付近の 3 地点において定点観測を行った。湖水については、表層水をカートリッジフィルタ装置 1）を用いて採水後速

やかに固液分離及び溶存態 137Cs の濃縮処理を行い、ゲルマニウム半導体検出器によって溶存態の 137Cs 濃度を測定した。

動物･植物プランクトンは、それぞれ孔径 41μm 及び 200μm のナイロンネットを繰り返し鉛直曳きして、のべ 101～102 

m3分の湖水を濾し、回収された水に含まれる 137Cs量から各プランクトン湿重量あたりの 137Cs 濃度を求めた。以上の結

果から、各プランクトンの 137Cs濃縮係数を「プランクトン湿重量あたりの 137Cs濃度(Bq/kg) / 湖水表層の溶存態 137Cs濃

度(Bq/kg)」によって評価した。また、検鏡によりプランクトンの種組成を観測した。 

 

（3）結果と考察 

（1）ダム湖における 137Cs収支 

懸濁態 137Cs に関しては、SS をダム湖底に貯留することでダム湖流域から下流区間への移動を年間当たり 84%以上低

減したことが推定され、ダム湖における放射性セシウムの高い貯留機能が確認された（表Ⅲ-1）。さらに、下流域での

洪水氾濫抑止を目的とした放流量制御により、この機能をより効果的に発揮できる可能性が示唆された。一方、溶存態

137Cs の収支に関しては、放流量が流入量を上回る傾向にあり（表Ⅲ-1）、湖底貯留分からの溶出によって溶存態が生成

されていることが示唆された。このように、溶存放射性セシウムを生成するダムの負の役割は、ダム湖ならびに下流水

域の淡水生態系の長期的な汚染に寄与する可能性がある。本研究の詳細は Hayashi et al.(2020)1)を参照されたい。 

 

（2）ダム湖におけるプランクトンへの放射性セシウム移行 

湖水の溶存態 137Cs濃度は、3地点ともに流入河川と同様に夏に高く、冬に低くなる季節変動を示した。一方でプラン

クトン中の 137Cs濃度は顕著な季節変動は見られなかった（図 6）。プランクトンの種組成は、植物プランクトンは全期

間を通して渦鞭毛藻類の Peridinium属が卓越し、動物プランクトンはBosmina・Daphnia属, Calanoida目等、様々な種の共

存が確認されたが、季節変動の傾向は観測されなかった。プランクトンの湿重量あたり 137Cs 濃度は、植物プランクト

ンで 8.6～5,600 Bq/kg、動物プランクトンで 32～4,300 Bq/kgで両者の範囲に違いは見られなかった。ただしプランクトン

試料の一部では土粒子等の夾雑物の混入により、プランクトンの 137Cs 濃度が過大評価されている可能性があった。そ

こで、プランクトンには土粒子等に含まれる Alが移行しない特性を利用し、プランクトン試料及び底質の Al濃度を測

定し、純度 95%以上の検体を判定した。この検体に限って 137Cs 移行係数を計算すると植物プランクトンは 53–710（幾

何平均値 340）、動物プランクトンは 400-5,700 (幾何平均値 1,700)であり、本調査地の周辺湖沼における動物･植物プラ

ンクトンの濃縮係数の報告値（130–2,400）と同じオーダーであった。この値は海水に生息するプランクトンの 137Cs 濃

縮係数（100–101）に比べて大きく、魚類と同様に生理特性による Cs の排出しにくさの違いがあることが示唆された。

本研究の詳細は Tsuji et al. (2020)2)を参照されたい。 

  

表Ⅲ-1松ヶ房ダム湖における 137Cs年間収支算定結果 

 

Year
懸濁態 溶存態

流入 (109 Bq) 放流 (109 Bq) 貯留率 （%） 流入 (106 Bq) 放流 (106 Bq) 放流/流入 (-)
2014 6.4 0.33 95 564 537 0.95

2015 44 2.8 94 481 545 1.13

2016 8.6 0.89 90 324 349 1.08

2017 2.1 0.32 84 169 319 1.89
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2.1.1.4河川における溶存態放射性セシウム濃度の規定要因 

（1）研究の目的･対象地と方法 

本研究では、生物に移行しやすい化学形態である溶存態放射性セシウムの濃度が河川において何によって規定される

かを明らかにするため、東日本 7県における 64河川の計 66地点を対象に水中の溶存態 137Cs濃度を測定し、河川の水質

や流域の地質との関係について検討した。溶存態 137Cs 濃度に対しては塩分濃度･流況･季節変動が影響することが既知

であることから、これらの影響を排除して地域的な要因を抽出するため、対象地点を非感潮域に限定し、2017 年の 8～

9 月（年間で最も高濃度の時期）の平水時に採水を行った。河川水は流心付近から 20～100 L をポンプ等でくみ上げ、

速やかにカートリッジフィルタ装置に通水して固液分離･溶存態 137Cs 濃縮を行い、濃縮処理後の検体をゲルマニウム半

導体検出装置に供して溶存態 137Cs 濃度を算定した。また水質項目として、現地にて水温･pH 値･電気伝導度を測定する

とともに、水試料の一部を 0.45 μm 精度でろ過し、イオンクロマトグラフィによって陽イオン濃度（Ca2+、K+、Mg2+、

Na+、NH4
+）及び陰イオン濃度（Cl−、NO2

−、NO3
−、PO4

3−、SO4
2−）、全有機体炭素計によって溶存有機物濃度を測定し

た。さらに地域的な要因を検討するために、流域の土地利用の割合及び土壌組成との相関を調べた。また、溶存態 137Cs

濃度を形成する複合的な要因を明らかにするため、基準化溶存態 137Cs 濃度（後述）を目的変数とし、土地利用･土壌組

成を説明変数とする重回帰式（GIS モデル）、及び水質項目を説明変数とする重回帰式（水質モデル）を、赤池情報量

基準の値が最小となるよう同定した。 

 

 

 

０図 6 (a)横川ダム湖表層水中の溶存態 137Cs濃度、(b)動物･植物プランクトン中の湿重量あたり 137Cs濃度 
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（2）結果と考察 

河川水中の溶存態 137Cs濃度は 0.4–120 Bq m-3であり、

各採水地点の集水域における 137Cs沈着量の平均値に対

して有意な正の相関（r = 0.69）が得られた。そこで、

この濃度を集水域の平均 137Cs沈着量で除して基準化し

たところ、その値（4.5 × 10−6–2.2 × 10−3 m−1）は集水域内

における森林の占める割合に対して有意な負の相関（r 

= -0.63）、建物用地の占める割合に対して有意な正の

相関（r = 0.82）を持つことがわかった（図 7）。また

水質項目では水温、電気伝導度、K+濃度、溶存有機物

濃度に対して有意な正の相関が見られた。 

同定した重回帰式に関しては、GIS モデルでは、建

物用地の割合が最も説明力のある変数として選択さ

れ、基準化溶存態 137Cs濃度の観測値を幅広い範囲で再

現することができた（決定係数 : 0.61）。一方、水質モ

デルでは電気伝導度が最も説明力があったものの、モ

デル計算値は都市域の溶存態 137Cs濃度を過小評価した

（決定係数 : 0.54）。したがって特に都市河川における

溶存態 137Cs濃度の形成要因は共存溶存物質の影響のみ

では説明できず、都市域に特有の溶存態 137Csの発生源

が濃度形成に寄与していることが示唆された（図

8）。本研究の詳細は Tsuji et al. (2019)1)を参照された

い。 
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図 7 建物用地と基準化溶存態 137Cs濃度の関係 

 

 

図 8 各モデルによる基準化溶存態 137Cs濃度の再現性 

基
準
化
溶
存
態

1
3

7
C

s濃
度

(×
1
0

-3
m

-1
)

y = 1.9x - 0.011

r = 0.82

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

流域に占める建物用地の割合

GISモデル
水質モデル

基準化溶存態137Cs濃度の観測値 (m-1)

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

10-6 10-5 10-4 10-3 10-2

基
準
化
溶
存
態

1
3

7
C

s濃
度
の
計
算
値

(m
-1

)



 

40 

 

2.1.1.5淡水生態系における放射性セシウム移行特性 

（1）目的と経緯 

東日本大震災に伴う福島第一原発の事故後、淡水魚では海水魚に比べ放射性セシウムによる汚染が長期化しており、

事故後 10年を経過した 2021年時点でも一部地域で出荷制限の基準値である 100Bq/kgを超過するものが見られる。淡水

魚の放射性セシウム濃度は、魚種によって大きく異なり、同じ魚種のなかでも地域間、個体間で非常にばらつきが大き

く「安定的に基準値を下回る」と判断することが難しいことが、出荷制限の解除が遅れる原因の一つになっている。 

魚のセシウム濃度を生息環境の水のセシウム濃度で割った移行係数は、水の放射性セシウム濃度から魚の放射性セシ

ウム濃度を予測し、放射線被ばくリスクの評価などに広く用いられてきた重要な指標である 1)。チェルノブイリ事故後

の多くの研究により、水質や魚の生態的特性などの様々な要因が移行係数に影響を与えるため、魚の移行係数の値は大

きくばらつくことが報告されてきた 2)。本研究では、福島県内の淡水魚の放射性セシウムモニタリングデータを用い

て、水質や魚の生態的特性など既存研究で報告された移行係数に影響を与える要因のうち、福島県内の淡水魚の移行係

数のばらつきに影響を与える要因について相対的な重要性を調べた。また、湖と川という異なった生態系においては、

淡水魚の生息場所の水質や魚が餌とする生物も異なるため、湖と川において生態系が移行係数に影響を与える要因の違

いを比較した。 

 

（2）方法 

移行係数の計算には、福島県の 3つの湖沼（はやま湖、猪苗代湖、秋元湖）と 5つの河川（宇多川、真野川、新田

川、太田川、阿武隈川）で行われている環境省の水生生物モニタリングの 2013～2017年のデータを用いた。水質は、

魚を採取した地点で同時に測定された懸濁物質濃度（SS）、全有機炭素濃度（TOC）、塩分濃度、pH、水温を用い

た。魚の生態的特性として、魚のサイズ（平均重量）、魚の食性（アユは藻類食、ワカサギはプランクトン食、ヤマ

メ、イワナ、オオクチバス、コクチバス、ナマズ、アメリカナマズ、ウナギは魚食魚、その他の魚はすべて雑食魚に分

類）、魚の生息場所（遊泳魚、底生遊泳魚、底生魚に分類）を用いた。移行係数を目的変数とし、魚の生態的特性と水

質を説明変数として、川と湖においてそれぞれ別の線形モデルによる解析を行い、これらの要因の相対的な重要性を評

価した。 

 

（3）結果と考察 3) 

福島県内の淡水魚の放射性セシウム移行係数

は、30～25,000 の範囲にあり、これまでにチェル

ノブイリ事故後の研究などで報告されている移行

係数とほぼ同程度だった。また、海水魚で報告さ

れている 100 以下程度の移行係数と比べ、福島に

おいても淡水魚の移行係数は大幅に高いことが確

認された。湖と川の生態系間で比較すると、移行

係数に影響を与える要因が湖と川で大きく異なっ

ていた（図 9）。 

湖と川のどちらにおいても、大きい魚ほど放射

性セシウム濃度が高くなる「サイズ効果」の影響

が最も強いと推測された。一方で、魚が何を食べ

ているかという食性による影響は、湖だけで検出された。魚の移行係数を食性間で比べると、湖にいるヤマメ・イワ

ナ・コクチバスといった他の小魚を食べる傾向のある魚食魚の移行係数が高かった（図 10）。このような魚食傾向の

強い魚は、他の魚を食べることで生物濃縮が起こり、セシウム濃度が高くなっている可能性がある。 

図 9 淡水魚の放射性セシウム移行係数に影響を与える要因。

一般化線形モデルによる推定値と 95%信頼区間を示

し、赤は有意に正の影響、青は有意に負の影響が

見られたことを示している。 
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水質の影響は川だけで確認され、川で懸濁物質濃

度（SS）や全有機炭素濃度（TOC）が高いほど、淡

水魚へ放射性セシウムが小さかった。懸濁物質濃度

や全有機炭素濃度が川に比べ比較的低い湖では、水

質の影響は検出されなかったと考えられる。懸濁物

質濃度や全有機炭素濃度は、水中の細かな無機物や

有機物などの量を反映し、放射性セシウムはこれら

に強く吸着するため魚への放射性セシウムの移行を

阻害する可能性が考えられるが、より詳細なメカニ

ズムの解明が必要である。 

本研究において、福島での淡水魚の放射性セシウ

ム移行係数に影響を与える要因は、チェルノブイリ

事故後の研究等で報告された要因と矛盾しないこと

が明らかになった。一方で、湖と川という異なった

生息環境では、移行係数に影響を与える要因が異な

ることから、生態系を考慮することで、魚の放射性セシウム濃度をより精度を高く予測できると考えられる。 
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2.1.2多媒体環境における放射性物質の将来予測 

2.1.2.1大気モデルを用いた初期動態と中長期動態の推計 

（1）目的と経緯 

福島第一原発の事故によって、大量の放射性物質が大気中に放出され、大気環境にも重大な汚染を引き起こした。こ

れまでに放射性物質の大気動態や大気環境への影響を評価するために、観測データと大気シミュレーションを統合した

解析が多数実施され、実態解明に貢献してきた。一方で、本プロジェクト開始時には、事故後初期の大気濃度の観測デ

ータが不足していたことから、被ばく線量の推計を含む健康リスク評価や、大気拡散予測モデリングの検証・高精度化

が課題として残されていた。ただ 2015 年以降、大気中微粒子（SPM）の常時監視モニタリングで利用されるテープろ

紙を活用した 100地点以上における 1時間ごとの 137Csの大気濃度実測データが利用可能になり、詳細な放射性物質の大

気動態が明らかとなったことから、ここ 5年間で大気シミュレーション研究は大きく進展した。我々のグループでも、

本プロジェクトなどを通じて、SPM テープろ紙の観測データを活用することで、放射性物質のプルーム解析、3 回の事

後評価モデル相互比較と 1回の予測モデル相互比較、ソースターム解析、マルチモデルアンサンブルとデータ同化に基

づくバイアス補正と、被ばく量推計に取り組んできた。これらの研究の内、本稿では第一回のモデル相互比較の事後解

析、及び高空間分解能の大気シミュレーション結果を報告する。 

図 10 湖と河川における淡水魚の放射性セシウム移行係数。

箱ひげ図の中央の線は中央値、箱の上端と下端は

25%点と 75 %点、ひげの上端と下端は 5%点と 95 %

点、点は外れ値を表す。 
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（2）方法 

我々のグループでの大気シミュレーションには、気象モデル WRF（Weather Research and Forecast）と化学輸送モデル

CMAQ（Community Multiscale Air Quality）をオフライン結合したシステムを用いた。前節に記載したモデル相互比較プ

ロジェクトの内、第一回のモデル相互比較においては、計算データ提出後に SPM テープろ紙による 137Cs 大気濃度デー

タが利用可能となった。そこで、我々のグループでモデル計算結果を再解析して、大気濃度と沈着量の再現性における

整合性を評価した。参加した７モデル（M1 ~ M7）の詳細は Kitayamaら(2018)1)を参照されたい。また、第一回のモデル

相互比較では気象解析データとして気象庁の Mesoscale model（MSM）のデータを利用していたが、その後、気象庁の

非静力学モデル（NHM）に局所アンサンブルカルマンフィルター（LETKF）に基づくデータ同化システムを結合した

NHM-LETKFに基づく気象場が 3kmメッシュ、及び 1kmメッシュで作成された。そこで、第二回・第三回のモデル相互

比較では NHM-LETKF に基づく気象解析データを利用した。ソースタームとして、第一回では Terada ら(2012)2)、第二

回・第三回では Katataら(2015)3)を利用した。 

 

（3）結果と考察 

（1）モデル相互比較解析 

福島第一原発事故起源の 137Cs プルームとして、Nakajima ら(2017)4)らは大気濃度の時空間分布を基に、2011 年 3 月 12

日－13 日（プルーム 1、以下 P1）、3 月 15 日－16日（P2、P3、P4）、3 月 18 日－19 日（P5、P6）、3 月 20 日－21 日

（P7、P8、P9）に東北地方南部あるいは関東地方に到達した 9 つの事例を特定した。内陸部の広範囲を覆う P2、P3、

P8 に対してはいずれのモデルも比較的良好に実測値を再現していたのに対して、沿岸部で局所的に通過する P4、P5、

P6 では全体的に再現性が低かった。また、プルームごとに最も再現性の良いモデルは異なる一方で、7 モデルのアン

サンブル平均は概ねいずれのプルームにおいても平均以上の実測再現性を示していた。平均的な 137Cs 大気濃度と沈着

量の再現性を比較した結果を図11に示す。M1やM5が平均的な 137Cs大気濃度を最も良好に再現していたのに対して、

M7やM3が 137Cs沈着量を最も良好に再現していた。このように、137Cs大気濃度場と沈着場においても、最適なモデル

設定は異なる一方で、アンサンブル平均は大気濃度・沈着量とも良好に再現していた。このことからも、点源放出プ

ルームのシミュレーションや、濃度場と沈着場の整合的な再現において、アンサンブル平均を活用した解析が有用で

あることが示された。なお、この後、Goto ら(2020)5)はマルチモデルアンサンブルデータと最小分散推定法に基づくデ

ータ同化を活用して、アンサンブル中央値よりも顕著に 137Cs 大気濃度場のスコアを向上させることに成功した。今後

も、整合的な 137Cs 濃度場・沈着場の再現において、マルチモデルアンサンブルのデータ同化を活用することが望まれ

る。 

 

（2）高解像度シミュレーション 

周囲が複雑地形に囲まれた福島第一原発からのプルームに対する数値シミュレーションにおいては、地形を解像す

るために空間解像度の高いシミュレーションが好ましい。そこで、第三回の大気モデル相互比較プロジェクトでは、

空間解像度を従前の 3km から 1km まで細かくした数値モデリングを実施した。その結果、平均的に沈着場や原発近傍

でのプルームの再現性が向上し、図 12に例示した通り我々のグループの計算結果においても 3月 15日の関東西部・北

部や 3月 20日の福島県中通りへのプルームを適切に再現可能となった。一方で例えば、3月 20日の原発北西方向に流

れたプルームでは、原発近傍の観測地点（原発から北北西に約 22km の南相馬市原町）において、プルーム幅の広い

3km メッシュ計算ではプルーム通過を再現するのに対して、1km メッシュ計算では計算されるプルーム幅が狭いため

にプルーム通過を再現できなかった。今後、放射性プルームの予測モデリングなど安全側の評価が求められる場合に

おいては、あえて低い空間解像度でシミュレーションを実施することも有効と考えられる。 
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図 11 137Csの大気沈着量（横軸）と大気濃度

（縦軸）に対する 7モデル(M1 ~ M7)とアン

サンブル平均の再現性指標（上図はバイア

ス割合、下図はモデルが実測値を factor 5

以内で再現した割合）。●は全域、△が東

北、□が関東の全地点平均を表す。 

  
 

  
図 12 3kmメッシュ（上、Satoら, 2018）、及び 1kmメッシュ

（下、Satoら, 2020）にて WRF-CMAQで計算された 2021年 3月 15日

12時（左）と 3月 20日 18時（右）の 137Csの大気濃度 
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2.1.2.2森林内の放射性 Cs動態予測：樹種や森林管理に着目して 

（1）背景と目的  

福島原発事故から 10 年が経過したが、137Cs の土壌や樹木への残留性が高いため、森林生態系の汚染は今後も続くと

考えられる。汚染された森林の大半は人工林や二次林であり、森林の生態系サービスを維持するためには森林管理が必

要である。したがって、森林管理の観点から生態系や放射線のリスクを理解するためには、10 年単位で 137Cs のシミュ

レーションを行うことが重要である。 

  

（2）材料と方法 

森林生態系における 137Cs の動態をシミュレートできる放射生態系モデル「FoRothCs」を開発した。このモデルは、

もともと針葉樹人工林用に開発されたもので、近似ベイズ計算手法を用いて、観測データセットの要約統計量に近づけ

ることによって、パラメータの調整を行っている 1)。 また福島県の二次林でよく見られるコナラの 137Cs 動態をシミュ

レーションするために、針葉樹に加えて FoRothCs に落葉樹のスキームを開発した。針葉樹種の場合と同様に、近似ベ

イズ計算手法を用いてCsの移行に関するパラメータを推定した。事故後 50年の 137Csの動態をシミュレーションするた

めに、モデル間比較研究（CsMIP）で開発されたシナリオ 2)を使用した。 

 

（3）結果と考察 

シミュレーションでは、土壌からの 137Cs 移行によって、新しく植えられた直後の幹の組織中の 137Cs 濃度は低いが、

植栽後はバイオマスが小さいため、幹の比較的濃度が上がりやすい。植樹された葉の 137Cs 濃度は、事故前に生育して

いた樹木よりも低く推移するが、これは事故直後の直接沈着の影響が無いためである（図 13）。一方、リター層の

137Cs 濃度は、”管理なし”の場合よりも高く

なっている。これは、伐採により 137Cs濃度

の低い新規リターフォールが減少したこと

（樹木のバイオマスが伐採前のレベルまで

増加するには時間がかかる）に加えて、リ

ター層での 137Csの微生物による上昇移動が

生じたことによるものである。ただしリタ

ー層の 137Cs濃度は増加しているが、インベ

ントリーそのものは大きく減少している。 

次に植生に着目して、常緑針葉樹林（スギ）

と落葉広葉樹林（コナラ）における、それぞ

れの 137Cs のインベントリー挙動を評価した。

インベントリ変化は植生間で大きく異なる。

事故当時にコナラ林の林冠には葉がなかった

ために直接沈着が無かったこと、また広葉樹

のリターの分解が早く、非常に早く 137Cs が

土壌に移行している（図 14）。この結果は

除染等管理の適切なタイミングに植生を考慮

する必要を示唆している。 

 

 

 

 

図 13  異なる森林管理下における樹木の 137Cs濃度。植栽シナ

リオは 2012年 2月に伐採し 3月に植栽。 

図 14 スギ林とコナラ林における 137Csインベントリーの分布割合。 
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2.1.2.3流域モデルによる陸域での放射性物質の中長期予測 

（1）目的と経緯 

福島第一原発の事故によって陸域に沈着した 137Cs の多くが森林域に留まることが明らかになり、その関心は河川・

湖沼を経由した流出挙動などに移っている。河川・湖沼中の 137Cs は溶存態と懸濁態に大別され、有機物に吸着した

137Cs の有機物分解に伴う溶出や夏場の底質からの 137Cs の溶出が重要な因子であるという報告や、土壌中の 137Cs を溶存

態・可逆的吸着態・不可逆的吸着態の 3 つの形態でモデル化することで土壌鉛直分布の再現性が向上するという報告 1)

があり、挙動や形態変化の複雑なプロセスが指摘されている。また、中流域に存在するダム湖が森林域からの 137Cs 流

出量を低減する機能を有することも注目されている。そこで、本研究では、松ヶ房ダムを有する宇多川流域（図 15）

を対象に、多媒体環境動態モデル G-CIEMSを利用して新たなプロセスを考慮した 137Cs中長期挙動予測を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）方法 

G-CIEMS で新たなプロセス等を考慮するために、1）数値地図（国土基本情報）などを参考に松ヶ房ダムを含む宇多

川流域（松川浦流入河川含む）のGIS地理データ（307箇所の流域ポリゴン・河道ポリゴンなど）、2）国土数値情報の

土地利用情報と植生図から各流域の水田、畑地、落葉広葉樹、針葉樹、建物用地等の土地利用区分ごとの面積、3）第

4 次航空機モニタリングの測定結果から各流域や河道・湖沼への初期沈着量、4）初期沈着時の針葉樹樹幹部の 137Cs 補

足率、5）137Csの 3形態（溶存態、可逆的吸着態、不可逆的吸着態）間の吸脱着速度・初期存在比、6）可逆的吸着態の

脱着速度の温度依存性、などのデータ構築・条件設定を実施した。また、月別の環境条件として、下水汚泥中の 137Cs

濃度の時系列変化の解析結果から建物用地の土壌流出、USLE 式の係数 R 及び宇多川上流部での調査結果 2)から森林域

の土壌流出、代掻き時の流出を考慮した水田の土壌流出などの速度を設定した。なお、係数 R については 2011 年 3 月

図 15 対象地域（宇多川及び周辺部）の計算対象流域

と河道・湖沼、各流域への 137Cs初期沈着量 
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～2013年 12月までのアメダス再解析メッシュデータから算出し、2012年と 2013年の条件を繰り返すことで中長期の条

件を設定した。 

 

（3）結果と考察 

初期沈着量から各媒体の初期濃度を算出し、2011年 3月 12日から 2021年 12月 31日まで 137Csの挙動を計算した。環

境条件を月別に設定したため、結果の解析も月別のフラックス（137Cs移動量）を基本とした。松ヶ房ダムの流入フラッ

クスは初期沈着として湖面に直接沈着した 137Cs の寄与が大きかった。また、ダムへの流入フラックスに対して流出フ

ラックスは 1%程度以下であり、多くが底質に移行したと予測された（図 16）。河川を流下するフラックスの経年変化

や溶存態・吸着態の寄与割合は土地利用区分の違いなどを反映する結果となった（図 17）。図 15、図 17で示した A、

B、C 地点の河道から流下した 137Cs の平均年間流出率（各集水域への初期沈着量に対する年間流出量の割合）はそれぞ

れ 0.034%、0.77%、0.49%であった。3 つの化学形態と吸脱着速度の季節変動（温度依存性）を考慮することで、溶存態

と吸着態の挙動を独立に計算することが可能になり、より実態を反映した予測が可能になると期待できる。ただし、根

拠が乏しい状況で設定したパラメータが一部に存在するため、今後注意深く設定条件の精査をしていく必要がある。 
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図 17 月別の 137Cs流下フラックス（横メモリ : 各年

1月、A～C : 図 1の地点に対応） 

図 16 期間別の松ヶ房ダムの 137Csの流入（左）と流出

（右）フラックス（数値は総量） 
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2.1.2.4沿岸域・閉鎖性水域における放射性セシウムの動態予測 

（1）目的と経緯 

福島県相馬市の松川浦（図 18）は、2011 年の福島第一原子力発電所

事故で漏出した 137Cs によって海底が汚染された閉鎖性海域の一つであ

る。松川浦は北部の水路を通じて太平洋と繋がっているが、水域面積

6.5 km2に対して水路の幅は 60m程度と非常に狭く、閉鎖性はかなり強

い。また、水深は航路用の澪を除く大部分が 1m 程度と浅く、干潟が

広範囲に分布している。主な流入河川は二級河川の宇多川と 3 つの小

河川（小泉川、梅川、日下石川）であり、閉鎖性が強い極浅海の松川

浦では、今後の陸域からの 137Cs の流入とさらなる海底への堆積が懸念

される。 

本研究では、先行研究 1)において東日本太平洋沿岸域を対象に開発

した3次元海洋流動・137Cs動態モデルを用いて、事故後約5年間（2011

年 3月 12日～2015年 12月 31日）における松川浦の 137Csの動態シミュ

レーションを実施するとともに、その結果を踏まえて 137Cs海底堆積の将来変化を議論した。 

 

（2）方法 

松川浦全域を解析対象領域とし、水平解像度は 15m、鉛直層は海水で 20 層（層厚 0.10～1.5m）、海底で 40 層（層厚

0.001～2.0m）の格子分割を行った。松川浦の海底地形（図18）については、澪ではナローマルチビーム（SONIC2024）、

それ以外ではサイドスキャンソナー（LOWRANCE）を用いて測深を行い、それに基づいて作成した。松川浦への 137C

の流入経路として、事故後初期の大気からの沈着と太平洋からの侵入、及び長期にわたる河川からの流入の 3 つを考慮

した。 

 

（3）結果と考察 

大気からの沈着量には大気モデルによる再現結果 2)を、太平洋からの侵入には先行研究 1)で再現した海水中の 137Cs 濃

度を入力データとして使用した。なお、東日本大震災の津波によって東側の砂嘴の一部が崩壊した（図18）ため、2011

年 10 月の仮復旧に至るまでの期間はそこでの太平洋との海水交換も考慮した。河川からの流入については、宇多川で

は福島県の流量観測値と国立環境研究所の SS濃度及び 137Cs濃度の観測値を用いて L-Q式を作成し、対象期間の 1時間

ごとの流入量を算定した。観測値がない他の小河川では、宇多川の流量に流域面積比を乗じたものを当該河川の流量と

し、それに宇多川で作成した L-Q式を適用して SSと 137Csの流出量を算定した。 

本モデルによる海底土 137Cs 濃度の計算結果は、現地で観測された時空間分布の特徴を概ね再現した（図 19）。海底

土 137Cs を起源別に解析したところ、事故後約年を経過した 2015 年末でさえ、堆積量の 75%が事故後数ヶ月の大気沈着

または太平洋からの侵入によるものであり、河川からの流入成分はわずか 13%と算定された（図 20）。また、海底土

137Csの変動は、河川が出水する度に増加するものの、事故後初期を除くそれ以降の期間では、風波や潮流による海底擾

乱による巻上げと外洋との海水交換による減少の方が卓越しており、松川浦の海底土 137Cs は長期的には減少傾向であ

ることを示した。この傾向は今後も続き、河川からの流入した 137Cs が松川浦に蓄積される可能性は低いと考えられた。  

 

図 18 松川浦の概要・海底地形 
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2.2環境放射線と人為的攪乱による生物・生態系影響に関する研究 

2.2.1低線量放射線による生物影響 

2.2.1.1DNA損傷モニタリング細胞を用いた低線量放射線による突然変異の評価 

（1）目的と経緯 

福島第一原発事故後、比較的放射線量の高い地域においていくつかの生物で形態異常が報告されているが 1)、低線量

放射線が形態異常を引き起こしたという直接的な証拠は得られていない。これまでに我々は放射線により生じる DNA

損傷のうち二本鎖損傷の修復を視覚的に観察することができる植物を開発し、室内実験から、ⅰ) この植物により線量依

存的な DNA損傷の増加を検出できること、ⅱ) DNA損傷のほとんどは外部被ばくにより生じていること、を示した。一

方で、この植物は遺伝子組換え技術により作られているため、野外における DNA 損傷量の評価には、カルタヘナ法に

よる規制があるという課題があった。そこで、本研究ではこの植物より自律的な増殖が困難な培養細胞を確立し、福島

県の帰還困難区域の放射線により DNA損傷及び遺伝子変異が増加しているのかについて評価を行った。 

 

（2）方法 

（1）培養細胞の確立 

開発した植物からの培養細胞の確立は播種後 10 日目の胚軸を用いて行った。その際に用いた培地（CIM 培地）は、

Valvekens et al. (1988)2)に従って作成した。確立した培養細胞は 4 週間おきに新しい CIM 培地に移植して維持した。また

野外における放射線ばく露の際にも CIM培地に移植した培養細胞を用いた。 

 

 

図 19 海底土 137Csの計算値と観測値の比較 

 

 

 

図 20 松川浦における流入起源別の海底土
137

Csの推移 
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（2）野外における放射線ばく露と DNA修復量の定量及び全ゲノム解析 

 低線量放射線ばく露は福島県浪江町（0.6〜6.6μSv/h）及び大熊町（7.7〜18.0μSv/h）にて培養細胞をシャーレごと約 30

日間埋設することにより行った。また対照地域として三春町（0.1μSv/h）及びつくば市（0.1μSv/h）においても同じ実験

を行った。ばく露後、GUS 染色により DNA 修復の定量を行った。また、大熊町、三春町及びつくば市の培養細胞から

ゲノム DNAを単離し、ハイスループットシーケンサー（MiSeq）による全ゲノム解析を行った。 

 

（3）結果と考察 

野外での培養による培養細胞を用いた積算被ばく線量 340 μGy〜

11,000 μGyとDNAの傷の数（修復量）との関係をプロットした。その

結果、高い線量域でばらつきが見られたものの、被ばく線量と DNA

の傷の数との間に高い相関が見られた（R=0.75; 図 21）。このことは

少なくとも 11,000 μGy（空間線量率 16 μSv）までの放射線ばく露によ

り生じた DNAの傷は速やかに修復されることを示唆する。 

高線量地域（大熊町）及び対照地域（三春町及びつくば市）で生育

させた培養細胞の全ゲノム配列を決定した。その結果、得られた配列

はリファレンスゲノム（115 M 塩基対）の 99.8±0.002 %をカバーして

おり、またカバー深度も50回以上読めたものが 90 %以上を占めてお

り、質・量ともに解析に足りるデータを得ることができた。これら

のデータと既存のシロイヌナズナ全ゲノム配列との比較を行い、DNA 変異のうち一塩基多型（SNV）及び塩基欠損

（InDel）数を検出した。その結果、SNV 及び InDel 数はそれぞれ 12,000 個及び 4,000 個程度検出されたが、三春町、つ

くば市または大熊町で培養した細胞との間に有意な差は見られなかった（図 22）。また、SNV のうち放射線により起

きやすいとされる塩基骨格の変化を伴うトランスバージョン変異（A↔︎T、A↔︎C、G↔︎T、G↔︎C）の割合について調べ

た。その結果、すべての実験区におけるトランスバージョン変異の割合は 50%程度であり、地点間で違いは見られなか

った（図 23）。本研究により、培養細胞を用いた DNA 修復量の評価及び全ゲノム解析により、少なくとも空間線量率

18 μSv までは突然変異の増加は認められないことが明らかになった。この結果を空間線量率マップ（第 11 次航空機モ

ニタリング）に当てはめると、帰還困難区域のうち 99.5%がこれを下回っていたため、現在の空間線量率では突然変異

の増加はほぼ見られないと予測された。 

 

 

図 21 被ばく線量と DNAの傷の数との関係 

図 22 ゲノムあたりの SNV数及び InDel数の比較 図 23 SNV中のトランスバージョン変異の割合の比較 
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2.2.1.2アカネズミを対象とする雄性生殖器の被ばく影響評価 

（1）目的と経緯 

福島第一原発事故後 30 日間において、森林性齧歯類は 3.9 mGy/day の線量率で被ばくを受けていたと推定されている

1)。この線量率を ICRP の誘導考慮参考レベル 2）に照合すると、繁殖能力の低下が生じる可能性がある線量率となる。

その後、帰還困難区域に分布する森林性齧歯類の一種であるアカネズミの被ばく量を推定したところ、2012年～2016

年の被ばく量は 0.20～0.55 mGy/dayと推定された 3)。これは、繁殖能力の低下が起こるレベル（1.0mGy/day）以下ではあ

るが、ICRP の誘導考慮参考レベルで「何らかの影響がある」とされる 0.1mGy/day以上の被ばくが継続していることを

示す結果となっている。このような低線量放射線による森林性齧歯類の繁殖能力への影響に関しては情報が少ない。そ

こで、2013年～2014年の繁殖期に福島県内の帰還困難区域で捕獲したアカネズミ（Apodemus speciosus）を対象に精子

や精巣の状態を観察し、 現在の被ばく量による繁殖能力への影響を評価・検討した。 

 

（2）方法 

（1）対象動物 

森林性齧歯類の中で、アカネズミ（Apodemus speciosus）を対象

動物とした（図 24）。2013年及び 2014年に福島県の帰還困難区

域、青森県及び富山県で捕獲したアカネズミの中から、性成熟に

達しているとされる体重 30g以上のオス個体を選択した。なお、

福島県の帰還困難区域に分布しているアカネズミの 2013年にお

ける総被ばく量（外部被ばく量と内部被ばく量の合計）は 0.303 

mGy/day、2014年における総被ばく量は 0.302 mGy/dayと推定さ

れている。 

 

（2）雄性生殖器への影響評価 

評価指標は、1.精巣におけるアポトーシスの発生状況（TUNEL染色）、2.奇形精子の割合（位相差顕微鏡による観

察）、3.精巣の酸化ストレスレベルの評価（8-OHdGに対する免疫染色 ）とした（図 25）。評価対象としたオスの個体

数を表Ⅲ-2に示した 4)。 

図 24 対象動物に選定したアカネズミ

（Apodemus specious） 
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図 25 雄性生殖器への被ばく影響評価する際に採用した指標 

表Ⅲ-2 雄性生殖器への被ばく影響を評価する際に使用したアカネズミの年別及び地域別個体 

  ①アポトーシス   ②奇形精子   ③酸化ストレス 

  福島 青森 富山   福島 青森 富山   福島 青森 富山 

2013 16 25 17  19 27 20  20 10 10 

2014 12 5 6   18 5 8   17 5 6 

 

（3）結果と考察 

帰還困難区域に分布するアカネズミについては、「何らかの影響がある」とされる 0.1mGy/day以上の被ばくが持続

していることが確認されている 3)。しかしながら、対照地域（青森県、富山県）のサンプルと福島のサンプルを比較し

て結果では、アポトーシスを起こした細胞数と奇形精子の出現割合に有意差はなかった（図 26、27）4)。 したがって、

報告されている被ばく量は、帰還困難区域に分布するアカネズミの精子形成には大きな影響を与えていないと考えられ

る。   

 

8-OHdGの免疫染色の結果では（図 28）、帰還困難区域に分布するアカネズミの精巣で 8-OHdG陽性を示す細胞の数

が、対照地域よりも多くなる傾向が観察された。現在、抗酸化関連遺伝子の発現レベルも含め詳細な評価を実施中であ

る。 

以上のことから、福島第一原発事故直後では、帰還困難区域に分布するアカネズミにおいて、繁殖能力の低下が起こ

っていた可能性が高かった。しかし、「何らかの影響がある」とされる 0.1mGy/day以上の被ばくが持続しているにも

図 26 各地域の精巣におけるアポトーシスを起

こした細胞数（TUNEL染色陽性） 

図 27 各地域の奇形精子出現率（位
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関わらず、帰還困難区域に分布するアカネズミのオスにおいては、現状で顕著な繁殖能力の低下は発生していないこと

が示唆された。 
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2.2.1.3震災・原発事故後の福島第一原発周辺の潮間帯における無脊椎動物の群集及び個体群レベルの変化 

（1）目的と経緯 

2011 年 3 月の東日本大震災及び福島第一原子力発電所（1F）事故の 9 ヶ月後、2011 年 12 月に 1F の半径 20 km 圏内

（警戒区域 ; 当時）に放射線医学総合研究所ならびに福島県と共同で立ち入り、16地点で潮間帯調査を実施した結果、

潮間帯無脊椎動物が顕著に低密度であることがわかった。そのため、2012年 4月に再び放射線医学総合研究所ならびに

福島県と共同で 1Fの半径 20 km圏内（警戒区域 ; 当時）の 10 地点において潮間帯調査を実施するとともに、比較のた

めに千葉県、茨城県、宮城県及び岩手県の潮間帯 33 地点においても同様の調査を行った。その結果、潮間帯の無脊椎

動物の種数と個体数密度が 1F 近傍、特に南側で有意に低く、また、1F を含む、広野町～双葉町の約 30km の範囲で肉

食性巻貝のイボニシが全く採集されないことが明らかとなった 1)。そこで、潮間帯無脊椎動物（ここでは付着生物）群

集とイボニシ個体群に着目し、種数や個体数密度などについてその後の経年変化を調べた。 

 

（2）方法 

2013～2016 年の 5～6 月に福島県、宮城県及び茨城県の潮間帯 7 定点（福島県富岡町富岡漁港、大熊町夫沢、双葉町

久保谷地、南相馬市小高区浦尻、宮城県石巻市渡波、茨城県神栖市波崎海水浴場、日立市久慈浜海水浴場）において

50cm 方形枠を用いた付着生物調査（潮間帯下部、中央部及び上部にて）を行い、種組成と種別の個体数密度及び重量

図 28  8-OHdGを対象とする免疫染色結果.茶色

に染色された細胞が 8-OHdG陽性細胞 

https://doi.org/10.1007/978-981-13-8218-5_2


 

53 

 

密度を調べた。また、2012～2017 年の 4 月に福島県浜通りの 15 定点（福島県楢葉町山田浜、下繁岡、波倉、富岡町毛

萱、富岡漁港、大熊町小入野、夫沢、双葉町久保谷地、双葉海水浴場、浪江町請戸漁港、棚塩本町、南相馬市小高区浦

尻、角部内、村上）でイボニシの棲息状況調査を行うとともに、7～9月に福島県浜通りの 9定点（楢葉町波倉、富岡町

毛萱と富岡漁港、大熊町小入野と夫沢、双葉町久保谷地と双葉海水浴場、浪江町棚塩本町、南相馬市小高区浦尻）と茨

城県ひたちなか市平磯（対照地点）でイボニシの産卵状況調査を行った。また、2017年 4月～2019年 5月まで福島県大

熊町夫沢と富岡町富岡漁港、並びに茨城県平磯（対照地点）でイボニシを毎月採集（大熊町夫沢ではレイシガイも採集）

し、成熟状況を組織学的に評価し、生殖周期を調べた。 

 

（3）結果と考察 

福島県、宮城県及び茨城県の潮間帯 7 定点における付着生物の種数は 2015 年まで 1F南側の定点（大熊町夫沢と富岡

町富岡漁港）で低い傾向もしくは有意に低い状況が続き（図 29）、一方、個体数密度は 2015年まで 1F南側の定点（大

熊町夫沢と富岡町富岡漁港）で有意に低い状況もしくは低い傾向が続いた（図 30）。いずれもその傾向が不明瞭にな

ったのは、震災・原発事故から 5 年が経過した 2016 年であった 2)。また、2012～2017 年の福島県浜通り 15 定点におけ

るイボニシの棲息密度の経年変化を図 31に示す。 
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図 29 付着生物の種数の経年変化 2) 
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年々、南相馬市から浪江町、双葉町へと、また、楢葉町から、富岡町、大熊町へとイボニシの密度が徐々に増加して

いくようにみられた。すなわち、浜通りの北部と南部から中央部の双葉町や大熊町へ年々、徐々に棲息域を拡大してい

ったとみられる。イボニシは孵化後 2ヶ月程度をベリジャー幼生として過ごすと考えられていることから、震災・原発

事故後にイボニシの空白地帯となった場所へ周辺海域から幼生の加入・着底が生じたと推察される。しかし、産卵は、

1F近傍では 2016年まで観察されず、2017年でもなお、対照地点（茨城県平磯）と比較して低水準であった（表Ⅲ-3）

2)。 

表Ⅲ-3 イボニシによる産卵の経年変化 2) 

 
+++: > 100 cm2 of the total areas where egg capsules were spawned 

++: 5–100 cm2 of the total areas where egg capsules were spawned 

+: < 5 cm2 of the total areas where egg capsules were spawned 

–: no egg capsules observed 

n.s.: not surveyed 

The names of locations are expressed as in Horiguchi et al. (2016)1).  

 

2012年 3月から 2015年 4月まで 1F専用港湾の底質被覆工事が断続的に行われ、この工事完了後に 1F近傍地点にお

ける潮間帯無脊椎動物の棲息や密度増加が観察されていることから、当該工事の影響を検証する必要があろう 2)。2017

年 4月～2019年 5月まで福島県大熊町夫沢と富岡町富岡漁港、及び茨城県平磯（対照地点）で毎月採集されたイボニシ

とレイシガイの成熟状況を組織学的に評価し、生殖周期を調べた結果、大熊町夫沢のイボニシとレイシガイにおいて、

ほぼ周年性成熟が継続する通年成熟現象が観察された（図 32）。なお、イボニシの方がレイシガイより顕著であり、

両種とも雌の方が雄より顕著であった。イボニシは年 1回、夏季に成熟・産卵することが知られており、対照の平磯で

はそのように観察されたため、大熊町夫沢のイボニシにおける通年成熟現象は奇異である。また、大熊町夫沢では通年

成熟現象が 2年間に亘り観察されたことから、一時的な現象ではなく、地点特異的な表現型応答（site-specific phenotypic 

response）とみられる。今後、その原因と機構を究明するとともに個体群レベルの影響評価も必要である 3）。 

  

Minami-Soma A (Urajiri) 17.5 ++ +++ - +++ +++

Futaba B (Beach) 3.5 - - ++ - +++

Futaba A (Kuboyaji) 1.5 - - - - +

Okuma (Ottozawa) 1.2 - - - - ++

Okuma (Koirino) 3.6 - - - - ++

Tomioka B (Fishing port) 9.5 - - - - -

Tomioka A (Kegaya) 10.5 - + - n.s. n.s.
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2.2.1.4陸域生態系モニタリングにおけるデータ公開・評価 

（1）目的と経緯 

空間線量の低下に伴い、近い将来住民が元の居住地に帰還が進みつつあるが、そのような場所は営農等の人間活動が

長期間制限されていたため、生態系が変化していることが予想される。本サブテーマでは避難指示区域とその周辺の陸

域の生態系モニタリングを通して放射線の間接影響としての避難指示とその解除が生物・生態系に及ぼす影響を検討し、

帰還住民の「安全・安心」に資する基礎情報を提供し、自然共生を視野に入れた復興シナリオの策定ならびにその実施

に貢献することを目的とする。本サブテーマは国立環境研究所プロジェクト報告第 122号（SR-122-2016）で述べた飛翔

性昆虫類の評価、哺乳類のデータ公開、市民協働型の鳥類のデータ整備等の第三期計画の成果を引き継ぎそれらのデー

タの公開・更新を進めるとともに、避難指示によって減少してしまった水田の環境指標生物であるカエル類のデータペ

ーパー整備・公開を行った。一方、Tamaoki ら(2016)1)がレビューした福島第一原発事故の生物影響に関する先行研究で

は、解析に用いられたデータが公開されていない場合も多く、また、事故前のデータを用いた研究も極めて限られてい

た。原発事故の影響評価におけるデータの利用可能性に係る問題点を抽出するため、オープンな生物分布データベース

に登録された福島第一原子力発電所周辺のデータを原発事故前後で比較するとともに、全国の原発周辺の生物・生態系

モニタリングサイトについても整理した。加えて、現状では避難指示区域のような立入制限がある地域でも有効な自動

撮影によるモニタリング手法の発展に資する研究も実施した。 
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図 32 卵巣の発達段階（グレード）別の構成割合と成熟

度スコアの経月変化 3) 
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（2）方法 

カエル類はオスの鳴き声から種を判別することが可能なため、録音装置（IC レコーダー）を野外に設置して鳴き声

を録音することで分布データを収集した。調査は 2014 年から開始され、避難指示区域内及びその周辺の公共用地（小

中学校や集会所等）52地点（2015年以降は最大57地点）にて毎年5月中旬から7月中旬にかけて録音装置を設置した。

録音装置はタイマー機能によって毎日 20:00 以降 10 分間録音するように設定した。 得られた 10分間の音声ファイルは

20 秒ごとの短いファイル（セグメント）に分割した。全てのセグメントを確認することは困難であったため、原則と

して各年 1 地点あたり約 4 日分、1 日当たり 4 セグメント分のデータを抽出して音声確認作業を行い、出現したカエル

類の種名を記録した。音声確認作業では、まず、生物の野外調査経験があるがカエルの専門家ではない研究者あるいは

その協力者が確認し、判別が容易なニホンアマガエルとウシガエル以外のカエルの音声が聞こえた場合はカエルの調査

経験がある専門家に聞き取り作業を依頼する形をとった。ただし、一部のファイルに関しては、最初からカエルの専門

家が確認作業を行った。 

福島第一原子力発電所周辺の公開生物分布データについて事故前後で比較を行うため、世界最大規模の生物分布デー

タベースである GBIF に登録されている生物分布記録（オカレンス）を、2014 年時点での避難指示区域を内包する長方

形の空間範囲で抽出した。抽出したデータは時系列で推移を確認するとともに、主要なデータセットや対象分類群につ

いて概観した。また、全国規模の生物・生態系モニタリングプロジェクトである「モニタリングサイト 1000」事業の

サイトのうち、全国の原発 20-30km圏内に含まれているものを抽出し、モニタリング対象としている生態系・分類群等

を確認した。同様に、原発周辺の日本長期生態学研究ネットワーク JaLTERのサイトについても確認した。 

また、イノシシのような密度推定の方法が十分に発展していない哺乳類に関して、自動撮影による一定空間範囲内の

撮影頻度は対象生物の密度と移動速度（滞在時間）によって決まるという理論のもと、自動撮影カメラから密度を推定

する手法を開発した。推定法の妥当性はシミュレーション及び野外におけるトランセクト調査データとの比較により検

証された。 

さらに、避難指示区域内など立入りが容易ではない場所での水生昆虫調査に資するため、赤トンボ類の自動撮影装置

を開発することにした。哺乳類の調査で用いられる一般的な自動撮影カメラは体温を感知する仕組みのため、変温動物

には有効でない可能性がある。一方、赤トンボ類は棒の先に止まる性質があるため、棒の先に止まった際の影を感知す

る光センサーを用いた装置を開発し、実際に赤トンボ類の撮影が可能か検証した。 

 

（3）結果と考察 

2014-2015 年のカエル類の整備済データに関して、データペーパーとして公開した 2)。2014 年は 1,059、2015 年は 903

のセグメントについて音声確認作業が行われ、8 種（ニホンアマガエル、シュレーゲルアオガエル、ダルマガエル、ウ

シガエル、ツチガエル、モリアオガエル、タゴガエル、カジカガエル）が確認された。ニホンアマガエルとシュレーゲ

ルアオガエル及びダルマガエルの記録が比較的多かった（図 33）。ニホンアマガエルとシュレーゲルアオガエルは、

水田がほとんどない避難指示区域内でも半数以上の地点で出現していた。一方で、水田への依存度が高い種と考えられ

ているダルマガエルは避難指示区域内の出現地点が限られていることが見て取れたが、そもそも避難指示区域外でも記

録がある地点は比較的少なかった。避難指示区域辺縁の市町村においては区域外であっても水田稲作が再開されていな

い場合があることも関係しているかもしれない。ただし、これらの種の分布に避難指示がどの程度関係しているのかは、

統計処理等によってデータの持つ不確実性を十分に考慮した上で解釈する必要がある。 
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GBIF に登録されていた福島第一原子力発電所周辺のオカレンスは図 34a のようになっており、原発事故以降は国立

環境研究所の本サブテーマによるモニタリングデータが大部分を占めていた 3)。記録がある生物分類群の内訳は、震災

後は鳥類が主であり、震災前はモクレン綱（いわゆる双子葉植物）、鳥類が多かった。震災前から継続されている調査

に基づくデータセットは環境省による水鳥（ガン・カモ類）調査等に限られていた。全国の原発に関しては、モニタリ

ングサイト 1000事業サイトは図 34bのように分布しており、一部の原発では 20km圏内（福島第一原子力発電所事故で

は事故後直後に避難指示が出された範囲）にサイトがない場合もあった。多くのサイトは鳥類を対象としているもので

あった。また、この事業のサイトには研究機関主体のものと市民ボランティア主体のものが含まれるが、多くは市民ボ

ランティアによるものであり、原発周辺のサイトも市民ボランティアによる寄与が大きい。JaLTER のサイトの位置は

概ねモニタリングサイト 1,000のサイトと重複しており、空間分布という点ではモニタリングサイト 1,000を補完するも

のではなかった。これらの結果は、鳥類以外の利用可能な公開データ及びモニタリング体制は限られていることを示し

ていた。また、原発事故後の福島では研究機関によるデータ収集・公開が主となっているが、全国の事故が起きていな

い原発周辺の利用可能な生物分布データに関しては、市民ボランティアが重要な役割を果たしていることが示唆された。

将来の万一に備えて生物分布データの利用可能性を高めるには、平時の市民参加モニタリングと研究機関による非常時

のモニタリングを適切に統合させる体制や技術の構築・改善が望ましいと考えられる。 

自動撮影による新しい密度推定手法は、シミュレーションによって密度を偏りなく推定可能なこと、従来のライント

ランセクト法と高い相関をもつことが検証された 4)。この新手法は REST 法と名付けられ、この手法を応用した密度推

定値は福島県イノシシ管理計画（第 3期）にも参考値として掲載された。 

図 33  2014-2015年のデータに基づく（a）ニホンアマガエル、（b）シュレーゲルアオガエル、（c）ダル

マガエルの分布バブルチャート. 各調査地点に描画された円の大きさは、出現頻度（不確実なデータは出現

していないとみなした上で、2年分の全確認済みセグメントのうち、記録があったセグメントの割合）に対

応。市町村境界は国土交通省提供の国土数値情報（行政区域データ）による。赤、黄色、緑の地域はそれぞ

れ当時の帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域に対応 

(a) (b) (c) 
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また、赤トンボ類の自動撮影装置は研究所内の設置実験によって精度よく省電力でアキアカネ等の赤トンボ類を自動

撮影可能なことが検証され 5)、福島県農業総合センターの研究者らの協力の下、福島県内の営農再開水田等でもデータ

を取得している。 

  

図 34 （a）福島第一原子力発電所周辺の GBIF登録データの年推移（2020年 6月 30日時点）、（b）日本全国の

原子力発電所と「モニタリングサイト 1000」事業のサイトの位置. Yoshioka et al.3)を改変。背景地図は国土地

理院によるもの 

(a) 
(b) 
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2.3生活圏における人への曝露量評価 

2.3.1大気中の放射性セシウム濃度とその変動要因解析 

（1）目的と経緯 

生活圏における原発事故由来の放射性物質による人への曝露について、曝露経路ごとの曝露量を、実測とモデルの両

面から算定することを目指した。本研究では、住民が多くの時間を過ごす屋内環境について着目している。屋内の空間

線量特性とハウスダストの摂食による内部被ばく等について 2.3.2 に、高濃度の放射性セシウムが検出される山菜の自

家採取による内部被ばくについて 2.3.4 に記述している。事故初期に放出された放射性核種は、大気を通して拡散・沈

着している。吸入被ばくにつながる大気中の放射性セシウムの挙動について 2.3.1 に記述するとともに、事故初期の放

射性ヨウ素等の短寿命放射性核種による被ばく推定について、2.3.3に記述している。大気中の放射性セシウム濃度は、

発生源や放出量に関する情報や、室内汚染との関連を調べる上での情報源となる。ここでは、2012 年から行った大気

中放射性セシウム濃度の変化と、数次にわたって見られた濃度変動の要因について述べる。 

 

（2）方法 

大気試料は、福島県飯舘村内の 2ヶ所で、2012年から採取を開始し、現在に至っている。福島県飯舘村は、2017年 3

月まで全村に避難指示が出ていた。2021 年現在、1 つの自治区でいまだ避難指示が解除されていない。全量大気は、ハ

イボリウムエアサンプラ（柴田科学、HV-RW など）によって捕集した。ゲルマニウムガンマ線スペクトロメータによ

る放射性物質に加え、可溶性イオン成分や元素組成などについても測定している。 

 

（3）結果と考察 

2012 年から観測を開始した福島県飯舘村大気中の放射性セシウムの濃度は、観測当初の 0.01 Bq/m3から本研究期間の

終了時の 2021 年 3 月にかけて漸減している。図 35 は対数軸で濃度表示しているため、やや読み取りにくい点があるが、

観測期間中に数度の濃度上昇を示していた。ここでは、濃度上昇等の特徴的事象に（1）〜（7）の数字を付記した 1)。 
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2012 年 4 月の（1）は、土壌成分の元素濃度も高く、低気圧の通過による土壌の巻き上げの影響と判断した。2013 年

3 月の（2）は、可溶性カルシウム濃度が高く、役場敷地の敷石除染による粉じんの飛散によるものと判断した。2013

年 8月には両地点で濃度が上昇しており、（3）の時期に宮城県丸森町でも濃度上昇が報告されている 2)。福島第一原子

力発電所 3号機原子炉建屋のがれき撤去作業（7/26～8/23）と同時期であり 3)、ここから飛散した放射性セシウムを検出

した可能性が高い。（4）、（5）では、佐須地区のみでピークが検出されている。2014 年から 2016 年にかけて、村内

各地で農地除染が行われており、大気粉じん採取装置周辺も除染作業による土壌の飛散や大型ダンプカーの通行による

道路粉じんの巻き上げが認められた。このような局所的な発生源がある場合、もう 1地点での濃度増加は認められない。

また、大気中濃度の代わりに、粉じん中濃度を利用することも有効である（図は省略）。（4）、（5）の場合、土壌巻

き上げによる粉じん量が多くなったために大気中濃度が上昇しており、粉じん中濃度でのピークは目立たない。（6）

に示した2017年4月には、浪江町十万山で大規模な山火事が発生した 4)。この時期には約30km離れた村内観測地点で、

大気中放射性セシウム濃度の増加は認められなかった。（7）の 2020 年 4 月には、村内の数ヶ所で試験的な河川敷等の

野焼きが行われている。この時期を含む試料で、大気中の放射性セシウム濃度の増加は認められなかった。 

観測期間を通して、冬場の大気中・粉じん中放射性セシウム濃度が低くなっている。降雪の多い飯舘村では、積雪に

よって地表面が覆われるため、土壌巻き上げ量が少なくなることと、遠方の汚染レベル低い地域から発生した大気粉じ

んの割合が増えることが濃度低下の理由になる。冬場を除いて計算すると、大気粉じん中放射性セシウムの環境半減期

は、1.8年程度と推定された。 

一般的に屋外大気よりも屋内大気の方が放射性物質の濃度は低いが、屋内でも屋外と同濃度の空気を呼吸するとした

としても、吸入による放射性セシウムによる預託実効線量 5)は、2020年時点で年間 1 nSvを下回ると計算された。 

 

2.3.2避難指示解除区域の室内環境への影響 

（1）目的と経緯 

事故による避難指示解除の過程で、農地、宅地等の除染が行われ、屋内外の空間放射線量率は低下した。室内の空間

線量率は、周辺地形や建物構造等による影響を受けることが予想される。これについて、実測による評価を行った。 

事故由来の放射性セシウムの一部は室内にも侵入している。室内環境調査の過程で、家庭から回収された掃除機ダス

トには、高い濃度の放射性セシウムが含まれていた 6)。その濃度は、経時的に減少しているが、福島県では、事故時に

換算すると 10万Bq/kgを超えるものがあった。曝露経路の 1つであるダストの摂食による内部被ばく線量についても検

討を行った。 

図 35 飯舘村大気中放射性セシウムの経時変化 

（（1）〜（7）の数字は本文中に記した濃度変動要因の事象を示す） 
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一方、イメージングプレート（IP）によるダストの観測では、放射性物質を濃集する粒子が見いだされている。放射

性物質は一様な分布をしておらず、放射能の高い粒子が混在しているため、均質なばく露とは体内動態・被ばく量が異

なってくる 5)。粒子体の吸入被ばくを見積もるためにも、ダストが存在する場での現場測定により、放射性物質の分布

の把握を試みた。この観測とあわせて、室内清掃活動による除染効果についても検討を行った。 

 

（2）方法 

空間線量率の方向分布は、鉛製コリメータ（特注品、11 mm 鉛厚さ）に NaI 型サーベイメータ（日立、TCS-172）の

プローブを収めて測定した。Cs-137の照射線量率標準密封線源（2.3×10-8 C/kg/h）を用いて、家屋による遮へい効果を住

民とともに確認しながら測定を行った。室内ダストは、掃除機にたまったダストの提供を受けた。IP（GE ヘルスケア、

BAS MS）での半定量は、既知放射能の線源を用いて得た感度曲線を利用した。飯舘村居宅において、現場 IP露光と実

験室内での読み出しを行った。 

 

（3）結果と考察 

屋内の空間線量分布は、比高（1階・2階の別、床から高

さ）や壁面からの距離など、空間分布を持つことが多かっ

た。福島県内山間部の居宅では、裏山の斜面が迫っている

ケースや、スギなどの丈の高い屋敷林で囲まれているケー

スがよく見られる。コリメータを用いた方向別観測では、

裏山の斜面（特に未除染の場合）からの寄与が大きかっ

た。 

一方、照射点線源を用いた観測では、事故由来のバック

グラウンドを差し引くことで、住宅による遮へい効果を実

験的に見積もるのに有効であった。図 36 に、飯舘村内の

木造家屋で、点線源を用いて遮へい効果を評価した例を

示す。ガンマ線の吸収や散乱体が少ない屋外観測でのガンマ線減衰（■）と、住宅の天井や壁面（ガラス窓）を通した

減衰（●◆）には、大きな差がなかった。一方、線源を地表面に設置し、床下を通過したガンマ線の減衰（◇）は、他

にくらべて大きかった。これは、ガンマ線が床材を斜めに通過するため、直角に入射するよりも遮へい距離が長くなっ

たことによる。床面直近の空間線量率よりも、やや高い位置の空間線量率が高くなることは、これによって説明される。

また、部材による遮へい効果に大小あるが、平均することで木造家屋の遮蔽係数（0.4）7)に近いものとなる。 

屋内の空間線量の高さ分布があることは、このような入射角度や、裏山などの放射線源からの直射、散乱 X 線の影

響などの効果の総和となっている。これらの結果、居宅周辺環境、居宅床面積の大きさや、居宅内での行動様式によっ

て被ばく線量が異なってくる。 

 

 

 

図 36 照射線源を利用した居宅の遮へい効果の観測例 
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室内ダストの放射

性セシウムの経年変

化を図 37 に示す。避

難指示解除後の 2019

～20 年にかけて、毎

月の採取観測を行っ

ている。参照のため

に示した茨城県つく

ば市（高層階居住。

軽度の事故由来汚染

あり）の居宅では、環境半減期 1.7 年の経時的な濃度減少に加えて、突発的に高濃度を示すことが何度もあった。室内

に残留していた放射性物質が、大掃除等の活動により、生活の場に移動したものと推定した。飯舘村でも、経時的な濃

度減少が認められたが、その半減期はつくばよりも長かった。日常的な清掃が、結果的に除染につながったと解釈でき

る。また、避難指示解除後は、調査したすべての居宅が新築されている。新築前後の放射性セシウムの濃度の大きな減

少は、天井裏などに残留した高濃度の放射性セシウム源がなくなり、いわば事故前の状況に戻ったことによると考えた。

その後も、放射性セシウムの濃度は突発的に上がることがあった。土壌の巻き込みや、薪ストーブの使用によって生じ

た灰や揮散した放射性セシウムの付着などの要因が想定される。これについては、元素組成等の解析を進めているとこ

ろである。 

2 室内ダスト中の放射性セシウムの突発的な濃度増加の一因

に、天井裏などに残った初期沈着物質の混入が想定される。

これを検証するために。居宅内での現場 IP 測定を行った。半

定量した粒子態の放射性物質の分布を図 38 に示した。その結

果、天井裏など、通常の清掃活動の手が及ばない箇所に放射

性物質が残留していることが確認された。その放射能（スメ

ア法で 4 mBq/cm2程度）、IP法ともに、事前の予想を下回って

おり、初期沈着の影響は小さいことが示された。清掃活動に

伴う吸入被ばく及び放射性物質の拡散、付着についても調査

した。蛍光剤を付着させた人工ダストを天井に散布し、模擬

清掃活動したところ、衣類への蛍光粒子の付着（放射性 Cs は

1 Bq程度）、ダストへの粒子の混入が確認された。 

この程度であれば、大掃除の際はマスク着用と通常の洗濯により、追加被ばく線量は 1μSv/年以下となり、日常生活を

超える被ばくのおそれはなかった。 

 

2.3.3曝露モデルと大気拡散モデルを用いた事故後初期の甲状腺被ばく線量推計 

（1）目的と経緯 

原発事故による健康リスクについては、WHOや UNSCEAR（原子放射線の影響に関する国連科学委員会）による評

価が行われているが、事故後初期の実測データの不足から、初期被ばくに伴うリスクの評価に必要な被ばく線量の推計

結果は不確実性が大きく、その改善が懸案課題とされている。一方、全国各地にある大気常時監視局の粒子状放射性物

質（SPM）ろ紙試料を用いた、東日本 101か所の放射性セシウムの 1時間ごと濃度が測定されている 8）。この事故直後

の大気中放射性セシウム濃度データを使って、大気輸送沈着モデル（ATDM）を検証・改良し、このATDMと内部被

ばく線量推定モデルを結合することにより、事故後初期の 131Iによる呼吸由来の内部被ばく線量（甲状腺等価線量）の

精緻化を目指した。 

図 38 天井裏での放射性物質の現場観測例（付

記した数値は半定 22量した放射能） 

図 37 室内ダスト中放射性セシウムの経年変化（福島県飯舘村及び茨城県つくば市） 
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（2）方法 

甲状腺被ばく線量は、大気中 131I濃度（Bq/m3）、呼吸率(m3/h)、ICRPの甲状腺等価線量係数（Sv/Bq）、曝露時間（ｈ）

から算出した。2011年 3月 12日から 23日までの積算線量を推計した。大気中 131I濃度は、1時間ごとの SPM中の 137Cs

実測結果 8）と、既往の 131I 実測データ等の解析に基づいて設定した 131I/137Cs 比を用いて算出した。デフォルトの設定と

して、131I/137Cs 比＝10、131I ガス/粒子比＝1、屋内濃度/屋外濃度＝１とした。また、感度解析として、131I/137Cs 比および

131I ガス/粒子比をプリュームごとの既往の実測データに基づき設定した解析も行った。推計は、1）SPM 観測地点にお

ける推計（101地点ごと）、2）代表的な避難シナリオ 9)ごとの推計、3）市町村や避難指示区域ごとの線量分布推計の 3

種類実施した。2）と 3）では、SPM 観測地点の 137Cs 実測値で補正した大気輸送モデル 10)と、既往の 131I データに基づ

き推計した 131I濃度の時空間分布を用いた。 

 

（3）結果と考察 

図 39に、SPM観測地点における推計結果（99地点、〇）と、SPM観測地点の 137Cs実測値で補正した大気輸送モデル

2)に基づき推計した結果（1 kmメッシュ）を示す（1歳児の推計）。

SPM観測地点では、福島県浜通りの 4地点を除き 4.3 mSv以下であっ

た。相馬局、原町局、双葉局、楢葉局の推計値は、それぞれ9、19、

160、66 mSv となった。さらに、3/12 に北方向へ流れたプリューム

（放射性物質の流れ）の 131I/137Cs比は、ベースケースの“10”よりも高

い可能性があり、感度解析を行った結果（P ケース）、2 倍程度高く

なる可能性が示された（図 40、1歳児）。 

18 の避難シナリオのうち、本推計で最も高かった 2 つのシナリオ

の結果を示す（図 41、1 歳児）。シナリオ 4（図中左）では 12 日の

双葉町での曝露が主で、12 日夜に避難を開始しているため、12 日以

降の曝露を回避できていたと考えられる。シナリオ 9（図中右）で

は、15 日昼に避難を開始しているため、15 日までの南相馬市 20km

圏内での曝露が主となっていた。どちらのシナリオも、12 日の北方

向の、131I/137Cs 比の高いプリュームの影響を受けている可能性がある

（図 41 の P ケース）。1,2 の推計ともに、131I/137Cs 比や 131I の形態、

大気輸送モデルなどでの不確かさがまだ存在するため、今後さらな

る検証・検討が必要である。 

                        

図 39  推計甲状腺等価線量 

（1歳児、2011年 3月 12-23日積算） 

図 40  日ごとの甲状腺等価線量（原町局の例）

（1歳児） 図 41 日ごとの甲状腺等価線量（原

町局の例） 日別内訳（1歳児） 
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2.3.4自家採取食物摂取による内部被ばく線量推計に関する研究 

（1）目的と経緯 

自家採取食物とは、市場に流通する食品以外に、山や川で自ら採取して食べる林産物や水産物（きのこ、山菜、淡水

魚、ジビエなど）を指す。里山地域を中心として、地元の山や川から自らきのこや山菜を食すことが日常であり、楽し

みであったが、原発事故により、原発付近の地域において、林産物は放射性物質で汚染されてしまい、きのこや山菜、

淡水魚の出荷規制は現在も続いている状態である。山林内は生活圏を除いて除染対象外であり、今後特に対策を講じな

ければ、きのこや山菜中の放射性物質汚染も続いてしまう可能性もある。本研究では、主に山菜類の摂取にともなう放

射性物質による内部被ばく線量を推計するための 1つのパラメータとして、調理に伴う低減率の情報を取得した。 

（2）方法 

消費量が多いと予想され、食品の基準である 100 Bq/kgを 2020年時点でも超える個体が比較的多い、フキノトウ、タ

ラノメ、コシアブラ、ワラビを対象とした。それぞれの山菜の一般的な調理法、前処理法を採用した。調理には、通常

一般家庭で利用することを想定し、水は水道水を、鍋は汎用のステンレス製鍋、ボウルはプラスチック製の鍋を使用し

た。茹で、浸水の個液比（重量）は、1:約 20とした。 

 

（3）結果と考察 

フキノトウ、タラノメ、コシアブラでは、1-2 分間茹でた後に浸水

させることで、放射性セシウムが調理前の半分以下に低減すること、

さらに、浸水時間が長いほど低減率が大きいことが分かった（図

42）。ワラビは、重曹を用いたあく抜きにより、調理前の 1 割以下に

まで低減した。まだ例数が少ないが、山菜の種類よりも調理法の違い

の方が、低減率への影響が大きかった。山菜類の内部被ばく線量推計

においては、調理による低減効果の考慮が必要であり、様々な調理法

による低減率データベースが必要となると考えられる。今後はさらに

データを蓄積していく予定である。              
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2.4まとめ 

放射性物質の動態解明及び将来予測については、現象解明・予測研究とそれに基づく中長期的なモニタリングプラン

の提案、避難指示解除区域を主とした生活環境リスク管理手法の構築と、段階的かつ複層的に取り組んできた。その結

果、森林―ダム湖－河川を一体とした生物利用性セシウムの動態と生態系移行研究にいち早く取り組み、汚染されたリ

ター層（有機物堆積層）の具体的な役割や広域での淡水魚汚染特性を明示出来た。これら科学的知見を活用した具体的

な汚染軽減策の検討と実証が次期中長期における課題と考えている。また、モデリング研究においても、大気モデルに

ついてはマルチモデル計算やデータ同化などで事故後初期の放射性物質の動態把握に貢献した。次期計画において、高

空間解像度の輸送モデリングの精度向上や生物粒子の排出実態把握など課題が残されており、課題解決のためのモデル

改良・解析が必要である。また、利用性が高い閉鎖性水域を対象とした 137Cs 動態モデルの開発と将来予測については

当初の計画どおりに進捗し、国際学術誌や国際学会にて発表するなどの成果を上げた。台風や爆弾低気圧の通過など極

端事象発生時の再現性の向上については今後の課題である。 

また、生物相モニタリングについては 8 年分のデータを蓄積し、さらに継続的にデータを得るための体制が整ったた

め、今後も着実なデータ取集が期待できる。一方で、これらのデータを用いた生物相変化の予測に関する研究が進んで

いないため、次期中期計画の早い段階で個体群動態モデルの構築を進める必要がある。生物への放射線影響については、

アカネズミやイボニシへの繁殖影響や DNA 損傷モニタリング植物の開発など大きな成果を挙げてきたが、年々空間線

量率が減少しているため、その影響も見られにくくなると予想される。そのため、イノシシや山菜などの野生食品中の

放射性セシウム蓄積の原因究明に関与する研究など、地域住民に研究成果を感じられるような方向にシフトしていく必

要がある。 

さらに、人への曝露量評価については、地元住民や地元 NPO 法人、村役場との協働体制が構築され、大気や室内環

境、山菜やキノコの放射性セシウムの調査を円滑に進めることができ、住民の安心・安全な生活に資する貴重なデータ

を得ることができた。これらデータを具体的な生活環境リスク管理手法の構築につなげていくことが今後の課題である。 
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Ⅳ 環境創生研究プログラム 

 

1研究の概要 

福島県浜通り地域を中心に福島県を対象とした復興まちづくり支援研究を展開するとともに、生活や環境面での復興

の効果等を定量化し、持続可能な地域社会を目指した体系的な施策を提案する。 

具体的には以下の 3つの課題に取り組む。 

PJ1 環境創生の地域情報システムの開発 

復興の進捗と地域の発展ポテンシャルを県レベルからサイト・スケールで把握するデータベースを開発と、データベ

ース情報を基にした将来推計を行う分析モデルの開発と適用による将来の復興目標の設計とそこへ到達するシナリオの

構築を行うとともに、データベース情報とモデル分析結果を地域の住民、事業者、地方公共団体の担当者や地域主体に

提示できる情報インターフェースを開発する。また、構築したシナリオを社会実装するための基礎的な知見を得るため

に、コミュニティ・ガバナンスに関する実証研究を実施する。これらを通じて、地方自治体を対象とした、環境に配慮

した復興と長期的に持続可能な発展を目指すための計画および施策体系の定量的な策定手法の提案と、実現に向けた社

会実装に貢献する。 

PJ2 環境創生の地域シナリオ解析モデルの開発 

自然エネルギーや熱電エネルギー併給システム、コミュニティ・エネルギーマネジメントシステム等に関する要素技

術のインベントリに基づき、地域特性に応じた適正な技術・施策を同定可能な「技術・施策アセスメントシステム」を

開発するとともに、復興自治体の拠点事業の計画検討への適用を通じてその有効性の検証と利便性の向上を進める。特

に、福島県奥会津地域を対象に、地域バイオマス資源のポテンシャルに関するシミュレーションを実施し、バイオマス

事業の検討可能性を検討する。これらを通じて、被災地における持続的な復興ロードマップを計画できる拠点展開型の

アセスメントシステムを構築し、福島県における自治体の環境配慮型の地域復興計画策定等に貢献する。 

PJ3 参加型の環境創生手法の開発と実装 

これまで新地町で展開してきた情報通信技術（ICT）を用いた双方向型の「地域環境情報システム」を元に、生活環

境情報を蓄積して地域の生活環境に関する情報発信を可能とするシステムへ改良・開発を進めるとともに、システムを

用いたステークホルダー間における社会コミュニケーション・協働の方法を確立する。これらを通じて、情報通信技術

を活用した地域特性や多様な住民ニーズに応じた望ましい生活環境づくり支援に貢献するとともに、地域の居住性評価

と安全・安心の提供、コミュニティの絆づくりに貢献する。 

 

福島県の浜通り地域を対象として実施してきたまちづくり支援研究を発展させて、環境配慮型の地域復興に資する地

域の環境資源、エネルギー資源を活用した環境創生のモデル事業の設計手法を開発する。技術と社会制度を組み合わせ

たシナリオを構築してその実現による環境面、社会経済面での効果を評価するとともに、社会モニタリングシステムの

開発・構築を通じてその検証を進め、持続可能な地域社会を目指した体系的な施策を提案する。これらを通じて、多角

的観点から持続可能な復興地域の将来目標・ロードマップを定量的に提案し、またその社会実装を通じて科学面から復

興に貢献する。 

  



 

67 

 

2研究の成果 

2.1環境創生の地域情報システムの開発（PJ1） 

2.1.1地域環境情報データベースの構築 

（1）目的と経緯 

原子力災害の被災地及び福島県内の環境・経済・社会の現状を評価し、またプログラム内における様々な分析の基盤

とするため、浜通り地域を中心とした地域の空間情報を収集・整備して地域環境情報データベースを構築する。同地域

における空間情報データベースの構築は第 3期に開始し、エネルギー需要量などを収集してきたが、第 4期ではより新

しい情報を継続して収集するとともに、復興の進展や SDGs（Sustainable Development Goals: 持続可能な開発目標）、気候

変動適応などのより新しい課題に対応するための情報を追加した。 

 

（2）方法 

公開されている各分野の情報として、地形（標高・河川・湖沼）、土地利用、植生、道路・線路、行政界、人口、世

帯数、従業者数、事業所数、市町村内総生産、製造品出荷額、建物ストック、自動車登録台数、避難指示区域図、バイ

オマスストック、生物多様性指数、風力／太陽光発電ポテンシャル、部門別エネルギー消費量、再生可能エネルギー発

電所などの収集を継続する。これに加え、避難指示解除区域の居住（帰還）人口、経済活動・施設等の再開状況、交通

状況、気候変動影響予測の情報などを把握するための情報を収集・整備する。まず人口について、特に実際に避難指示

の解除された地域での居住者数（多くは帰還）の回復が復興の進展において重要と考えられることから、公開されてい

る一般的な統計調査（国勢調査、住民基本台帳）のほか、携帯電話位置情報に基づく統計（モバイル空間統計）や、域

内に避難指示の解除された区域を有する市町村が公開している避難と居住の状況に関する情報を収集し分析した。公共

施設、商業施設、工場等を含む、経済活動・施設等の再開状況については、経済センサス等の公開情報に加え WEB サ

イト、新聞記事などから各種の施設や事業の開始・再開に係る情報を収集した。分類や開始時期に加え、可能な限り住

所を取得することで地図表示も可能とした。交通については対象地域での一般的な交通統計が限られていることから、

モバイル空間統計から交通 OD（origin and destination:出発地と到着地）を調査した。これにより、例えば国勢調査の従業

地・通学地集計よりも細かい空間解像度（市町村内を避難地域とそれ以外で区別）、時間解像度（平日・休日）で対象

地域における人の動きを把握した。気候変動影響予測については福島県による影響予測報告書（福島県 2016）に掲載

されている予測結果のデータについて同県関係者から提供を受けた。また、収集した地域空間データや、他のプログラ

ムやプロジェクトの成果も含む分析結果を可視化し、ステークホルダーとのコミュニケーションを促進するための装置

として、福島県全域を含む立体白地図へ地理情報を投影するプロジェクションマッピングシステムを開発し、福島支部

への見学者に対するアウトリーチ等に活用するとともに、2020年 8月から福島県環境創造センター内の広報交流展示施

設であるコミュタン福島で常設展示を開始した。 

 

（3）結果と考察 

収集・整備した情報の例として事業拠点の再開状況を図 4-1 に示す。また情報を活用した分析の例として避難指示の

解除された地域における居住率（地域内に実際に居住している人口の、同じ地域内に住民登録のある人口に対する割合）

を市町村別・時系列に比較したものを図 4-2 に示す。避難指示の解除された地域（大熊町・双葉町を除く）の 2021年 4

月時点での居住者は住民登録数の 7%～84%であった。また、解除後の居住者割合の回復の早さの差異について地域間

の簡単な比較により、避難指示の解除の遅さ、原子力発電所からの近さ、同一市町村内の帰還困難区域の面積の割合が

居住者回復の遅さに繋がることが示唆された。 
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図 4-1 避難指示の出された区域での事業所再開状況 

 

 

図 4-2  避難指示の解除された区域での域内居住率（Gomi 2020）1,2) 

 

2.1.2地域統合評価モデルの開発 

（1）目的と経緯 

福島県浜通り地域を中心とする地方自治体におけるマクロ（市町村）単位での人口・経済・産業構造・エネルギー需

給等の長期的変化の推計と地域の将来の復興目標実現に必要な技術・施策の組み合わせを分析する「地域統合評価モデ

ル」を開発し、福島県を対象としてモデルを実装する。加えて、地域空間データベースと地域統合評価モデルを活用し

て福島県内の地域・自治体において将来の復興目標や持続可能社会に向けた目標等の設計、目標へ到達するシナリオ、

達成のための技術・施策のロードマップ構築手法の開発を行う。 
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（2）方法 

地域統合評価モデルのフレームワークとして、社会経済マクロモデル、空間・土地利用モデル、分野別要素モデル群

の三段階の構造を開発した（図 4-3）。地域エネルギー、地域交通、資源循環と産業連携システムなどの分野のモデル

を連携することで、人口・経済、社会基盤、交通、エネルギー等の課題を整合的に分析する手法を開発する。空間・土

地利用モデルを中間に置くことで、脱炭素対策の中でも人口や土地利用の空間分布がその導入可能性や効果に影響する

もの（熱電併給の地域エネルギー事業、公共交通機関やシェアリング交通など地域内交通構造に関する対策、森林等の

吸収源対策など）をマクロ的な整合性を図りつつ評価することができる。一方、地方行政の政策策定において、こうし

た詳細な評価を行うことは、特に小規模な地方公共団体においては、資源の制約から困難が予想される。そこで特に詳

細な空間情報が必要とされていた建物ストックや交通について、収集した詳細情報からパラメタリゼーションを行い、

推計されたパラメーターをあてはめることで、国内の地方自治体であればいずれの地域でも入手可能な情報でモデルを

構築できるようにした。さらに、地域統合評価モデルの分析対象を拡張するにあたり、SDGs や地域循環共生圏のよう

に複数の地域課題を同時解決する観点で必要な技術・施策を分析する手法を開発する。そこで SDGs の指標群とモデル

の入出力との対応を図り、モデルを活用した将来シナリオ構築において SDGs 指標と関連付けた。また地域循環共生圏

構築については、係る様々な活動を統一的・包括的に捉えるため、地域資源、地域主体、取り組み、指標等の関連する

要素を定義付け、構造化して図示する手法を開発した（図 4-4）。以上により、地域の復興と持続可能な開発に関する

将来ビジョンを定量的に構築し、必要な施策・技術とその効果を評価する手法を開発した。また 2020 年 10 月の日本政

府によるカーボン・ニュートラル宣言や多くの地方公共団体によるゼロカーボン宣言を受けて、これまでに開発した手

法を地域の脱炭素社会ビジョン構築の観点から整理して脱炭素ビジョン策定のための基礎的な手順と定量化の方法論を

開発した。 

 

 

図 4-3  多分野のモデルを連携させて分析を行う地域統合評価モデルのフレームワーク（五味ら 2016）3) 
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図 4-4  地域循環共生圏構築に係る活動の構造化（五味ら 2020）4) 

 

開発した手法の適用例として、空間分布を考慮した低炭素技術（熱電併給の地域エネルギー事業、地域交通事業とし

てのカーシェアリング）を導入する将来シナリオを、郡山市を対象として構築した。2050 年を目標年として、現状と

同じ人口分布が継続した場合（BAU）、建物の更新に際して人口が市街化区域全体に集約する場合（集約 α）、同市の

都市計画に示された拠点に集約する場合（集約 β-1）、さらに少数の拠点に強度に集約する場合（集約 β-2）の 4つのシ

ナリオを構築し、それぞれのシナリオで上記の低炭素技術が導入可能となる建物や人口を推計した。また、複数の地域

課題を解決するシナリオの例として、福島県新地町において「新地町未来ビジョン検討会」を同町、東京大学、民間の

エネルギー事業者等と開催し、同町の中長期的な課題を整理し、これに対する取り組み候補を挙げ、人口維持、経済生

産、雇用確保、脱炭素の各観点から取り組みの貢献度を分析した。最後に脱炭素社会ビジョンの策定手法について、ゼ

ロカーボンビジョンの作成に取り組んでいた福島県大熊町に協力して同手法を提供し、開発したモデルを用いて脱炭素

将来像の定量化を行った。 

 

（3）結果と考察 

図 4-5 に郡山市での将来シナリオの結果を示す。地域エネルギー事業、地域交通事業ともに集約度が高いほど対象の

割合が増加する傾向がある。ただし地域交通事業においては β-1 のほうが β-2 よりもわずかだが割合が高い。これはよ

り少数の拠点に集約した結果、集約対象とならなかった地区の居住者で対象外となる人口があることを示す。一般にコ

ンパクトシティ化による集約強度の増大はこうした事業の導入可能性を高めるほか、社会基盤整備の効率化などメリッ

トがあるものと考えられているが、この結果からは集約拠点以外の地域への配慮の必要性も示唆される。 

新地町での検討会ではシミュレーションと参加者での議論を反復することにより 7分野での取り組みが発案された。

それぞれの取り組みの内容は以下の通りである。1）「産業・商業」は町内商業の立地推進や魅力の向上により町民の

町内での購買を増加させ、地域経済の好循環をつくり出す。2）「観光」は観光周遊ネットワークの形成、観光案内等

の担い手育成、組織強化、地域協働の促進、さらに新地駅前の地域エネルギー施設を活用したエネルギー観光の強化に

より観光客数・宿泊数の増加と飲食・商業等の売上増加を目指す。3）「健康・福祉」では ICT を活用した高齢者の見

守り、健康づくりポイントの拡大・拡充などにより健康寿命を延ばし、また歩くライフスタイルへの転換も促す。4）

「子育て・教育」では学校内外での社会教育で地域人材育成により町内出身者の定住意向の向上を図りつつ、町民の

（生涯）学習機会の拡大や ICT を活用した子どもの見守りも行う。5）「まちづくり」では空き家など既存住宅ストッ
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クの住宅としての活用や新たな交流拠点としての整備により定住人口と交流人口の増加を図る。また防災・減災に配慮

した地域拠点の形成も行う。6）「地域交通」ではデマンド交通のサービス拡充（買い物、図書館利用代行等）、自動

車・自転車シェアリングの導入により、高齢者のモビリティや社会サービスの供給を維持し、徒歩・自転車・公共交通

の利用を拡大する。7）「エネルギー」ではスマート化による情報共有、再生可能エネルギーの展開、電気自動車（EV）

の導入などにより省エネルギーと再生可能エネルギーの地産地消を進める。各々の取り組みの内容を地域統合評価モデ

ルのパラメーターに翻訳し、2050 年時点での将来像を定量化し、なりゆきシナリオに対する改善を分析した。図 4-6 に

新地町での将来シナリオによる各取組の 4指標への貢献度を推計した結果を示す。 

整備した脱炭素ビジョン策定のための基礎的な手順と定量化の方法論をマニュアルの形にまとめ、「地域における

『脱炭素社会ビジョン』策定の手順」として国立環境研究所 WEB サイトにて公開した。同マニュアルより手順概要を

図示したものを図 4-7 に示す。また大熊町でこれを実践し分析した結果のうち、同町のゼロカーボンビジョンに掲載さ

れたエネルギー消費量、町内での再生可能エネルギーによる発電量、実質CO2排出量を図 4-8に示す。2050年よりも早

期に実質ゼロを達成するシナリオを含め 4通りのシナリオが作成され、これを実現するために必要な事業が同定された。 

 

 

図 4-5  2050年の郡山市における異なるシナリオにおける空間分布と熱電併給事業および地域交通事業の対象となる

床面積および人口の割合(五味ら 2017)5) 

 

 

図 4-6  2050年の新地町における 7分野の取組の各々による 4つの指標のなりゆきシナリオに対する改善量 
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図 4-7  地域における脱炭素社会ビジョン構築の手順の概要（五味ら 2021）6) 

 

 

図 4-8  大熊町における 4つのシナリオでのエネルギー消費量・町内での再生可能エネルギー供給量・実質 CO2排出

量(大熊町 2021)7) 

 

2.1.3環境回復・創生におけるコミュニティ・ガバナンス 

（1）目的と経緯 

2011 年 8 月 30 日に放射性物質汚染対処特措法が公布された。本法律に基づいて、放射線量が 0.23μSv/h 以上の地域

を含む 8 県 104 市町村は汚染状況重点調査地域に指定された。この地域では、住民が居住を継続することが可能である

が、放射性物質による汚染の影響が及んだ。このため、政府は地域固有の事情や住民ニーズを把握している市町村が除

染を行うことが効果的と判断し（原子力災害対策本部「市町村による除染実施ガイドライン」p.1）、市町村が除染の

方針、実施区域、実施手法等を定めた除染実施計画を策定した上で、除染を実施することを義務付けた。とはいえ、市

町村行政や住民にとって除染や除去土壌の保管は未経験の課題であった。そのため、市町村行政を含む地域の諸団体は

これらの課題に取り組むにあたって、相互に連携しながら合意形成が重ねられた。本研究では、汚染状況重点調査地域

における行政と住民のコミュニケーションに焦点をあてて、各地域の除染や除去土壌の保管にかかる合意形成の成否を

規定した要因を探索することを目的とした研究を実施した。 

 

（2）方法 

汚染状況重点調査地域に指定され、市町村行政と住民が連携して除染を進めた福島県三春町と郡山市を対象として、

事例研究を実施した。方法は定性的な社会調査を採用し、地域資料の収集と分析（具体的には、新聞記事、行政計画、

議会議事録、自治体広報誌、地域住民組織が発行する広報誌など）と、除染や除去土壌の保管に関わった団体（市町村

行政、地域住民組織など）へのインタビュー調査を実施した。郡山市では、市内の地区レベルの除染に係るステークホ
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ルダーによる連携の実態と課題を明らかにするため、市内の複数地区において連合町内会・自治会へのインタビュー調

査を実施した。本稿では、郡山市の事例研究の結果を示す。 

 

（3）結果と考察 

汚染状況重点調査地域の指定市町村が直面した課題として、除去土壌を保管する仮置場の確保が挙げられる。除去土

壌を保管する方法として、公有地や民有地に設置した仮置場に除去土壌を集約して保管する方法と、除染を実施した場

所の地上あるいは地下に除去土壌を現場保管する方法がある。福島県によると、福島県内の汚染状況重点調査地域 52

市町村では 1,016箇所の仮置場が設置され、190,722箇所で除去土壌の現場保管がなされた（福島県資料「市町村が設置

する仮置場等の状況」令和元年 12 月 31 日時点）。なお、市町村における除去土壌の保管方法は、市町村行政と住民と

のコミュニケーションを経て決定された。除染実施計画の策定段階で住民とコミュニケーションをとらなかった市町村

において、仮置場設置の局面で住民の反対がみられ、仮置場の用地が確保できない事例もあった（磯野 2015: 233-234）

8)。 

図 4-9 は、郡山市の除染にかかる政策過程を示している。郡山市は人口 335,444 名（2010 年国勢調査）を有し、福島

県における商工業の中心都市である。2011 年の事故発生直後の空間放射線量は 2.14μSv/h であった（測定地点は郡山市

役所、2011年 4月 1日・福島県県北地方環境放射能測定結果）。郡山市が策定した除染実施計画では住宅 49,141戸、農

地 1,508ha等が除染対象に設定された。 

郡山市では、主に除去土壌を現場保管する方法が採用された。市が現場保管を採用した背景には以下の二点が挙げら

れる。第一に、土地（用地）不足である。市では市街化が進んでいたことから未利用地が少なく、市内の除染作業で発

生する大量の除去土壌を保管できる規模の仮置場の用地を確保することが困難であった。第二に、原発事故発生直後の

仮置場の設置をめぐる行政の住民説明会での経験である。郡山市行政は原発事故直後の 2011 年 4 月 27 日～5 月 2 日に

かけて、他市町村にさきがけて市内の保育所・幼稚園・小中学校の校庭・園庭の表土除去を実施した（図 4-9 の赤枠で

示した箇所）。市行政は当初、校庭・園庭の除去土壌を市内の一般廃棄物最終処分場に搬入する予定であった。しかし、

4月 27日に開催した住民説明会にて、最終処分場の周辺住民から反対の意思を示され、除去土壌の最終処分場への搬入

を凍結した（『福島民友』2011.4.26 / 2011.4.27）。 

 

 

図 4-9 郡山市の除染に係る政策過程 

出典：Fukushima Action Research on Effective Decontamination Operation（2013）9) p.20図 2-1-3を参照して筆者作成 

 

リスク研究者の P. Slovicはリスク認知の心理的因子として、「未知であること」と「恐ろしさを感じること」の二つ

の因子があると指摘している（Slovic 1987）10)。市行政が住民説明会を開催した 2011 年 4 月末の時点では、放射性物質
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を含む除去土壌がもたらす被ばくのリスクは住民にとって未知のものであり、恐ろしいものとして認識されていたと推

察される。住民説明会を機に、市行政は仮置場の設置に向けた行政と住民の調整には困難が伴うことを認識した（2018

年 7月 6日に実施した市原子力災害対策直轄室へのインタビュー調査より）。市行政は住民説明会が開催された 2011年

4月以降、除去土壌は主として現地保管する方針を定め、除染を進めた。 

郡山市では市行政が除染のマニュアル（『郡山市放射性物質除染マニュアル（2011 年 10 月 1 日策定）』）を整備す

る前から、町内会・自治会などの地域住民組織が自主的に除染を実施した。福島県は 2011年 8月 2日に線量低減化活動

支援事業実施要領を施行し、地域住民組織による自主的な除染活動に補助金を交付した。郡山市では 2011～2013 年度

にかけて、同事業に延べ 919 団体が申請した。そして、市行政は 2012 年 10 月より高線量地区から面的除染（住宅・道

路などの生活圏の一定範囲内をくまなく除染すること）を実施していった。自主的除染と面的除染に伴う除去土壌の発

生を受けて、郡山市行政は現場保管の方針を維持しつつ、地域住民組織と連携しながら、仮置場の設置を進めた。本研

究では、郡山市の各地区における仮置場の設置に地域住民組織が果たした役割に焦点をあてて、仮置場を設置した地区

と設置できなかった地区の差異を分析した。 

表 4-1 は郡山市内 3 地区における仮置場設置の結果と、仮置場設置への地域住民組織の関わりを示している。3 地区

の空間放射線量は同程度であった。A 地区と C 地区には農地が多く、住民に占める農業従事者の割合が高くなってい

た。他方でB地区は住宅地開発が進んでおり住民に占める農業従事者の割合は低くなっていた。A地区とB地区では仮

置場が設置された。他方で C地区では、仮置場候補地周辺の住民から反対があがり、設置されなかった。 

本研究では、地域住民組織の構成と仮置場候補地の土地所有状況に着目した。郡山市の各地区には、複数の隣組等か

ら構成される町内会・自治会・行政区などの地域住民組織（以下「単位組織」という。）、単位組織の連合体である連

合町内会などの地域住民組織（以下「連合組織」という。）がみられ、地域住民組織は多層的に構成されている。線量

低減化活動支援事業の実施にあたって、各地区では事業を申請するか否かを検討し、事業を実施する場合には時期・範

囲などを調整する必要が生じた。しかし、その調整主体はA地区とB地区では連合組織、C地区では単位組織と異なっ

た。仮置場候補地の地権者は、A地区とB地区が集落組織（集落の共有地を管理する組織）、C地区が市であった。 

以上が、仮置場設置における候補地の地権者や周辺住民との交渉主体の各地区の差異に反映された。A地区と B地区

では、連合組織のリーダーを介して交渉が行われた一方で、C 地区では、市担当課が交渉を行った。C 地区では、仮置

場の設置に関して住民間で賛否が分かれた際に、意見を調整する主体がおらず、設置には至らなかった。 

 

表 4-1 郡山市内各地区の仮置場設置に対する地域住民組織の関わり 

  

出典：各地区の連合組織へのインタビュー調査の結果をもとに筆者作成 

注：地区の空間線量は 2011年 8月の自動車走行サーベイモニタリング調査結果に基づく 

 

分析結果は、仮置場の設置に関する合意形成に向けて、地権者や周辺住民との交渉を誰が担うのかという点が重要に

なることを示唆している。本稿で紹介した郡山市の事例分析の結果は、地域の土地所有状況や地権者の顔を熟知する地

観察項目 A地区 B地区 C地区

調査対象者 区長会 町会連合会 区長等連絡協議会

地区の空間放射線量 0.65～1.06μSv/h 0.83μSv/h 0.65μSv/h

地区類型（農業地域類型）
平地農業地域

中間農業地域

都市的地域

※旧住宅地
平地農業地域

線量低減化活動支援事業の調整主体 連合組織 連合組織 単位組織

仮置場候補地の地権者 集落組織 集落組織＋地域住民 市（元財産区有地）

仮置場候補地の地権者との交渉
連合組織のリーダー

が交渉

連合組織のリーダー

が交渉
市担当課が交渉

仮置場の設置 設置 設置 設置できず



 

75 

 

域住民組織のリーダーによる交渉が機能したことを示している。特に単位組織の除染実施や仮置場設置に係る意向をま

とめ、地権者との利害調整を担う連合組織の役割が重要であったことが示唆された。先述のとおり、政府は地域固有の

事情や住民ニーズを把握している市町村が除染を行うことが効果的と判断したが、除染や除去土壌の保管に係る合意形

成をまとめるには市町村行政職員の力だけではなく、地域住民組織を担うリーダーの力が求められることが示唆された。 

本稿のまとめにかえて、環境回復・創生におけるコミュニティ・ガバナンスにかかる今後の研究課題を以下に示す。

政府は 2021 年度までに仮置場に保管された除去土壌の搬出を完了する方針である。仮置場は市町村有地や民有地に設

置されているため、原状復帰後、地域社会においていかに仮置場のあった土地を利活用するかという課題が残されてい

る。さらに、中間貯蔵施設で保管される除去土壌は、2045 年 3 月までに福島県外で最終処分を行うことになっている

が、県外最終処分の候補地は未定である。以上を踏まえると、今後も地域社会の除染や除去土壌の保管にかかる行政と

住民のコミュニケーションに関する研究、除去土壌の保管に係る地域社会内外のステークホルダーの利害調整に焦点を

あてたコミュニティ・ガバナンスの形成に関する研究を積み重ねる必要がある。なお、本稿の詳細については、Tsuji et 

al. (2021) 11)、もしくは辻（近刊）12)を参照されたい。 

 

2.1.4福島原発事故発生後の森林資源をめぐるコミュニティ・ガバナンスに関する実証的研究 

（1）目的と経緯 

福島原発事故に伴う放射能汚染の被害を受け、避難指示区域の指定を受けた福島県内 12 市町村（以下「旧避難指示

区域」という。）では、事故発生後、森林資源の管理と利活用に係る困難な状況に直面している。その反面、事故発生

後の森林資源の管理と利活用にかかる期待は大きい。福島県は事故後に木質バイオマス安定供給指針を示すとともに、

間伐等の森林整備と放射性物質対策を一体的に行うふくしま森林再生事業を展開し、同事業で産出される木材の利活用

先として木質バイオマス発電施設を位置付けた。さらに、政府が固定価格買取制度の対象を拡大したことに伴い、間伐

材を活用したバイオマス発電事業を計画する事業者が県内に台頭している。森林資源の管理と利活用に関する制度の変

化、新たなステークホルダーの台頭により、従来の森林資源にかかるコミュニティ・ガバナンスは再構築を迫られてい

る。本研究の目的は、旧避難指示区域における原発事故前後の森林資源の管理と利活用にかかるコミュニティ・ガバナ

ンスの実態と、森林資源の管理と利活用にかかるステークホルダーの課題認識・ニーズを明らかにすることである。 

 

（2）方法 

2020 年 6 月 16 日に「蕨平地区木質バイオマス発電所整備計画」が公表され、村内・村外の間伐材・未利用材・木質

チップを燃料とする木質バイオマス発電所の整備を進めている福島県飯舘村を対象として、木質バイオマスのエネルギ

ー利用に関する地域資料の分析（同村において 2011年 3月 11日～2019年 3月 31日に発行された地域資料（新聞記事、

村広報、村議会広報、村議会議事録、村行政・村議会が省庁等に提出した要望書・提案書・協定書等））、村行政担当

者へのインタビュー調査を実施し、木質バイオマス発電事業の実施にかかる村内の政策過程を分析した。 

加えて、福島第一原発事故の発生後に木質バイオマス発電施設の整備計画を立案したものの、住民等による反対運動

が発生し、計画を中止した福島県塙町と、計画中止を求める住民訴訟が発生した田村市を対象として、地域資料の分析

及び政策担当者（市町村農林担当課）へのインタビュー調査を実施し、木質バイオマス発電事業にかかるコンフリクト

の発生の要因を探索した。本研究ではこれら定性的データを、キングダンの政策の窓モデルにおける政策形成過程にお

ける三つの流れ（ 1）問題を認識する流れ、2）政策をつくり磨き上げる流れ、3）政治の流れ）（Kingdon 1984=2017）

13)の分析枠組みを援用して、事例対象地域における「木質バイオマス利用」にかかる政策形成過程を分析した。 

 

（3）結果と考察 

飯舘村では、復興計画［第 3 版］（平成 25 年 6 月改訂）に「木質バイオマス利用の考え方（案）」が明記された。

しかし、復興計画［第 5 版］（平成 27 年 6 月改訂）では、木質バイオマス利用に関する記述はほとんどみられなくな

った。このトーンダウンの背景には、2012 年度～2013 年度に実施された「いいたて までいな森林再生整備調査」に



 

76 

 

より、技術的要因（木材・チップの確保）による事業の実現可能性が見込めないことが明らかになり、問題を認識する

流れが変化したことで、前項で示したうちの 2）政策をつくり磨き上げる流れが途絶え、木質バイオマス事業の政策ア

ジェンダ設定が見送られたことがあった。しかしながら、政策企業家（Policy Entrepreneurs）が地域住民と村行政、中央

省庁等のステークホルダーを媒介する役割を果たした結果、1）～3）の流れが結合し、木質バイオマス事業の政策アジ

ェンダが設定された。 

塙町・田村市では、行政庁内において水面下で検討されていた木質バイオマス事業計画が、地域住民に公表されるに

あたって市町村行政による政策手続きの正当性が損なわれた結果、3）政治の流れが活発化し、住民等による反対運動

が活発化し、木質バイオマス発電事業にかかるコンフリクトが発生した。分析結果は、科学的不確実性を伴う政策決定

におけるステークホルダー間の利害調整において、相互の信頼を醸成するために政策手続きの正当性が担保される必要

があることが示唆された。またステークホルダー相互を媒介し、利害調整を支援する政策企業家（Policy Entrepreneurs）

の役割の重要性が示唆された。なお、本稿の詳細については、Tsuji (2021) 14)を参照されたい。 

 

2.1.5環境創生に向けた社会コミュニケーション手法に関する研究 

（1）目的と経緯 

日本政府が 2016 年 12 月に発表した SDGs 実施指針では、地方自治体が SDGs 達成に中核的な役割を果たすことが期

待されている。地方自治体は SDGs の推進に向けて、政策の受益者・参画者である住民の関心や課題認識を把握して政

策立案する必要がある。その方法として、地域政策への住民の関心・課題認識に係る情報をボトムアップに収集する参

加型ワークショップが提案されている（阿部 2017）15)。本研究は、郡山市で参加型ワークショップを企画・運営し、

SDGs の推進に向けて市民が抱える地域課題を分析することを通じて、同市における SDGs にかかる同市の体制づくり

とステークホルダー連携を研究的側面から支援・貢献することを目的として実施した。 

 

（2）方法 

2018 年に郡山市政策開発課、特定非営利活動法人うつくしま NPO ネットワーク、国立環境研究所の三者共催により

「SDGs から郡山の未来を考えるワークショップ（以下「WS」という。）」を計 3 回開催した。WS には郡山市各課か

ら 8（市民生活、環境、農林、産業観光、建設交通、保健福祉、教育）、公益法人・独立行政法人から 2、県内・市内

企業から 3、NPOから 1、公募から 1の計 15組織・13～21名が参加し、官民の幅広いステークホルダーより参加者が構

成された。参加者は毎回、3 つのグループに分かれワークを実施した。第 1 回（9 月 20 日）では参加者に郡山市の地域

課題を挙げていただいた。第 2回（10月 19日）では、SDGsの観点から参加者自身（家族・勤務先・地域を含む）が日

常的にどのような活動をしているかを挙げていただいた。第 3回（11月 27日）では、SDGsの観点から、郡山市の地域

課題を解決するための活動のアイデアを挙げていただいた。以上計 3 回の WS におけるグループワークの発言記録、

WS 実施後に参加者に依頼した事後レポート（N=11）を通じて、ステークホルダーの地域づくりに関する関心・課題認

識に関する定性的なデータを収集・分析した。 

 

（3）結果と考察 

第 3 回 WS における各グループの発言記録から、90 の地域課題解決のアイデアを抽出した。SDGs の 169 ターゲット

を参照して、90のアイデアに関連する SDGsの目標を 17目標ごとに特定し、関連する SDGsの目標が類似するアイデア

を集約した。結果、参加者から提案されたアイデアから、8分野（「1. 健康・福祉」「2. 労働環境」「3. 環境教育」「4. 

身近な環境」「5. 気候・エネルギー」「6. 交通整備」「7. 圏域の活性化」「8. 連携」）を抽出した。 

さらに提案されたアイデアの数を、ロゴ・文字・線のサイズで図示した（図 4-10）。参加者が挙げた郡山市の地域

課題解決にむけたアイデアの総数の上位 3分野は「1. 健康・福祉」「5. 気候・エネルギー」「7. 圏域の活性化」であっ

た。8分野と SDGsの 17目標の関連については、複数分野と関連する目標（8. 経済成長と雇用・11. 持続可能な都市づく

り）がある一方、関連が特定分野に限定される目標（5. ジェンダー・14. 海洋資源）も確認された。 
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図 4-10 第 3回 WS（2019/11/7）で参加者から提案された郡山市の地域課題解決に向けたアイデアの分析結果 

 

事後レポートでは、第 3回 WSの分析から抽出された 8分野のうち参加者が最も重視する分野を質問するとともに、

今後の郡山市における SDGs にかかる政策・活動に対する意見を自由記述で尋ねた。結果、最も多くの参加者が重視し

ていたのは「8. 連携」であった（11 名中 5 名）。自由記述では、SDGs が郡山市の様々なステークホルダーを繋ぐツー

ルとなることへの期待、SDGs の達成に向けて様々なステークホルダーが協力して、各々の専門知識や資源を活用する

必要性等が指摘された。本研究では、環境に配慮した持続可能な地域づくりに対する諸主体のニーズを収集・分析する

ツールとしての、住民参加型ワークショップの意義が示唆された。また、住民参加型ワークショップが、ステークホル

ダーが環境に配慮した持続可能な地域づくりを学習する契機となりうることも示唆された。なお、本稿の詳細について

は、Tusji et al. (2019) 16)を参照されたい。 
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2.2環境創生の地域シナリオ解析モデルの開発（PJ2） 

2.2.1地域特性に応じたエネルギーシステムの計画プロセス 

（1）目的と経緯 

地球環境問題を背景として再生可能エネルギーへの注目が高まり、さらに東日本大震災によって大規模集中型の電源

システムの脆弱性が明らかになったことで、全国各地で再生可能エネルギーを活用した自立分散型のエネルギーシステ

ムの導入を促進する気運が高まっている17)。また、近年多発する豪雨・豪雪などの異常気象はその傾向に拍車をかけて

いる。これは、本格的な復興期を迎えつつある福島県浜通り地域においても大きな関心事となっている。 

しかしながら、資源やエネルギーに関する技術や政策はこれまで、国やグローバルスケールにおける課題とされ、地

域における生活や生産の場においては変更することのできない所与の条件として認識されてきた。その結果、供給と需

要との間に大きなスケールギャップが生じ、様々な弊害が引き起こされてきた。例えば、地方部では、ガス管等のエネ

ルギー供給システムの整備が十分ではないため、都市部と比較して全般的にエネルギー価格が高く設定される傾向があ

るが、地域社会がそのような状況を打開するために有効な対策を実施することはできなかった。特に暖房・給湯需要の

大きい寒冷地域では光熱費が家計の負担となるとともに、建物の空調・給湯設備や断熱性能の不備とも相まって住民の

生活の質を低下させる原因の一つともなっている。 

一方、第5次環境基本計画においては、地域資源を活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応

じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す地域循環共生圏という考え方が

提唱されており、再生可能エネルギーの導入は地域循環共生圏を実現するための具体的な取り組みの一つとされている。  

そのような中、地方都市を対象とした持続可能な地域づくりに関連する既往研究は、集落スケールと単一から複数自

治体程度を対象とした地域スケールにおいてそれぞれ展開されてきた。集落スケールにおいては、特定のエネルギー事

業に着目し、その効果を検証する視点からの研究が進められている。一方、地域スケールにおいてはバイオマスなどの

資源に着目した地域循環効果に関する研究がある。しかしながら、各スケールにおいて研究がパラレルに進められてき

たため、集落スケールのエネルギーシステムの選択が地域スケールの資源循環に与える影響等、スケール間を横断する

視点からの検討は十分に実施されていない。 

本研究では、福島県内の自治体を対象とし、集落単位での、地域資源を活用した次世代のエネルギーシステムへの転

換可能性を検討する。その上で、それらが導入された場合、地域の資源需給バランスや環境・経済・社会の各側面に与

える影響について考察する。 

 

（2）方法 

（1）計画プロセスモデルの構築 

代替的なエネルギーシステムの導入効果を検討するためには、大枠の方針ごとに具体的なシステム設計とその運用が

最適化された状態で比較評価する必要がある。本研究では計画プロセスモデルを構築し、設計と運用に掛かるコストが

最小化された状態を特定する。その基本構造を図4-11に示す。 

エネルギーシステムは外部から供給される系統電力や燃料（ガス、灯油、バイオマス系資源等）を需要側で利用でき

る電力、冷暖房、給湯に変換するシステムである。まず、エネルギーシステムの検討フレームワークを設定する。これ

は候補となり得る全てのエネルギーシステムを含んだ一般構造を示すもので、ここでは既往研究18)に従い「スーパース

トラクチャー」と呼ぶこととする。スーパーストラクチャーは、システムを構成する候補機器を表すサブシステムと、

その間のエネルギーの潜在的な流れ（入出力関係）により表現する。 
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その上で、燃料消費量などフローの値と設備容量な

どのストックの値を組み合わせたコスト関数を最小化

するシステム構成とその季節・時間別の運用計画を同

時に特定する。なお、燃料消費量は、建物のエネルギ

ー需要に機器のエネルギー転換効率を乗じることで算

定する。目的に応じて、スーパーストラクチャーの中

から、サブシステムを選択するとともに、選択された

機器の中から季節・時間ごとに、運用する機器や運用

する入出力レベルを決定する。このため、一度でも運

用する必要のある機器は、設計段階で選択されている

必要があり、機器の容量は年間最大出力値以上である

必要がある。 

ただし、本研究では、年間 8,760 時間を対象とした

解析を実施すると、計算負荷が大きくなるため、各月より 1 週間分のデータを抜き出し 2,016 時間を対象とした計算を

実施した。また、対象集落に属する建物に同じタイプのエネルギーシステムが導入されるものと仮定している。 

 

（2）対象地域と分析枠組みの設定 

本研究では、ケーススタディエリアとして、福島県・新地町における駅周辺地区、及び奥会津地域の三島町の中心地

区を対象とする。 

a）新地町  

東日本大震災による津波被害を受けた福島県新地町の新地駅周辺地区の復興まちづくりを対象としてケーススタディ

を実施する。新地駅周辺地区は住宅地、商業用地、植物工場用地より構成されている。ここでは、新地駅周辺地区にお

いて復興計画に従ってまちづくりが実施された場合における、当該地区へのエネルギー供給システムを検討するともに、

エネルギー供給システムデザインの観点から望ましい空間利用計画を提言することを目的として検討を実施した。なお、

新地町は同県の北部・宮城県との県境に位置する、人口約 8,000 人の自治体である。東日本大震災による被災地域であ

り、津波により全体の 24%の土地が浸水している。復興においては、津波被災地域である新地駅周辺の復興計画の具体

化、及び町内に建設された LNG 基地より得られる天然ガスを地域で利用する計画の立案は課題の一つとなっていた。

新地駅周辺地区は、LNG 基地が立地する相馬中核工業団地に対して、約 4km 北側に位置している。本研究では天然ガ

スを活用したコージェネレーションシステムにより新地駅周辺地区へのエネルギー供給を実施するケース、及びその比

較対象として ヒートポンプ、ガスボイラー等のケーススタディエリアにおける標準的なシステムによるエネルギー供

給を実施するケースを検討した。 

 

b) 三島町 

2015 年の国勢調査によると三島町の人口は 1,792 人であり、高齢化率は既に 49%に達している（日本全国の平均は

26.6%）。主産業は建設業と町内にある東北電力の水力発電所（最大出力 94,000kW）に関連した電力関連産業であり、

農林業、観光業がそれに続いている。面積は 1,518 km2であり、その約 8割が森林に覆われている。そのため、木質バイ

オマス資源をエネルギーとして有効活用することによる地域振興が政策課題となっているが、現状では、一部の公共施

設・住宅等でのペレットストーブや薪ストーブなどの導入に限定されている。 対象は町役場、県立病院、会津宮下駅、

福祉施設等の施設が立地し、町の中心機能を担っている中心地区（宮下地区）とする。福祉施設には太陽光発電設備が

導入されている。建物における住宅の比率は小さいが、町内で最大の人口規模である。定住促進を目的とした単身世帯

向けの住宅が整備されている。 

 

図 4-11 計画プロセスモデルの基本構造 
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本研究では、中山間地域における資源の賦存状況及び技術進歩の状況を考慮して、現況で普及しているエネルギーシ

ステムとバイオマス関連技術と太陽光発電システムを組み合わせた 3 ケースの代替的なエネルギーシステムの導入効果

について評価する。 以下にその概要を示す。 

 

ケース 1：従来型システム 

冷房はルームエアコン、暖房は灯油ストーブ、給湯はガス給湯器により供給する。供給源は系統電力、灯油、LPG

（液化プロパンガス）である。アンケート調査によると現状の対象地域で最も普及しているエネルギー機器に基づくシ

ステム構成である。 

 

ケース 2：太陽光発電+全電化システム 

系統電力と太陽電池からの電力により全てのエネルギーを供給する。冷暖房と給湯はルームエアコンとヒートポンプ

給湯器を利用する。また、蓄電池と蓄熱槽の設置を可能とする。前述のように太陽光パネルの設置最大面積は建物屋根

面積とする。近年、対象地域においても全電化住宅が建設されており、今後のエネルギーシステム転換の方向性の一つ

と考えられる。 

 

ケース 3：太陽光発電+バイオマス熱供給システム 

ケース 2 と同様に系統電力と太陽電池を導入するものの、バイオマスペレットを燃料とするストーブとボイラーによ

り暖房と給湯をそれぞれ供給する。なお、ストーブとボイラーは各需要家が設置するものとし、熱導管の敷設は必要な

いものと設定とする。既に対象地域において一部の建物に導入されている太陽光発電、バイオマス熱供給システムが集

落全体に展開する想定である。 

 

ケース 4：バイオマスコージェネレーションシステム 

BCHP により必要な電力を発電するとともに、その排熱を冷暖房や給湯に活用する。そのため、地域熱導管が必要と

なる。BCHP は欧州を中心に開発が進められている 10〜数 100kW クラスの機器を想定している。国内における導入事

例が限定的である BCHPが実装される先進的な想定である。 

 

（3）結果と考察 

（1）新地町における検討結果 

 エネルギー事業を実施するケースでは、 設備投資コストが 1.6 億〜3.8 億円程度となっている。そのため、一般的な

エネルギー価格の設定の下では、事業者の収支は赤字となる結果となった。しかしながら、環境的な観点からは便益が

得られる点等を考慮すると、社会的なメリットが発生する可能性があるため、事業実施に向けて関連するオプションに

ついて検討した。その結果、需要家の便益を損なわない範囲で販売価格等を調整し、さらに環境負荷の削減効果等を総

合的に考慮することで、事業収支の改善可能性があることが分かった。また、エネルギー負荷密度を単純に高めるとい

う方法では事業効率の改善に寄与しない可能性がある一方、電熱や季節別の需給バランスを考慮して、システムの適正

な複合化により、事業収支が改善できる可能性があることが示された。 

 

（2）三島町における検討結果  

a)  システム設計と運用計画 

各ケースにおけるシステム設計の結果は以下のようになっている。まず、ケース 2と 3における太陽電池の容量につ

いて確認する。ケース 2では、設置可能面積（建物の屋根部分の面積）の 60%程度に相当する容量の太陽電池が選定さ

れた。一方、ケース 3 では、暖房・給湯需要を電力ではなくペレットで賄うため、電力需要が縮小することから、太陽
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電池の容量はケース 2 よりも若干小さくなって

いる。次に、ケース 3 におけるペレットストー

ブの設備容量は 3,853kWであり、冬季（1月）の

暖房需要ピークに相当するため、それに基づい

た容量が選定されていることが示唆される。  

次に、システムがどのように運用されている

かを確認するため、時間別と月別でのエネルギ

ー需給バランスを調べた。その結果、ケース 2

とケース 3 の電力需給からは、太陽光発電の季

節変動や日変動が大きく、特に冬季の発電量は

限定的であることが分かった。さらに、ケース2

の給湯の時間別需給バランスからは、ヒートポ

ンプ給湯器は、料金の安い夜間電力を用いて運

転されていることが分かった。また、ケース 3

の給湯の時間別需給バランスからはピーク需要

よりも小さい 475kW のバイオマスボイラーによ

る定格運転が実施され需要の低下する時間帯は

貯湯槽で温水を蓄えておき、夕方のピーク時間

帯にそれが消費されていることが分かった。同

様に、ケース 4の結果からは、BCHPは年間を通

じて 870kW で定常運転しつつ、需要が低下する

夜間の余剰電力の一部を蓄電池に蓄えて、電力

の不足する昼間の需要ピーク時に利用するシス

テムとなっていることが分かった。このよう

に、いずれのケースにおいても合理的なシステ

ムデザインと運転計画が導出されていることが

確認できる。 

 

b）システム導入効果 

ケースごとの地区全体のエネルギーコストの

推計結果を図 4-12 に示す。ケース 1 では設備費

も含めて 3 億円程度のエネルギーコストがかか

る。ケース 2と 3ではそれに対して 2割程度のエ

ネルギーコストの削減効果が得られる結果となった。一方、ケース 4では 34%コストが増加する結果になった。 

次に、経済循環効果について検討する。ケース 1 と 2では、大部分が地域外に流出していると考えられる。コストの

うち地域内の経済循環に寄与する可能性の高い費目（人件費、メンテナンス費、ペレット料金、チップ料金）はケース

3では 52百万円、ケース 4では 175百万円となる。三島町の総生産 6,100百万円と比較して、ケース 3では 1%、ケース

4 では 3%程度に留まっている。このことから、地域経済の活性化にインパクトを与えるためには、中心地区の取り組

みを周辺に波及させていくことの重要性が示唆される。 

また、CO2排出量と削減結果をまとめた結果を図 4-13に示す。ケース 2と 3ではケース 1に対して 28～43%の CO2排

出量が削減される。ケース 4では化石燃料起源のエネルギーを使用しないため CO2排出量は 0となる。世界銀行報告書

の CO2取り引き価格である 4,355～8,710 円/ton-CO2（40～80 ドル/ton-CO2）を用いて、CO2削減効果を経済価値に転換す

 

図4-12 コスト評価結果 

 

 

図4-13 CO2排出量の評価結果 

 

 

図4-14 バイオマス資源消費量の評価結果 
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ると 6～47 百万円となる。いずれのケースにおいても、直接的なエネルギーコスト増減効果と比較して 10～40%程度の

値となっており、エネルギーシステムの選定において環境的価値を考慮することの重要性が確認できる。 

次に、バイオマス資源の消費量を検討する。ここでは、素材となる木質バイオマス資源量で統一的に評価する。ペレ

ット、チップともに生材に相当する含水率 50%の木質バイオマス資源から生産されるものと想定し、1kg = 2.33 kWh と

して単位換算して評価した。結果を三島町のバイオマス資源の賦存量とともに図 4-14 に示す。バイオマス資源消費量

はケース 3 では、三島町の賦存量と 4 割程度であり、ケース 4ではそれを大きく超える結果となった。ただし、いずれ

のケースにおいても奥会津地域全体のバイオマス資源賦存量 48,736 ton/年と比較すると小さな値となる。このことから

も、バイオマスのエネルギー利用により、三島町や奥会津地域の林業の活性化にも寄与しうるものと考えられる。 

 

現状の社会経済状況下においては、コージェネレーションシステムによる地域エネルギーシステムの導入はコストが

増加してしまうため導入が困難であることが分かった。これは、地域エネルギーシステムへの初期投資コストが大きい

ためである。ただし、地域エネルギーシステムに適した小規模のエネルギー供給に関連する技術開発も活発に進んでい

る。特に、バイオマス・コジェネーションシステムに関しては、10kW クラスの小型の機器が開発されており、既に欧

州を中心に導入が進んでいる。また、日本国内においても、バイオマス発電に関する要素技術の観点からの検討が進め

られてきた。柳田他 19)では、出力規模ごとにバイオマス発電事業において損益分岐点と原料調達価格との関係が分析さ

れている。その結果、FITによる比較的高い買い取り価格を前提とした場合においても、発電単独の場合は、5MW以上

でないと採算がとれないことが示されている。笹内 20)では、木質バイオマス発電における代表的な発電方式である蒸気

タービン発電、ガス化発電、ORC（Organic Rankine Cycle）発電についての技術的特徴を整理した上で、方式ごとの小規

模事業における採算性を検討している。2MW 程度の小規模発電事業においては、蒸気タービン方式ではコストが高く

事業が成立しないことを示す一方、ガス化発電、ORC 発電において熱を併給することにより採算性が大幅に向上し、

事業としても成立する可能性があることを指摘している。以上のように地域資源を活用し地域経済にも寄与しうる分散

型エネルギーシステムを実現するための技術が整備されつつある。ただし、新地町では 1100kW の CHP、三島町では

870kW の BCHPが導入されており、上記の基準値 2MWと比較して半分程度の規模となっている。また、熱の利用効率

も必ずしも高いものとはなっていない。この点からも、需要規模の拡大と熱利用効率の向上が課題であることが分かる。 

以上より、地域エネルギーの実装には、コージェネレーションによりエネルギーの利用効率を高めることがポイント

となるが、熱エネルギーは輸送に制約があるため、需要家を集約するなど地域づくりと一体となった取り組みが必要に

なる。こうしたエネルギー事業と地域づくりが一体となった取り組みの先進事例においては、その多くはトップダウ

ン・プロセスではなく、地域社会の多様なステークホルダーによる共創的なプロセスに基づいていることが指摘されて

いる。筆者らが調査を行った環境先進都市である岩手県紫波町の事例研究においても、2000 年頃に始まった資源循環

に関する萌芽的な取り組みが、多様なステークホルダーを巻き込んだ空間整備を含む様々な活動へと展開するなど、共

創的プロセスの特徴が見られた。一方で、このような複雑な問題に対して一般的に適用可能な設計スキームは十分に整

理されてこなかったため、各取り組みは局所的な経験に依存する傾向がある。本研究においても、トップダウンにより

分散型エネルギーシステムをデザインする方法を検討してきた。これを補完する形で、持続可能な地域社会をボトムア

ップでデザインするための枠組みの構築が今後の課題である。 

また、地域社会の中にエネルギー供給システムを構築することで雇用の安定化に寄与することや、災害時におけるエ

ネルギー供給の継続可能性を高め地域の安心安全性を向上させることなど、分散型システムの導入に伴う様々な社会的

影響も指摘されている 17)。そのため、環境・経済・社会にわたる多元的観点から、地域固有の条件にマッチしたシステ

ムを共創的プロセスにより構築することにより、大規模システムに対抗しうる機能を実現することが重要となる。 
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2.2.2地域バイオマス資源を活用した森林復興シミュレーション 

（1）目的と経緯 

日本における人工林の劣化が指摘されて久しいが、これは、中山間地域における深刻な人口減少と地域産業の衰退と

相まって進展したことは明確である。一方で再生可能エネルギーの固定買い取り価格制度は、未利用材等の木質バイオ

マスによる発電事業への注目を集めた。需要と供給のニーズが一致し、森林問題を一挙に解決する万能薬と捉えられ、

さらに木質バイオマスの利用促進は、気候変動問題における森林吸収源対策や化石燃料代替への転換策を兼ねてもいる。

しかし、固定買い取り価格制度の利用を前提とした大型バイオマス発電所は、一基につき年間数万トンの木質バイオマ

スを必要とするため、地域資源でのみこれを賄うためには、計画的な森林伐採による持続可能な燃料供給なしでは成立

しない。 

本研究では日本全体における森林問題の解決に資するよう、森林資源量査定、バイオマス利活用効果の定量的評価と、

課題の整理を行った。さらに、放射線災害を受けた森林の利活用についても、方法論の整備にあたった。本研究プロジ

ェクトの対象地域である福島県も豊かな森林資源を持つ地域であるが、一方、福島第一原子力発電所事故によって被害

を受けた過去を持ち、一般的な課題に加え特殊な課題がそれに加わる。はじめに森林資源の把握について述べ、その後、

森林生長量予測を含むバイオマス利活用統合モデル(Biomass Integrated Model: BaIM)について述べる。このモデルは実効

炭素蓄積速度評価を行うことができる。このモデルを利用して、福島県奥会津地域にて、バイオマス事業の可能性を検

討した。 

 

（2）方法 

（1）木質バイオマスのポテンシャル評価 

いわゆる民有林は、都道府県により森林に関する台帳（森林簿）と、森林計画図を GIS化した地理情報と紐付けがさ

れ、木質バイオマスにかかる情報が整備されている。林種、樹種、林齢などの広域の森林の情報収集には、まずこれが

基本的な情報となる。しかし、現地調査により、必ずしもこれらの情報源が正確な森林構成、地理情報を保持している

わけではなく、また前述した間伐など森林施業の履歴も必ずしも紐付けされている状況ではないことが分かった（著者

ら現地調査より）。 

衛星あるいは航空機からリモートセンシングにより、森林の画像判別などを行って林相、樹種などの情報を取得する

技術開発が進んでいる。本プロジェクトでも研究対象地域（奥会津地域）で実施をしており、一定の成果を上げた。し

かし、画像分類が抱える判定誤差が避けられないという問題だけでなく、林齢等の情報を画像のみから解析することが

難しく、林分材積(蓄積量)を直接推定することができないという欠点がある。 

 

 

図 4-15 福島県大沼郡三島町浅岐地区の計測例（2019年 7月）(a)空中写真からのオルソモザイク画像 (b)レーザー

計測点群例(横断面) (c)レーザー計測データからの標高データの推定 
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本プロジェクトと並行して福島県補助を受け（令和 2年度地域復興実用化開発等促進事業）、広域での計測が可能な

ドローンによる森林レーザー計測技術と、収集したクラウドデータを機械学習によって樹木個体レベルのデータに変換

する技術を開発した。この技術は、未だ放射線量の高い被災森林において、リモートセンシングながら毎木調査に近い

データを一日に 1ha程度取得可能である。本技術は未だ開発段階であるが、今後樹木個体ごとに蓄積、生長量をモニタ

リングし、森林管理収穫計画に役立てるシステムが普及することが見込まれた（図 4-15）。 

この調査方法は立ち入りが困難な地域、例えば原子力災害被害を受けた森林でも実施が可能であり、今後期待されて

いる福島県浜通り地域における森林の環境再生や地域資源利用などに有効であると考えられた。 

（2）バイオマス利用による地域炭素収支の推定 

社会全体の脱炭素だけではなく、森林の適切な管理や地域における循環促進など、木質バイオマスのエネルギー利用

は波及効果が高いとされている。年度ごとに公表される『日本国温室効果ガスインベントリ報告書』は、森林の吸収や

HWP （Harvested Woody Products）による炭素貯留を含み、自然生態系の社会的利用を考慮する仕組みとなっている。また

カーボンフットプリントは、木材製品を利用する際の製造工程や輸送などの炭素放出をライフサイクルアセスメントの

観点から評価され、製品の全寿命における炭素収支を明らかにしている。 

本研究では、中山間地域にバイオマスエネルギーシステムを設置した際の脱炭素推進という観点から、エネルギー利

用や輸送・製造工程も含めたカーボンフットプリントに近い手法を用いて、生態系と社会との全体における炭素収支を

評価した。社会-生態システムにおける炭素収支は、生態系だけでなく、森林資源を社会でどのように利用するかによ

り決まる。そして社会活動は炭素収支というよりはむしろ、別の尺度である経済収支によっても決まる。そして、その

結果は社会経済へと遡って間接的に影響する。この目的のために、生態系、林業、バイオマス利用過程それぞれのモデ

ルを統合したバイオマス利活用統合モデル （Biomass Integrated Model: BaIM）を開発し、定量的炭素収支のための指標

ESR（Effective Sequestration Rate）を提案した。

a）炭素収支におけるシステム境界と考慮する要素 

生態-社会システムの炭素収支の計算は広範囲にかつ多岐にわたる要素が含まれることになる。本研究では、森林資

源利用促進による化石燃料由来炭素排出抑制効果を、次の 4要素に限定して推定することした。 

1: 木材をチップ化などして焼却しエネルギー化することで化石燃料消費時の炭素排出を抑制する効果 

2: 建築材で利用することにより炭素が長期にわたって貯留する効果 

3: 建築材で利用することによりコンクリート利用を代替でき、コンクリート生産時の炭素排出を抑制する効果 

4: 建築で利用された廃材をエネルギーとして利用することで、化石燃料消費時の炭素排出を抑制する効果 

この算定には、システム境界で吸収された炭素だけでなく（2）、バイオマスが代替利用されることで排出が妨げら

れた炭素も入る（1、3、4）。この算定では吸収された炭素を蓄積（2）とカウントした上で、さらに代替利用による炭

素排出抑制（3）もカウントされる。1～4 の製品化や輸送に必要な化石燃料消費はシステム境界から排出されるものと

する。この炭素収支計算の全体イメージとしては、システム境界における森林・木材が関係した炭素の収支に、化石燃

料の代替による正の効果と化石燃料消費による排出で調整したものとなる。 

この仮想的なシステムの境界は社会まで拡大されるが、地理的なバウンダリーというより、社会活動が及ぶ範囲とな

る（図 4-16）。つまり、ある地域のバイオマスが別の地域で消費される場合は、バイオマスが消費される場面にまでバ

ウンダリーを拡大する。仮想システムにおける炭素収支は、ある年 t における、森林における吸収源 Ft、森林施業によ

る放出 Ewt、エネルギー利用 Soffset t、建築貯留 Sstock tにより 

 ESR = Ft − Ewt + Soffset t + Sstock t 

と定義し、Effective Sequestration Rate （ES）とした。各項は以下で説明するモデルを使用する。
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b）森林生態系モデル BGC-ES 

日本国内における林業施業の影響評価を主な目的として、森林物質循環モデル BGC-ES（Bio-GeoChemical model for 

evaluation of Ecosystem Services; Ooba et al., 2010）24)が開発されている。国内の主要樹種をサポートし（スギ、ヒノキ他）、

林業施業が行われた場合の物質循環に与える影響を評価できる。前述の森林資源ポテンシャル調査の林種や樹種、林齢

の情報を活用し、森林動態をより詳細にシミュレーションすることができる。BGC-ES は日ベースで水循環、年ベース

で炭素（C）と窒素（N）の循環を推定した。 

 

図 4-16 仮想-生態-社会システムにおける森林資源利用促進による化石燃料由来炭素排出抑制効果を含む炭素収支 

 

c）バイオマス利活用コストモデル 

木材の伐採から輸送までのプロセスごと（伐採、玉切り、土場搬出、製材所等までの輸送、製品化）の労働力、コス

ト、二酸化炭素排出量を推定するモデルである（Ooba et al., 2012）23)。本研究では土場搬出までの二酸化炭素排出量 Ewt

を計算した。 

 

d）仮想システム炭素収支モデル 

カーボンフットプリントと同様の考え方で、仮想システムにおける、森林資源利用促進による化石燃料由来炭素排出

抑制効果を推定する方法を提案した（大場, 2018）22)。 

伐出された一部の材がボイラーや発電所などでエネルギーとして利用されるとする。このシステムにおける炭素収支

Soffset tは 

 Soffset t = re (se − Ec) Ht, 

ここで Ht は年間の素材生産量（m3 y-1, Ewtと比例）である。エネルギー代替効果は以下のように考える。ある量の木

材を消費すると、相当する発熱量を得るために必要な化石燃料の燃焼を代替したことになる（se kg-C m-3）。reはエネル

ギー向けに消費される木材の割合、Ec はチップ化と消費地への輸送にかかる炭素放出（代表値として 16.36 kg-C m-3と仮

定）である。エネルギー転換は熱や電気となるが、この構成割合は本研究では考慮していない。 

木材が建築物等によって炭素貯留プールを Pstock t (kg-C)、年間の製材生産量 Lt (m
3 y-1)として 

 Lt = (1 − re) rl Ht, Istock t = cc ρdw Lt, Ostock t = rτ Pstock (t−1), 

ここで rlは収穫材から製材への歩留まり（0.6）、ccは木材の炭素含有量（0.5）である。rτはプールでの回転率（0.05）、

プールされている炭素が年間どの割合で廃棄されるか表現するが、ここでは一律の方法を採用した。このプロセスで化

石燃料使用量による炭素放出を Eb とした（42.5 kg-C m-3）。木造建築のコンクリート代替として、床面積あたり節約し

たコンクリートの量 308 kg m-2と仮定して、木材 1m3あたり sc = 43.58 (kg-C/m3)とした。 

炭素貯留プールの収支（kg-C） は 
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 Pstock t = Pstock t−1 + Istock t − Ostock t  

さらに廃棄された建材の放出を考え、このシステムにおける炭素収支 Sstock tは 

 Sstock t = Istock t − Ostock t +(sc − Eb) Lt + se re Ostock t / ccρdw, 

最後の項は廃棄が適正利用される割合 re として（シナリオにより変化）、これはエネルギー利用されたこととして、

化石燃料代替効果を考慮している。なお、建築時にも燃料由来排出が発生するが建築構造によってかなり変化するため、

補修や解体・廃棄時とあわせてESRから除外した（木造か、コンクリート造かによらず同じとして、その代替効果はな

いと想定した）。 

 

（3）シナリオ・研究対象地  

研究対象地としては、国立環境研究所が連携協定を結んでいる福島県大沼郡三島町を含む奥会津五町村（柳津町、金

山町、昭和村、只見町）を対象とした。地勢や研究経緯などの情報は大場（2019）21)等で報告した。三島町では小型の

熱電併給型の木質バイオマスエネルギーユニットの導入が官民連携で検討されている。本研究では、この構想を考慮し

て、五町村における民有林のスギ林（約 36,000 ha）を利用することを前提に評価を実施した。 

モデルによる炭素収支の評価には、森林管理のシナリオと効果測定のための仮定が必要である。森林をどのように施

業してゆくかという森林管理シナリオは、大きく分けて現状維持と間伐の増加、長伐期施業あるなしの組み合わせとし

た。間伐の割合は 4 段階に設定した（表 4-2）。材の利用方法は、伐採される場所や材の品質によって細かい設定が必

要となるが、ここでは最大の効果を検討するため、全量をエネルギー、あるいは建築に振り分けた場合を計算した（表

4-3）。 

 

表 4-2 森林管理シナリオ 

シナリオ名 
施業面積 

(全森林-%/年) 

伐期 

(年) 
間伐タイミング(齢) 

成り行き BAU 0.36 40 15, 20, 25, 30 

増産施業 

PPa 1 

40 同上 
PPb 1.5 

PPc 2 

PPd 2.5 

長伐期施業 

PLa 1 

80 15, 25, 35, 45, 55 
PLb 1.5 

PLc 2 

PLd 2.5 

 

表 4-3 木質バイオマス利活用方法と ESRの算定方法 

利用方法 説明 ESR 

森林管理 森林と森林施業のみの収支 Ft − Ewt 

オフセット 収穫材をエネルギーとしてのみ利用 Ft − Ewt + Soffset t 

ストック 収穫材を建築としてのみ利用 Ft − Ewt + Sstock t (re= 0) 

カスケード 上記に加え廃材をエネルギー利用する Ft − Ewt + Sstock t (re= 0.01程度) 

 

（3）結果と考察 

（1）森林吸収 

森林生態系の炭素収支と森林管理シナリオによる作業の効果のみの ESR、表 4-3 の「森林管理」に相当する評価を最

初に行った（結果は省略する。詳しくは大場, 2018）22)。森林生態系の炭素収支には植物の純総生産、リター分解、土
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壌呼吸、人間活動による引き去り（収穫）があり、単位はkgC/ha yとなる。森林管理の「成り行き」シナリオ（表4-2）

以外は、継続的な森林管理により森林蓄積は減少するが、ESRは 2050 から 60 年までに回復する。PLc や PLd シナリオ

のような炭素収支から見た強度の生態系へのかく乱と抜き去り（収穫）があったとしても、適正に再造林すればESRは

正のある値に回復することが示された。成り行きシナリオは森林施業をほとんどしないことと、林齢のゆがんだ構成の

ため ESRは次第に減少してゆく。この結果は国内森林で共通であると考えられる。 

森林施業を推進するシナリオ（増産、長伐期）において、収穫材積は 2015～2035 年に増加する。PPb と PLb シナリ

オでは 54,000あるいは 79,000 m3/yであり、これは成り行きシナリオ（13,000 m3/y）の 4～6倍である。収穫する時間間隔

（伐期）は各シナリオ PLcと PLdで 1/0.02 = 50 年 （2% case）と 1/0.025 = 40 年 （2.5% case）となり、これは 40年が標準

的な伐期である施業体系の最大の収穫量と言える。また長伐期施業の PLb シナリオでは安定した収穫が見られた。これ

以上の施業の強さでは持続的な収穫が困難であると考えられる。 

 

（2）バイオマス生産可能量と価格 

バイオマス利活用コストモデルにより計算されたバイオマス生産価格は 6,000円/m3を超え、施業が進んでいないため

シナリオごとの差はなかった（図 4-17）。エネルギー向けバイオマスチップはトン 12,000円が上限価格とされるが、丸

太の重量密度を 546.4 kg/m3と仮定すると、6,600円/m3が上限となる。伐採や造林が進んだ 2060年代には、6,600円/m3以

下の材は PPbシナリオで 15,000 m3/y, PLbでは 110,000 m3/yが生産可能である。これは先ほどの密度を使うと年間約 6万

トンとなる。 

 

 

図 4-17 1m3コスト別の生産可能な累積素材材積 

 

（3）地域仮想システムにおける炭素収支 ESR 

収穫した木材を人間活動で使用した場合の脱炭素効果を推定するために、本研究で導入したESRを推定した（図 4-18

（a））。まず森林管理のみの効果では、森林管理の強度が高くなるほど、初期に森林へのかく乱が強くなるため、

ESRはマイナスへ大きく振れるが、その後強度が高いほど、プラスへ大きく振れる。 
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図 4-18 ESR(Gg-C/y)の推移森林管理のみの効果 

各効果と(a)との差(b) BAUシナリオ(c) PPb(生産増産)シナリオ (d) PLb(長伐期施業)シナリオ 

 

次に「成り行き」シナリオで、バイオマス利用による各効果を検証（図 4-18（b））すると、エネルギー（オフセッ

ト効果）で利用するとESRが最も高かった。建築利用（ストック）はほぼ ESRが 0に近づいていき、建築による炭素プ

ールが平衡となった。建築廃材を利用するカスケードではそれより ESR は若干高かった。図 4-18 は年代により森林管

理による ESR が大きく異なるため（図 4-18（a））、エネルギー利用などの効果を理解しやすくするために差を取って

いる。 

森林管理を行った場合の持続可能な収穫が期待されるシナリオ PPb、PLb においても同様の傾向が見られた（図 4-18

（c）、（d））。エネルギー利用による ESRが最も高く、建築プールが平衡になるに従って次第に減少する。シナリオ

のピークのずれは、PPbの方が若干生産量が多いためより速く建築プールが平衡に達するためである。 
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2.3参加型の環境創生手法の開発と実装（PJ3） 

2.3.1環境情報技術による社会コミュニケーション手法 

（1）目的と経緯 

東日本大震災は人口減少社会における大規模災害であった。過去の多くの災害では復興まちづくりの過程において居

住・生活圏の再建や市街化とともに都市機能が回復した。一方で、東日本大震災では若い世代を中心とした人口流出が

生じ、被災地域の過疎化や高齢化、地域コミュニティの衰退など問題が顕在化した。こうした中で、震災復興と地域再

生の過程において、地方自治体や地域住民、地域企業、教育・研究機関等の種々のステークホルダーが密接に連携し、

地域住民の将来にわたっての安全・安心の提供と生活環境の向上を実現するために、社会コミュニケーションを円滑に

行う方法を確立することが求められている。そこで本研究では、情報通信技術（ICT）を活用した双方向型の地域情報

ネットワークの形成とコミュニケーションインターフェースの開発及びその機能性と利用性向上を目的とした。このシ

ステム開発により地域データの取得・解析、地域コミュニティ活性化、地域の省エネルギー行動などを支援し地域環境

創生に貢献するとともに、より汎用的な地域住民の環境行動解析とモデル化の研究に結びつけ、地域条件が異なる種々

の地域へ水平展開する方策についても検討した。 

 

（2）方法 

被災地域における復興まちづくり支援の一環として、社会コミュニケーション支援、省エネルギー行動の促進、地域

防災やまちづくりに関する情報発信を目的とした地域 ICTシステム「くらしアシストシステム」の開発と社会実証実験

を行う。この地域 ICT システムは、ユーザ側からは専用のタブレット端末やネットワーク接続した PC、スマートフォ

ン等を介して、自治体からの連絡やユーザ間でのコミュニケーションなど双方向的な情報の発受信が可能である。また、

このシステムから取得した地域情報データを解析し、復興まちづくり支援や地域活性化に貢献する。 

 

（3）結果と考察 

双方向型情報ネットワークシステムによる地域 ICTシステム「くらしアシストシステム」を開発し、福島県新地町の

約 100世帯に導入して社会実証実験を実施した。開発したシステムの画面表示の例を図 4-19に示す。このシステムの利

用性向上に向けて、導入世帯の個別訪問、講習会、意見交換会などを頻繁に行い（図 4-20）、住民と直接的なコミュニ

ケーションをしながら技術開発を進めた。「くらしアシストシステム」を活用してエネルギー消費の見える化を行い省

エネルギー行動に結びつけるため、システム導入住宅では電力計測機を設置し（図 4-21）、住宅内の電力消費量をリア

ルタイムで見える化している。その際、各住宅における計測データをクラウドサーバに蓄積し、情報を一括管理するこ

とにより、例えば省エネランキングの表示や節電メッセージ送信などの機能を実装した。 

 

 

図 4-19  くらしアシストシステムの画面表示例 
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図 4-20 住民向け講習会の様子         図 4-21 各住戸に設置した電力計測器 

 

この情報システムにより得られた電力消費データの解析結果の例を紹介する。ここでは 2014 年 6 月～2017 年 1 月の

データを用い、月別及び時刻別の平均電力消費量を算出した。各住宅データを世帯人員数別に集計した結果を図4-22に

示す。この結果、1～2 人世帯を除けば、世帯人員数が多い世帯ほど電力消費量が多く、概ね電力消費量は世帯人員数

に比例する結果となった。一方、1～2 人世帯は世帯人員数と比例せず、世帯当たりの電力消費量が 3～4 人世帯より若

干多いという結果となった。この理由として、新地町の地域条件では 1～2 人世帯は高齢世帯が多く、日中の在宅率が

高いことが考えられる。図 4-22（a）から月別変動パターンでは冷房・暖房が必要となる夏季・冬季の電力消費量が多

く、中間季は少ない傾向となった。冷房期と比較して暖房期が長いことも、東北地域の住宅における一般的な季節変化

パターンの特徴である。このデータにはガス・灯油が含まれておらず、電力のみでの比較でも冬季のピークは夏季のピ

ークを上回る結果となった。また、図 4-22（b）の時別別変動パターンから、住宅における活動時間帯である朝 6 時頃

と 18時頃にピークが生じていることも読み取れる。 

 

 

図 4-22 世帯人員数別の電力消費量 

 

システム導入住宅では主要な家電製品と住宅設備の保有状況をアンケートにより把握した。そこで、住宅のエネルギ

ー消費量のうち比較的大きな割合を占める暖房・給湯に着目し、その電気利用の有無に基づいて集計した結果を図 4-23

に示す。なお、アンケートでは機器の設備保有状況は把握しているが、使用状況は把握できていない。特に、暖房につ

いては複数の機器を保有しているケースが多いが、これは冷房に用いるルームエアコンが暖房の機能も有しているため

である。このため、灯油やガスによる燃焼式の暖房も保有している世帯においても多くはルームエアコンを保有してい

るが、暖房期にもルームエアコンを利用しているかはアンケートでは不明である。このため、暖房は「燃焼式あり」と

「電気式のみ」に分けて集計した。この結果から、給湯における電力利用の有無は全体への寄与が大きいことが分かる。

特に図 4-23（b）の時別別変動パターンから、電気式の給湯を利用する世帯において深夜～早朝にピークが生じており、

ガス・灯油を利用する世帯との差異は明確に生じた。これは、電気式の給湯設備では深夜電力を利用して得られた温水

が貯湯槽に蓄えられた後、生活時間帯に使用されているためである。 
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図 4-23 温熱機器別の電力消費量 

 

次に平日・休日別に集計した結果を図 4-24 に示した。図 4-24 では月別変動パターンは省略し、時刻別平均値のみを

図化した（図 4-25 も同様）。この結果、平日は朝 6 時頃に大きなピークが生じ、9 時頃までに急激に減少しているが、

休日は全体として緩やかであることが分かる。また、日中は休日の方が大きく、夜間はほぼ同程度となった。 

夏季、冬季、中間季に分けて季節別に集計した結果を図 4-25 に示した。この結果、冬季は朝方に大きなピークが生

じるが、夏季は中間季と同程度であり、起床時の暖房の立ち上げに伴い大きな暖房負荷が生じていることが読み取れる。

他も夏季の朝方以外は夏季・冬季はいずれも中間季よりも大きく、冷房負荷と暖房負荷がいずれも発生していることが

読み取れる。 

 

   

図 4-24   平日・休日別の電力消費量            図 4-25   季節別の電力消費量 

 

さらに、電力消費量の計測データを用いて気温と電力消費の関係を分析した。ここでは季節変化パターンに基づいて

夏季・冬季の季節変動成分とベース需要に分離し、季節変動成分と気温の関係を図化した（図 4-26）。ここではこの回

帰式の傾きを気温感応度と呼ぶ。図 4-26（a）より世帯人員数別に見ると、電力消費が多い 7 人以上世帯において（図

4-22参照）、夏季・冬季とも特に気温感応度が大きいという結果となった。また、図4-22では 1～2人世帯と比較し 3～

4 人世帯の方が電力消費が若干少ない傾向が生じているが、特に夏季の気温感応度に違いが生じていることから、日中

在宅者の有無が気温の影響を受けやすい夏季日中の冷房消費に影響している可能性が高い。図 4-26（b）より暖房・給

湯の方式別にみると、暖房・給湯がいずれも電気式である世帯において特に冬季の負の気温感応度が大きく生じた。一

方、給湯は電気式、暖房は燃焼式ありの世帯において通年の電力消費量は大きいが（図 4-23 参照）、これは本研究の

方法では季節変動成分ではなくベース需要に反映される分が多くなることや、夏季において冷房と給湯で相殺される効

果が生じることから、必ずしも大きな差異にはならなかった。 
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図 4-26 電力消費の季節変動成分と気温の関係 

 

地域住民の省エネルギー行動支援と地域コミュニティ活性化を両立する方策として、「くらしアシストシステム」の

機能を用いた省エネキャンペーンを実施した。この省エネキャンペーンは住民の経済的インセンティブの付与や省エネ

情報提供の省エネルギー行動への波及効果を実証するため、条件を変えながら 6 回実施した。自宅の電力消費状況を見

える化することに加え、他世帯との比較によるランキング情報の提供や、節電率の上位世帯に地元の商店街で使えるク

ーポン券の配布、「新地省エネかわら版」と称する紙ベースのアドバイスレポートの配布など、さまざまな方策により

省エネ効果を比較した。これまでの 6 回の省エネキャンペーンについて、キャンペーン前後の電力消費量と比較した結

果を図 4-27に示す。この図では各キャンペーン期間と前後 2週間をプロットした。実際には気温条件の変化などを含む

ため対等に比較することは難しいが、大まかな傾向としては第 1 回の省エネ効果が最大であり、徐々に効果が減退して

いる傾向が読み取れる。このことから、目新しさやそれによる面白さが省エネ促進要因となるが、一方で継続すること

の難しさを示唆する結果であると言える。なお、第 4回のキャンペーンは明らかに増加傾向が大きいが、これはキャン

ペーン期間が年末年始にかかっており、普段とは異なる生活パターンであったことから、他と比較することは難しい。

省エネ促進要因については今後検討事例を増やし、知見を一般化する必要がある。 

 

 

図 4-27 第 1回～第 6回省エネキャンペーンの節電効果 

 

こうした一連の社会実証実験の結果をフィードバックするため、住民向け成果報告会と省エネアドバイスレポートと

して参加世帯への情報発信を行った（図 4-28、図 4-29）。 



 

95 

 

      

図 4-28 住民向け成果報告会            図 4-29 省エネアドバイスレポートの例 

 

また、本システムの水平展開として、福島県三島町の協力のもと、2017 年からシステム導入を開始した。導入先は

当時新築された若者向け定住促進住宅を始めとする約 20 戸である。三島町は新地町と比較して冬期はより寒冷な豪雪

地域に位置しており、寒冷中山間地域におけるエネルギー消費パターンデータの収集と合わせて、省エネアドバイスの

実施や情報発信等、新地町にて蓄積したコミュニケーション手法の精緻化を進めた。 

 

2.3.2地域エネルギーデータの解析と応用事例  

（1）目的と経緯 

新地町では東日本大震災による甚大な被害を受けた後、復興まちづくりの一環として、拠点地域において情報通信技

術とコージェネレーションシステムを結び付けた地域熱供給システムを導入した。この事業においてエネルギー供給拠

点となる新地エネルギーセンターは 2018 年 11 月に完成した。新地エネルギーセンターは天然ガスコージェネレーショ

ンシステムや蓄電池、排熱投入型吸収式冷温水器、太陽光発電パネル等を導入し、新地駅周辺施設へ電力と熱を供給す

る地域エネルギー供給施設である。また、災害により系統電力が停電した場合も周辺建物に一定の電力供給を維持でき

るため、地域の防災拠点としての役割も果たす。周辺地域へのエネルギー供給は 2019 年 3 月に開始した。国立環境研

究所はこの地域エネルギー供給システムを運営するために設立された新地スマートエナジー株式会社と協力し、システ

ム設計・計画や省エネルギー・CO2 削減効果などを検討するとともに、他地域への展開に向けた計画のための技術開発

を行った。 

 

（2）方法 

新地エネルギーセンターのエネルギー需給データを用いて設備運用の評価と高効率化に向けた検討を行った。ただし、

段階的な需要側の各施設の建設に先行してエネルギー供給を開始したため、当初は計画通りの需要家が揃っていなかっ

たことに加え、その後は COVID-19 の影響による需要低下も生じている。ここでは比較的一般性のある結果として

COVID-19 の影響が含まれない 2019 年 6～12 月のデータの分析事例を紹介するが、この段階ではまだ建設中の施設もあ

るため、あくまで暫定的な評価結果である。 

また、新地エネルギーセンターにおいて検討した結果に基づき、知見を他地域へコンサルティングするためのツール

を開発した。このツールでは電力制御、省エネルギー、再生可能エネルギー利用率、経済性などの目的評価指数に対し、

地域エネルギーの最適化を行うマネジメントシステムをベースとし、他地域での活用を想定した汎用性の向上や入出力

インターフェースの整備、利用マニュアル作成などを行い、実用的なコンサルティングシステムとして整備したもので

ある。 
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（3）結果と考察 

まず盛夏期にあたる 8 月における時刻別平均の電力、冷熱、温熱の供給実績を図 4-30 に示す。8 月は、冷水は熱量ベ

ースで 381GJ、温水は 222GJ を需要側の施設に供給しており、冷房のための冷熱供給が多いが、供給エリアにはホテ

ル・温浴施設もあるため給湯用の温熱も一定の需要があった。コージェネレーションシステムは夜間も稼働台数制御に

より出力を調整しながら、基本的に 24 時間運転を行った。電力供給は太陽光発電と合わせて、地域の電力需要の半分

程度を分散型電源で賄っていた。冷熱供給は、需要全体の 6 割以上をコージェネレーションの排熱を利用したジェネリ

ンクにより供給していた。一方、温熱供給はコージェネレーションの排熱とボイラーで対応した。 

 

 

図 4-30 8月の時刻別平均エネルギー供給状況 

 

次に冬季の例として 12 月の供給実績を図 4-31 に示す。12 月は冷水の供給実績は 1GJ程度であり、非常に少ないため

図は省略する。一方、温水は 877GJであり、夏季と比較し大幅に増加している。これは、冬季に暖房需要が発生するこ

とと、給水温度の低下により給湯用の熱需要が増えることの両方の影響によるものである。なお、省エネルギー診断を

実施した結果に基づき、2019 年 11 月からは深夜電力の時間帯はコージェネレーションシステムの運転を停止した運用

に変更している。 

 

 

図 4-31 12月の時刻別平均エネルギー供給状況 

 

7 か月間のコージェネレーション運用実績を図 4-32 に示す。実績では、5 基のコージェネレーションは、夏季の間は

80～100 MWh/月程度の発電を行っていた。11 月以降は、コージェネレーションの運用方法を変更し、発電量は夏季の

半分程度の 40 MWh/月程度であった。図 4-32では 5機のコージェネレーション機器はほぼ均等に運用されているが、こ
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れはメンテナンスの時期を合わせるため、同等の利用率になるように制御されているためである。このため、実際には

稼働台数制御により負荷調整しているため常に同時に稼働しているわけではないが、平均化するとほぼ同等の利用率に

なる。コージェネレーションによる排熱利用状況を図4-33に示す。排熱利用率は各月とも80～90%程度であり、発電の

排熱が熱供給に有効に熱利用されていることを確認した。コージェネレーションの総合効率を算出したところ、平均で

は約 70%程度の安定した値となり、特に 12月は約 75%の良好な運転状況であった。 

 

 

図 4-32  コージェネレーションシステムの発電状況   図 4-33 コージェネレーションシステムの排熱利用状況 

 

新地町において蓄積した知見を他地域へ展開するためのコンサルティングツールを開発した。このツールは、気候条

件が異なる様々な地域において、エネルギー需要量に対して、再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電）やコージ

ェネレーションなどの地域エネルギー供給、地域での電力融通を前提としたディマンドレスポンスや EV 充放電、蓄電

池制御などのエネルギー需給制御を最適に行った場合の効果について算定する。これにより、地域における複数の導入

モデルを相互に比較することで、対象地域において、地域新電力や地域エネルギーサービス事業などの導入の最適化や、

省エネ・環境性や経済的な効果について把握することが可能となる。 

このツールの計算フローを図 4-34 に示す。まず、対象となる地域の条件として、想定する建物の用途別床面積を設

定するとともに、導入する技術等について検討ケース設定を行う。その条件を前提として、エネルギー需要量を想定し、

導入する地域エネルギー供給システムならびに再生可能エネルギーの効果を算定する。その結果を踏まえて、EV など

のモビリティを活用した充電、蓄電池充放電、地域電力利用などのスマート化・電力制御メニューを検討し、地域にお

ける最適エネルギーシステム導入による効果を算定する。 

 

 

 

図 4-34 計算フロー 

 

ここでは評価事例として、従来設備、分散型地域エネルギー供給、再エネ導入及び電力小売事業（地域新電力）導入、

EV等モビリティ導入、蓄電池最適制御導入の検討ケースにおいて算定した結果を紹介する。 

（1）従来設備（比較基準）：従来通りの設備構成及びエネルギー利用形態とする。 
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（2）分散型地域エネルギー供給：「（1）従来設備（比較基準）」の設定に対し、対象エリア中心に地域エネルギー供

給拠点としてエネルギーセンターを設置する。エネルギーセンターはコージェネレーションシステムを利用し、

供給エリア内を熱導管・自営線でネットワーク化し、冷暖房・給湯の冷温熱ならびに電力を供給する。 

（3）（2）+再エネ導入+電力小売事業（地域新電力）：「（2）分散型地域エネルギー供給」の設定に対し、太陽光発

電・風力発電などの再生可能エネルギーを導入する。また、地域新電力会社を設立し、卸取引市場で調達した電

力および地域内の再生可能エネルギーで発電した電力を、自営線による供給エリアの範囲外にも託送により供給

する。 

（4）（3）+EV等モビリティ導入：「（3）（2）+再エネ導入+電力小売事業（地域新電力）」の設定に加え、地域の公

用車に EVを導入するほか、シェア EVや EVバスを導入する。 

（5）（4）+蓄電池最適制御：「（4）（3）+EV 等モバイル導入」の設定に対し、太陽光発電・風力発電などの再生可

能エネルギーの余剰電力を定置型蓄電池に蓄電し、地域内電力が不足する際に放電する制御を行う。 

 

必要な計算条件を入力した後に得られる計算結果の例を図 4-35 に示す。各々検討ケースは（1）の従来設備に対する

省エネ率と CO2削減効果で示した。機器の効率やエネルギー消費原単位、CO2排出原単位などの各種のパラメーターは

一般的な値を用いているが詳細はここでは省略する。図 4-35 から、この例では再生可能エネルギー導入による削減幅

が非常に大きいという結果になった。ただし、この結果は対象地域の需要施設や導入する技術に依存するため、これは

あくまで一例である。今後、評価事例を増やし知見を一般化するとともに、この評価ツールの実利用により現実的な地

域エネルギー事業の普及に貢献していくことが重要である。 

 

 

図 4-35  計算結果の例 
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合計 1,825,020 1,722,532 683,365 570,988 550,582
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2.4まとめ 

本研究では、震災からの復興から環境回復、さらには SDGs への取組や地域循環共生圏の構築を通じて持続的な発展

を目指す地方自治体、事業者、住民の将来ビジョン構築やそこに至る技術選定と施策の策定に有用な情報を提供するた

め、福島県内の環境・社会情報、環境技術・社会技術、さらに震災・原子力災害からの復興の状況等に関する情報のデ

ータベース（地域データベース）を構築した。データベースについてはこれを地域住民等に分かりやすく提示するため

三次元地図へのプロジェクションマッピングシステムを開発し福島県環境創造センターにおいて常設展示を開始した。

低炭素や資源循環・自然共生等の環境成長の目標の達成に加え、高齢化や人口維持・産業振興等の社会面の目標を達成

するための技術・施策を分析するモデル（地域統合評価モデル；福島 AIM）の開発を進め、その適用を通じて実用性

と信頼性を高めた。地域統合評価モデルの適用においては県内の地域、自治体等の単位で適用し、環境・経済・社会の

各側面に目標を設定して持続可能な将来シナリオとそこへ至るロードマップを構築した。さらに、社会コミュニケーシ

ョン手法に関する研究として、持続可能な地域の将来シナリオづくりへの地域住民の参加型手法の開発のため、郡山市

において SDGsを活用した地域課題解決策を発想する住民参加型ワークショップ等を実践した。 

一方、新地町や三島町における地域エネルギー事業の導入事例を対象とした検討を実施した結果、エネルギー事業単

独の経済事業性については、様々な補助制度を活用しても赤字という結果が示された。そのため、地域特性に応じた適

切な分散型エネルギーシステムを選択するとともに、それを核として周辺地区の地域づくりに取り組むなど、持続可能

な地域社会を総合的にデザインするための枠組みが必要であることが示された。また、本研究が示したように、エネル

ギー事業向けに利用可能な森林資源は現状ではまだ小さい。三島町の主要地区である宮下地区での、エネルギーシステ

ムの導入について 2.1.1 で検証し、本研究で示した周辺町村森林含め年間約 6 万トンという数値はけっして大きい値で

はない。三島町では 2020 年 1 月に「地域循環共生圏推進協議会」を設立し、町内での主力地域資源である森林資源に

よる木質バイオマスのエネルギー転換を最初の目的として活動・調整を開始している。経済性、資源量共に困難な木質

バイオマス利用であるが、本研究が示したように、より統合的に評価を行うと、域内の炭素収支は劇的に改善される。

それだけでなく木質バイオマスによる再生可能エネルギーは、地域に存在する未使用の地域資源を活用する波及効果は、

例えば林業を含めた広い雇用創出、環境観光需要の促進だけでなく、環境的な効果、災害防止、景観美化、生物多様性

なども見込むことができる。将来的研究の方向性として、これらの波及効果をより包括的に評価する手法を開発し、地

域の脱炭素を理論的に支える必要がある。 

さらに、震災復興及びその後の地域環境創造の過程において、生活者への安全・安心の提供や復興コミュニティの活

性化を支援し、生活環境の向上を実現する地域情報ネットワークの構築と、その活用による地域環境情報の取得・解析

を目的とした研究を実施した。まず、環境情報技術による社会コミュニケーション手法を構築するため、双方向型地域

ICT システム「くらしアシストシステム」を開発し、福島県新地町及び三島町において社会実証実験を行った。このシ

ステムを活用して得られた住宅の電力消費データを解析し、対象地域の家庭における電力消費実態を把握した。また、

このシステムの機能を活用し、地域コミュニティにおける省エネキャンペーン実施や省エネアドバイスレポート配布、

住民向け成果報告会開催などの地域活性化と省エネルギー行動支援を両立する各種の取り組みを実践した。次に新地駅

周辺地域における地域エネルギー事業におけるエネルギー需給データを活用し、まず供給施設である新地エネルギーセ

ンターの運用状況を評価した。次にこのデータを活用し、地域エネルギー事業の他地域への展開を支援するためのコン

サルティングツールを開発した。 
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Ⅴ 災害環境マネジメント研究プログラム 

 

1研究の概要 

東日本大震災から 10 年半が経過した。大地震とそれに伴う大津波は多くの犠牲者をもたらし、生活の基盤を破壊し

た。膨大な災害がれきの発生や燃料タンクの倒壊と火災に伴う有害物質の生成、被災した事業所からの化学物質の漏洩

など、環境や健康への影響が懸念される様々な問題が起こり、災害が環境リスクと極めて関係が深いことが改めて認識

された。 

国立環境研究所は、東日本大震災が発生した直後から、時々刻々と生じる環境問題の実態を適切に把握し、これまで

蓄積してきた科学的、技術的知見を活かして、対処方法を行政や産業界とともに模索し、被災地の復旧、復興に貢献し

てきた。そして同時に、災害によってどのように環境問題が生じ、どのように対処していくことがもっとも適切かを、

研究を通して記録し検証してきた。将来の自然災害に備えて、実際に災害が起こった後の対処方法だけでなく、災害時

の影響軽減や早期回復のために平時からどのようなシステムづくりを行っておくべきかという視点を重視して研究を進

めてきた。すなわち、平時から災害時までどのように継ぎ目なく対応していくかが重要であると考えている。 

以上のようなこれまでの流れの中で、第 4期中長期計画（2016～2020年度）においては「災害環境研究プログラム」

の中で「災害環境マネジメント研究プログラム」を推進した。その目的は、将来の災害に備えた環境マネジメントシス

テムを構築することである。すなわち、災害廃棄物処理システムの統合的マネジメント手法や体系的な人材育成システ

ムを開発・活用し、化学物質対策等も含めた対応力に関する検証研究や地方環境研究機関等の間のモニタリングネット

ワーク構築を進め、災害環境研究の国内・国際ネットワーク拠点の形成を目指した。 

図 5-1 に研究プログラムの研究構成を示す。三つのプロジェクトから構成され、一つ目は、災害時の資源循環・廃棄

物マネジメントの強靭化に関する研究であり、災害廃棄物問題に関する技術的な対策の高度化や対応する組織マネジメ

ントの在り方などを検討した。二つ目は、災害に伴う環境・健康リスク管理戦略に関する研究であり、災害時の化学物

質の漏洩等に伴う汚染問題に着目して、汚染や影響のメカニズム解明やモニタリングシステム等の開発を行った。そし

て三つ目は、各種対策を支える情報や人材の基盤づくりに関する研究であり、災害廃棄物対策を中心に情報プラットフ

ォームの整備や人材育成手法の開発などを進めた。 

以下、研究成果を紹介する。 

 

 
図 5-1 本研究プログラムのプロジェクト構成 
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将来の災害に備えた災害レジリエントな社会環境システムの構築に向けた技術システムの提示を行い、社会の環境防

災力・減災力の向上に資するために、三つのプロジェクトにおいて、以下のような研究を実施した。 

プロジェクト 1については、まず、災害廃棄物の特性や建設資材としての適用性に基づいて再生利用率の高い災害廃

棄物処理技術を実証実験や実験的アプローチにより開発するとともに、自立型浄化槽システムの開発と、し尿・汚泥輸

送ネットワークモデルの構築を行った。具体的には、木くず等有機物含有量評価方法、仮置場管理方策、災害復興時に

おける資材利用のあり方、及び手選別技術の仕様を検討した。また、浄化槽の効果的な利用方法と迅速な被害状況把握

システムを検討した。これらを通じて、将来の大規模災害に備えた、災害廃棄物の実効性のある処理計画の策定や技術

システムの確立等に資する知見の提供を目指した。つぎに、市町村における災害廃棄物の効果的な処理計画策定プロセ

スの検討、地方公共団体における水害廃棄物適正管理の標準化を検討した。具体的には、市町村における災害廃棄物へ

の対応力の評価手法を開発し、計画策定手法の高度化を図るとともに社会実装を試みた。また、アジア地域において、

地方公共団体向け水害廃棄物適正管理のための指針を提示し、都市排水機能維持のための廃棄物投棄防止・適正回収に

関する教育プログラムの開発と、その成果普及のためのワークショップを開催した。対応力向上に資する災害廃棄物処

理計画策定プロセスと緊急時の環境アセスメントのあり方を提示し、我が国における標準的な災害廃棄物対応システム

を検討した。これらを通じて、災害対策に関する経験・技術的蓄積を、我が国の次世代のみならずアジア都市に継承、

移転し、未然防止・被害軽減に寄与するとともに環境省や市町村との協働により災害廃棄物対応力の向上を目指した。  

プロジェクト 2については、災害に伴う環境・健康のリスク管理戦略の確立に向けて、緊急時における化学物質の管

理目標値データベースの構築と緊急時の簡易・迅速測定手法やサンプリング手法の開発を進めた。具体的には、大気・

水についての化学物質の管理目標対象と目標値を確定し、調査手法との連携を検討した。また、管理目標と対応する調

査分析手法及び支援体制を有機的に構成した実行可能な災害対応の仕組みを、試行的実施等を踏まえて提案することを

試みた。これらを通じて、災害時の有害物質等への緊急時対応の実行可能かつ有効な手法を提言することにより、災害

環境に対応する行政や社会づくりに貢献することを目指した。  

プロジェクト 3については、参画型研修手法とその評価手法を開発し、情報基盤システムの開発・運用を検討した。

具体的には、災害廃棄物分野に関する体系的な人材育成プログラムを開発し、実践を通じて改善することを進めた。ま

た、災害廃棄物分野の情報プラットフォームを構築し、実務との連携による高度化を行った。これらを通じて、将来の

災害に備えた環境省災害廃棄物対策支援チーム D.Waste-Net の活動や環境施策へ貢献することを目指した。 
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2研究の成果 

2.1災害時の資源循環・廃棄物マネジメント強靭化戦略の確立 

2.1.1手選別技術の最適化に関する研究 

（1）目的と経緯 

災害廃棄物の再生利用の観点から、出口利用先の要件を満たす適正な選別技術を選択する必要がある。近年、大量処

理や高精度選別の設備が開発されているが、手選別は災害廃棄物処理の初動や大型選別機器を常備できない小規模自治

体、山間部など地理的に導入困難な地域において、重要な技術と認識されている。また一般的には、廃棄物処理施設に

おいて有価物の回収や忌避物の除去の工程で導入されてい

る。古くから廃棄物手選別は行われているが、現場合わせや

ノウハウに頼った設計の下、実施されているのが実情であ

る。多様化する製品、頻発する災害は災害廃棄物処理を複雑

化させており、手選別作業の効率的かつ安全を考慮した、作

業環境設計が求められている。以上のような経緯より本研究

は、科学的根拠に基づいた手選別作業環境設計に資する基礎

的因子を検討することを目的とした。 

 

（2）方法 

（1）実手選別作業現場での作業効率に係る因子調査 

災害廃棄物としてプラスチック類を中心とする軽量廃棄物

と木柱やがれき類が中心の重量廃棄物をそれぞれ手選別する

状況を想定し、実際の産業廃棄物処理施設において手選別作

業風景のモニタリング調査及び分析を行った。また、平成 30

年 7 月豪雨による災害廃棄物の中間処理施設での手選別作業

環境についても情報収集を行った。 

（2）手選別作業効率に係る因子の解明 

図 5-2に示す室内実験設備を設置した。図 5-3に示すように

被験者の前に作業場（100cm×100cm、高さ可変）を設け、作

業場に種々の選別対象物および環境条件を設定した。（1）

で得られた現場情報より、表 5-1 に示す「対象物因子」と

「作業環境因子」をそれぞれ設定し、各因子と評価項目との

関係を明らかにする実験を行った。 

 

（3）結果と考察 

（1）実手選別作業現場での作業効率に係る因子調査 

図 5-4 にベルトコンベアーを使った実廃棄物の選別作業に

おける各作業者の選別物役割をまとめた。上流から順に体積

の大きいものを回収し、下流では特定の品目ではなく状況に

よりランダムで回収する傾向が見られた。また作業員間で回

収物を下流から上流へ受け渡す、臨機応変な対応が作業効率

向上に寄与することが確認された。岡山県災害廃棄物中間処

 
図 5-2 手選別実験概要 

 

 
図 5-3 実験の様子 

 

表 5-1 手選別作業に係る因子と評価項目 

対象物因子 色、大きさ、形状、種類、質感 

作業環境因子 選別品目数、明るさ、作業高

さ、作業面積（作業者からの距

離、廃棄物の移動速度速度） 

評価項目 選別効率（単位時間当たりの目

的物回収数）、作業精度、視線

移動距離、作業手移動距離、 

 

 
図 5-4 人員配置と選別物の関係 
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理における手選別において、作業者の身長差（150～180cm）

及び目的物ごとのコンベアーの速度の違いなどが見られた。 

（2）手選別作業効率に関する因子の解明 

1）対象物因子 

色条件は、災害廃棄物の処理現場においては灰色を基調と

する環境になる傾向があり、灰系色の若干の違い（作業場の

色との色差±2.35～10.83）の影響と、視認性・誘目性が高い

黄系色が視線に及ぼす影響を調べた。色差±2.35 以下の灰系

色同士の区別は困難であり、その際の作業環境の明るさが関

係することが示された。また視認性・誘目性の高い色が入る

ことで視線移動範囲が有意に変わることが示された（図 5-

5）。 

形状については種類との相関が強く、両因子を含めて対象

物を判断していると推察された。大きさについては、10cm

を基準に大小を分け実験を行ったが、選別効率に顕著な差は

見られなかった。（1）での検討より、対象物が重なること

によって検索が妨げられないように、大型シートのようなも

のを前処理で除去するべきであるといえる。 

災害廃棄物を対象とする場合に安全のため手袋やマスクと

いった感覚情報を遮断する装備が用いられている。したがっ

て、作業者が質感として得られる情報は視覚によるところが

大きくなることが実験及びヒアリングで確認した。特に凹凸

などの表面形状や全体形状（実験では 3cm 直方体を使用した

が材質により変形している）が質感因子として被験者は判断

していた。 

2）作業環境因子 

作業品目数、複数品目数（3 または 5 品目）を回収する方

が単一品目を回収するより回収効率が 2 倍高いことがわかっ

た。これは、単一品目回収では被験者が目的物を検索したの

に対し、複数品目回収では手に取ってからどの目的物かを判

断するという違いに起因しており、作業指示や役割分担が選別効率に影響するといえた。 

作業場の高さは、作業者の肘頭高程度（100cm 程度）が身体に負荷が少なく、効率的な作業が可能であることがわか

った。作業台が高い場合（肩峰高程度 120cm）では前者に比べ 40%程度選別効率が低下することがわかった。 

作業面積として、作業者から 75cm以上離れる（背面握り軸距離程度）と作業効率が 60%程度低下する（図 5-6）。ま

た、視認性が良く目的物が容易に判別しやすくかつ目的物が十分存在する状況においては、コンベアー速度 8～

16m/min では作業者から 20～30cm距離のものが回収され、一方 4～5.3 m/min では 20～50cm距離まで回収範囲が広がる

ことが明らかとなった（図 5-7）。 

本研究により、災害廃棄物の作業環境設計に資する人間工学的基礎情報を得ることができた。今後、実際の廃棄物で

の実証を行うとともに、近年注目される画像認識技術への応用も視野に入れている。 

 

 
図 5-5 誘目色による視線移動範囲の拡大 

 

 
図 5-6 手選別動作と距離の関係 

 

 
図 5-7 コンベアー速度と選別効率の関係 
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2.1.2災害廃棄物利活用に向けた評価技術の開発 

（1）目的と経緯 

災害廃棄物は土砂類やコンクリートがらなど、建設工事で利活用可能なものを多く含む。しかしながら、発生過程で

混入した木片やプラスチック等の異物が残っていたり、様々な有害物質を含んだりしている可能性がある。また、「廃

棄物」であったという理由から、必ずしも利活用が円滑に進まない場合がある。これらの課題を解決するには、災害廃

棄物から再生された建設資材が、必要な品質基準を満足することを確認する工程が必要となる。特に、土砂類（分別土

砂）中の有害物質に関しては、雨水等によって溶出することによる周辺環境への汚染の可能性を払拭することが重要で

ある。そこで本研究では、分別土砂の環境安全性を評価する

技術の開発を行った。 

 

（2）方法 

（1）試料 

津波災害で大量に発生する津波堆積物を想定し、河口部と

港湾部から浚渫された土砂を用いた。試料の物理特性を表 5-

2 に示す。乾湿サイクル試験でのみ、東日本大震災で発生し

た実際の津波堆積物を用いた。堆積物が含有する黄鉄鉱（図

5-8）は砒素や鉛を含んでおり、海水由来のふっ素やほう素な

ども溶出する可能性がある。 

（2）締め固めた供試体の拡散溶出試験による評価 

US EPA Method1315 Compacted Granular Leach Test（CGLT）を

適用した。試料は容器に充填し（図5-9）、上方のバルク液相

を定期的に純水に入れ替えることにより、土粒子の間隙を通

して拡散溶出する有害物質のフラックスを評価する方法であ

る。 

（3）有害物質を溶出する材料の分配係数取得法開発 

有害物質の地盤中の挙動は、通常、移流分散解析が適用さ

れるが、解析に必要なパラメータである分配係数を取得する

ための吸着試験は、自身から有害物質を溶出する材料には適

用できない。そのような材料についても、液固比バッチ試験

の適用によって分配係数を取得する方法を開発した。 

（4）二次汚染された材料の分配係数取得法開発 

津波堆積物のように発生過程でも二次的に汚染を受けた可

能性のある材料について、元々の分配係数等の吸着パラメー

タと二次汚染による影響を評価できる方法として、ステップ

バッチ試験を開発した。 

（5）環境暴露試験による長期安定性評価スキームの開発 

長期的な劣化因子の一つである乾湿繰り返し条件の影響を

評価するための乾湿サイクル試験を開発するとともに、津波

堆積物中の有害物質挙動への影響を評価した。上記で開発し

た分配係数取得法を組み合わせて、長期安定性評価の流れ

（図 5-10）を構築した。 

 

表 5-2 試料の物理特性 

試料名 
河川 

堆積物 

海底 

堆積物 

模擬津波 

堆積物 

土質 
礫質砂 

(SG) 

粘土 

(CH) 

細粒分質 

礫質砂(SFG) 

含水比 [%] 0.4 乾燥処理 0.3 

乾燥密度 

[g/cm3] 
2.633 2.716 2.651 

 

 
図 5-8 津波堆積物中の黄鉄鉱 

 

 
図 5-9 CGLT試験装置 

 

 
図 5-10 環境暴露試験による長期安定性評価の流れ 
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（3）結果と考察 

（1）締め固めた供試体の拡散溶出試験による評価 

CGLT による評価の結果、砒素等の有害物質を含め多くの

物質が粒子間隙を拡散移動することによる溶出フラックス勾

配（両軸対数で-0.5）を描いた（図 5-11）。また、河川堆積

物と海底堆積物とを 9:1または 8:2に配合したところ、元素に

よっては溶出フラックスが増加または減少する場合があるこ

とが観察された。 

（2）有害物質を溶出する材料の分配係数取得法開発 

自ら有害物質を溶出する材料に対しては、純水を用いて液

固比（L/kg）を変えた溶出試験を行い、溶出濃度 C（mg/L）

に液固比を乗じて溶出量 ML（mg/kg）を求め、C と ML の関

係を描くことにより、その勾配から分配係数Kdを求める方法

を開発した（図 5-12）。また、このとき Y切片は吸脱着反応

に関与している物質の総量を表すこととなる。津波堆積物模

擬試料を用いて液固比バッチ試験を行い、各パラメータを得

て、移流分散解析を行った。さらに、カラム通水試験を行

い、パラメータの妥当性を検証した。 

（3）二次汚染された材料の分配係数取得法開発 

材料によっては、元々保有している有害物質に加えて、新

たに有害物質によって汚染される可能性も考えられる。その

ような場合の汚染物質の量と分配係数を取得するための、シ

リアルバッチ試験による解析方法を開発した。図 5-13では、

元々の保有量は吸着等温線の Y 切片によって表され、さら

に、液相を交換することで分配係数が徐々に大きくなる変化

を捉えることができた。 

（4）環境暴露試験による長期安定性評価スキームの開発 

分別土砂が盛土等に使用された際に、表層において降雨と

乾燥が繰り返されることで劣化（例：図 5-14）し有害物質の

溶出が促進される可能性がある。そこで、乾燥は 20℃又は

40℃で18時間、水添加は含水比 18%で6時間とし、これを30

回繰り返す乾湿サイクル試験を開発した。乾湿サイクル試験

後に、上述の液固比バッチ試験を適用し、分配係数や吸脱着

関与量の変化を評価した。以上によって取得したパラメータ

を用いて移流分散解析を行うことにより、盛土等に使用され

る分別土砂の環境安全性を事前評価する手法を確立した。 

 

 

 

 

 
図 5-11 拡散溶出試験による砒素溶出フラックス 

 

 
図 5-12 液固比バッチ試験における 

液相濃度と吸着量の関係の概念図 

 

 
図 5-13 シリアルバッチ試験による二次汚染の評価 

 

 
図 5-14 乾湿サイクル試験後の黄鉄鉱の劣化 
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2.1.3災害時の生活排水分散処理システムに関する研究 

（1）目的と経緯 

東日本大震災による排水処理施設の被災から生じた水洗トイレの使用制限は、避難者、被災者にとって大きなストレ

スとなり、また、衛生面からもその対策が必要となった。一方、災害によってし尿処理施設が停止した場合、避難所の

浄化槽汚泥や周辺の仮設トイレのし尿・汚泥は、周辺施設での受入を調整し、輸送することとなる。ただし、各施設で

受け入れられる量には制約があるため、近隣他県の施設へ移送する必要性も想定される。災害時の対応については、平

時において、想像力を最大限に働かせ、適切な災害時の協力協定などを進めておくことが重要であり、それを支える研

究の観点からも、災害研究として被災前にシミュレーション用のモデルを作成し、平時から具体的な検討を重ねておく

ことが肝要である。これについては、し尿処理における震災直後の短期的な対策として、混合整数計画法（MILP：

Mixed Integer Linear Programming）を用いることで中継基地を導入した広域的輸送計画モデルの提案を行ってきた。本研

究では、こうした提案を具体的にしていくうえで、既存の地域防災計画におけるし尿処理対策の現状を調査するととも

に、広域自治体、基礎自治体へのヒアリングを通じて、課題の整理を行った。 

また、環境省の調査によれば、東日本大震災における浄化槽被害は少なく、浄化槽が地震に強いことが改めて示され

たが、浄化槽本体あるいは管きょの破損により衛生的な処理が不能となり、汚水を排出することができない建築物もあ

った。そこで本研究では、東日本大震災における浄化槽の被害・復旧状況等を踏まえ、ハード面でのアプローチとして、

浄化槽の耐震構造・施工方法に関する実験・調査研究を行い、耐震型浄化槽の構造・施工方法の確立および従来基準の

無かった浄化槽の耐震評価基準の策定を目的として検討を実施した。 

 

（2）方法 

（1）災害時のし尿・汚泥の輸送・処理に関する研究 

3 つの広域自治体及び 4 つの基礎自治体について、それぞれ、調査シートを基にヒアリングを行った。広域自治体向

けには、広域的な課題への対応、基礎自治体間の調整等について、基礎自治体向けには、必要トイレ数の想定や備蓄の

過不足、仮設トイレの設置に伴うし尿輸送・処理計画など、より具体的な項目を盛り込んで調査を実施した。 

（2）浄化槽の耐震性評価 

浄化槽に作用する地震時土圧を算出するため、構造物と地盤を一体としてモデル化した 2 次元 FEM モデルを用い、

地盤要素に慣性力を静的に作用させて地盤変位や地盤内応力を求める応答震度法により解析を行った。解析ソフトは

SoilPlus（伊藤忠テクノソリューションズ）を用いた。地盤物性値は線形とし、地盤せん断波速度 Vs を変化させた。構

造物（浄化槽）は FRP製の 5人槽を想定した。 

また、構造物と地盤を一体としてモデル化した 3 次元 FEM モデルを用い、地盤要素に慣性力を静的に作用させて地

盤変位や地盤内応力を求める応答震度法により解析を行った。動的 FEM 解析では、ここまでに実施した 2 次元静的

FEM解析と同一の解析モデルを使用した。 

 

（3）結果と考察 

（1）災害時のし尿・汚泥の輸送・処理に関する研究 

アンケート解析の結果、独自の災害時用情報システムを整備して被害状況を迅速に把握できるような計画がなされて

いるケースもあったが、し尿を広域処理するための情報活用、拠点指定などを計画しているケースは見られなかった。

これらの仕組みによって、仮設トイレの設置等については情報集約・対応の迅速化が期待されるが、仮設トイレ等から

のし尿の収集・運搬については、具体的な計画づくりが今後の課題になっていると考えられた。災害用トイレの備蓄・

運用については、基本的に基礎自治体が備蓄し、不足分は広域自治体が補うという考え方が一般的であり、自治体間の

差異は見受けられなかった。ただし、どのケースでも供与やあっせんの明確な基準は定められていなかった。 

災害用トイレの設置基準については、どの基礎自治体も阪神・淡路大震災の記録や地域防災計画の被害想定を元に設

置基準を設けていたが、被害が収まった後に回収したトイレを保管する場所の確保も困難になるのではないかとのコメ
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ントもあったことから、初動時のみならず、収束期を見据えた計画が必要であると考えられた。なお、時間軸ごとに設

置基準を設定していたのは一部の基礎自治体のみであり、実際には収集が困難となる可能性がある。し尿の問題は発災

直後から生じる重要課題であるが、特に仮設トイレ設置後の収集・処理の計画が抜け落ちやすく、ボトルネックになる

可能性が示唆された。し尿・汚泥の輸送対策については、広域自治体と各基礎自治体との間で協定が締結されており、

さらに域内の関係団体・機関と基礎自治体又は広域自治体との間でも協定が締結されていた。具体的にし尿収集車両の

台数や輸送回数を考慮して想定輸送量を算出しているケースもあったが、実際の輸送まで考慮してされていないケース

や、そもそも輸送量を算定していないケースも見られ、緊急時にはし尿収集車が不足することが懸念された。 

このように、多くの自治体で災害時のトイレ問題（仮設トイレ等の設置）については対策がなされているものの、し

尿の収集・処理など設置後の運用については具体化されていないケースが散見されたことから、災害廃棄物対策指針で

示されたし尿発生量（1.7L/人･日）の精査や必要となる収集運搬車両数等の算定方法の確立などが重要になると考えら

れた。 

（2）浄化槽の耐震性評価 

浄化槽を剛体として 2 次元静的 FEM 解析により地震時土圧を算出した結果、浄化槽端部から側方境界までの距離 H

の違いによる若干の差は見られたものの、地盤の堅さの違いによる差はほとんど見られなかった。本解析で得られた地

震時増分土圧の値は、最大で 27kN/m2であった。浄化槽は実際には剛性を有しており、これを考慮すれば土圧値は小さ

くなることが考えられ、浄化槽を剛体としたケースは大きめの土圧を評価するものと考えられる。2 次元解析の結果か

らパラメータを絞り込み、構造物と地盤を一体としてモデル化した 3 次元 FEM モデルを用い、地盤要素に慣性力を静

的に作用させて地盤変位や地盤内応力を求める応答震度法により解析を行った。その結果、地盤剛性（地盤せん断波速

度）の違いにより土圧値の差が生じ、地盤剛性が小さいほど土圧値が増加する傾向が見られた。また、地盤の固い

Vs150のケースで最大 7.7 kN/m2程度、軟らかい Vs50のケースでも最大 16 kN/m2程度であり、2次元解析の結果よりもや

や小さい土圧値を示した。また、浄化槽端部で土圧が大きくなる傾向が見られたが、これは、構造物の剛性が大きいた

めに、端部において土圧反力に応力集中が生じるためと考えられる。浄化槽の剛性を考慮した場合、2 次元解析と 3 次

元解析を比較すれば、ほぼ同じか 3 次元解析がやや小さい土圧値を示した。また、地盤剛性（地盤せん断波速度）の違

いにより土圧値の差が生じ、地盤剛性が小さいほど土圧値が増加する傾向がある。 

地盤非線形及び震度の深度分布を考慮した静的 FEM 解析では、土圧の深度分布を算出できた。一次元地盤応答解析

結果によれば、告示波（極めて稀に発生する地震動）を用いた場合で、地表面での震度は 2次元及び 3次元の解析で用

いた一様震度よりも小さい結果となった。 

さらに、地震動の増幅・減衰等を考慮するため、動的 FEM 解析を行った結果、地盤非線形と震度の深度分布を考慮

した静的 FEM解析の結果と比較すると、告示波（極めて稀に発生する地震動）に対して、動的 FEMのほうがやや小さ

い土圧値となった。 

今回の解析結果から、地震時の浄化槽への加重分布を概ね把握することができた。今後は、これらの数値から適切な

評価試験、解析方法に繋げることが重要である。通常、浄化槽の強度試験では、浄化槽を水中に沈めることによる耐圧

性評価が用いられる。地震によって増加する圧力を試験条件に反映することで、簡易に評価が可能となる可能性がある。 

 

2.1.4災害廃棄物処理に係るマネジメント手法・ツールの開発 

（1）目的と経緯 

災害廃棄物処理を円滑に進めるためには、時々刻々と変化する災害廃棄物処理業務に対して必要な人員・予算・資機

材・施設・情報を割り当てて対処する処理業務マネジメントが必要になる。また、災害時のマネジメントを円滑に行う

ためには、平時からの事前準備としての災害廃棄物対策を着実に進める対策マネジメントも必要になる。これまで、業

務マネジメントについては、災害廃棄物処理業務の体系や中小規模自治体における実態を解明するとともに、業務マネ

ジメントの重要な要素である発生量推計について現状と今後の展開を整理してきた。本研究では、平時に行う対策マネ

ジメントツールの開発を進めた。 
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（2）方法 

対策マネジメントを実施するためには、災害廃棄物対策の実施を通して得るべきアウトプットと、最終目標状態とし

てのアウトカムの想定が必要である。このために、まず、人口規模と災害廃棄物処理量の観点で偏らないように抽出し

た近年の災害廃棄物処理事例 8 件における災害廃棄物処理業務の実施実態を調査し、市町村にとって優先度の高い災害

廃棄物処理業務を明らかにし、対策マネジメントの目標を設定した。さらに、目標の達成状況を評価し、対策マネジメ

ントが実施できるような指標体系を論理整合的に設定した。そのうえで、災害廃棄物対策マネジメントの観点でこれら

指標群に妥当性があるかを検証するため、1）各アウトプット目

標と指標の論理的なつながりを定性的に記述する、2）指標群と

アウトカム目標との内容的整合を分析する、3）指標群により測

りたい概念が測定できているか分析する、の 3 つの検討を行っ

た。2）と 3）については、三重県、兵庫県、宮崎県の 3 県の市町

村において、提案指標群を用いた試行的評価を依頼し（表5-3）、

評価のプロセスやアウトプットに関する認識をアンケート調査に

より把握し、統計分析を行った。 

 

（3）結果と考察 

災害廃棄物処理事例の調査から、災害廃棄物の排出方法に係る広報、資金を得るための国庫補助申請関連業務と、各

種事案処理（収集、解体撤去、保管・分別、処理処分）を実行する際に必要な庶務財務（発注、契約、支払に係る事務）

業務は、基本的には被災市町村が対応している実態や、外部応援や民間委託による資源の手配、差配ができるような資

源確保と全体管理（プロジェクト・マネジメント）に向けた事前準備が重要であることなどが示唆された。この点をふ

まえ、アウトカム目標を「発災時に初動対応と処理事業のマネジメントができること」、アウトプット目標を「1. 廃棄

物処理システムへの被害を最小化する」「2. 市民の災害廃棄物対応力を高める」「3. 災害廃棄物処理に必要な資源を確

保する」「4. 被災状況に応じて計画的に災害廃棄物に対応できる」「5. 脆弱性を克服できる環境をつくる」の 5目標と

したうえで、平時の対策システムと災害時の処理システムとの関係性を図 5-15の通り整理した。 

この目標の達成状況を評価するための指標体系を構築した。具体的には、5 つのアウトプット目標の下に、13 の個別

目標、29 の評価指標を設定した。指標は、生活ごみ・し尿への対応、片付けごみ収集、分別保管、処理処分、処理業

県
基礎

自治体数
ツール

試行件数
アンケート

回答数
検討対象
件数

三重県 29 17 19 16

兵庫県 41 22 27 22

宮崎県 26 18 19 16

合計 96 57 65 54

表 5-3 指標を用いた評価試行への協力状況 

物的被害の
発生

廃棄物処理
能力の低下

片付けごみ
の発生

建物解体 解体ごみの
発生

片づけ
ごみ収集

解体ごみ
収集

分別
保管

再生利用
処理処分

施設・
資機材
整備

情報・
計画づ
くり

人材
育成

体制
・連携
構築

生活ごみ
し尿対応

災害
発生

注：平時の対策システムと災害時の処理システムの要素としての業務のまとまりが○で示されている．災害時の処
理システムのうち，【初動】と記載された業務のまとまりは，特に初動期に重要な業務であることを意味する．津
波災害の場合に散乱ごみも発生するが，表記を省略している．

発災時に初動対応と処理事業のマネジメントができること

1.被害最小化5.脆弱性克服 2.市民対応力向上 3.資源確保 4.計画的対応

アウトカム目標

アウトプット目標

対策
マネジ
メント

平時の対策システム 処理システム
への影響

廃棄物の
排出行為

災害時の処理システム

処理事業
マネジ
メント

処理完了

【初動】

【初動】

【初動】

図 5-15 災害廃棄物対策マネジメントの枠組み【図の出典：多島・森嶋（2011）】1) 
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務のマネジメント、対策のマネジメントに関する内容であり、アウトカム目標である「発災時に初動対応と処理事業マ

ネジメントができること」を評価する指標が重点的に設定されたことが確認された。また、本指標を用いた評価を試行

した結果、災害廃棄物処理計画を持つグループ（n=36）の評価値の平均は 2.55、持たないグループ（n=18）は 2.09と両

軍の間に統計的に有意な差が見られ（対応のない t 検定、有意水準 1%）、実際に初動対応と処理事業のマネジメント

の能力が高いと想定される群が高い評価値が得られていたことから、実態を反映した評価が可能な指標体系となってい

ると示唆された。すなわち、内的整合性と外部基準（災害廃棄物処理計画の策定状況）との整合性が担保されているこ

とから、一定の妥当性のある評価指標であると考えられた。 

この指標体系を用い、オンラインで利用可能なマネジメントツールとして「災害廃棄物対策マネジメントツール：

Sai-hai」を開発した。Sai-hai では、上述の評価指標を用いて災害廃棄物への対応力を自己評価し、アウトプット目標ご

とに現状を理解することができる（図 5-16）。ユーザーごとに評価結果がデータベースに保存されるため、継続的に利

用することで、組織の弱点に応じた災害廃棄物対策の計画、災害廃棄物対策を実施したことによる対応力の向上の評価、

組織の現状に関する後任者への引継ぎが容易に実施でき、対策マネジメントを効果的・効率的に進めることが可能とな

る。また、評価を通じて明らかとなった組織の弱点に対応した災害廃棄物対策が計画できるよう、既往文献等から抽出

した災害廃棄物対策事例を整理したデータベース（図 5-17）も備えており、対策レポートを出力することが可能である。  

 

 

2.1.5熱帯アジアにおける都市水害未然防止のための廃棄物適正管理に関する検討 

（1）目的と経緯 

アジアの都市においては、自然災害や大規模疫病の流行など、突発的な廃棄物量の増大に伴って都市機能が著しく低

下することが報告されている。本課題では、我が国の災害廃棄物ならびに腐敗性廃棄物管理の経験と技術・システム移

図 5-16 Sai-haiの評価画面 

図 5-17 Sai-haiの対策データベース 
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転の方法論の構築を目的とした検討を行った。アジア地域に対応した災害廃棄物管理システムを構築し、国内外におけ

る自然災害・家畜伝染病の大規模流行に起因する廃棄物の適正な管理方策を提示した。また、災害廃棄物管理に関する

我が国の経験を、アジア地域で頻発する自然災害時における廃棄物の適正管理に生かすための現地適合化に向けた情報

提供を行った。さらに、アジア都市を対象として水害廃棄物の管理実態の把握や、排出量推計の精緻化により、廃棄物

管理の水害に対する脆弱性を評価する手法の開発を進めた。 

 

（2）方法 

水害が頻発するアジアの都市を対象として、排水機能の低下要因の解析と冠水・浸水に伴い発生する水害廃棄物の管

理実態に関する実地調査を行った。排水路の閉塞について、マンホール等の路面排水口や水門における堆積物の組成や

堆積速度に関する現地調査を実施した。堆積物の発生源である廃棄物投棄行動の解析と、廃棄物の適正収集による効果

を検証するための数理モデルを構築し、排水機能の低下要因の解析と冠水・浸水被害の拡大に対する影響を評価した。 

水害に対するアジア都市の廃棄物管理計画の脆弱性を評価する手法の開発を進めた。水害の発生回避・被害軽減を目

的とした、廃棄物の投棄防止・適正回収の促進について、市民・自治体向けの教育・周知を支援するツールを開発した。

現地自治体の実務担当者との意見交換やワークショップなどによる情報共有を通じて、水害廃棄物管理計画の立案に向

けた指針を発信した。特に、堆積物の発生源である水路周辺の集落を対象とした調査を行い、廃棄物投棄行動の解析と、

主体的な廃棄物収集の収集効率化に関する取り組みを進めた。 

 

（3）結果と考察 

アジア地域に対応した災害廃棄物管理システムの構築については、風水害に対す

るアジア都市の廃棄物管理計画の脆弱性を評価する手法の開発を進めた。タイ・バ

ンコクにおいて発行した水害廃棄物管理ガイドラインを用いて、水害時の廃棄物管

理の効率化や事前準備の促進について、タイ国内での啓発や普及に用いられるよう

自治体職員と共同での取り組みを進めた。水害時の廃棄物発生状況として、浸水や

水流により廃棄物化した家具・家電や破壊された構造物由来の廃棄物と、浸水期間

中の生活廃棄物や浸水の影響で収集が遅延した地域の生活廃棄物が共存しているこ

とが示された。すなわち、水害時の廃棄物の収集・運搬計画と浸水地域を想定した

収集ルートや仮置き場の設置等の準備の必要性が示された。これらの結果を踏まえ

て、アジア太平洋地域に適用可能な汎用ガイドライン（図 5-18）を執筆し公開し

た。 

水害が頻発するアジア都市における排水機能の低下要因の解明を目的とし

て、水路への廃棄物投棄、マンホール等の路面排水口や水門における堆積物

の組成や堆積速度に関する現地調査を実施した。また、水害の発生回避・被

害軽減を目的とした、廃棄物の投棄防止・適正回収の促進について、実態把

握のための調査を開始した。タイ・バンコクでは、閉塞物の主要組成として

木材片が確認されたが、その主な発生源は水路周辺の不法占拠建築物からの

流出であると考えられた。また、路上清掃・落葉に伴う自然木由来の植物葉・枝なども多数確認されたが、これは都市

や時季による差異があることが示された。また家庭ごみ由来のプラスチック類も主要組成として確認された。その他の

発生源として、建設解体廃棄物の投棄や不適正な放置による流出も要因として挙げられた。ベトナム・フエでも同様に、

自然木由来の植物葉・枝と、生活者の投棄に起因するプラスチック類や生ごみが閉塞要因としてあげられた。いずれの

都市においても、生活系廃棄物は収集作業者に手渡すか、収集用投棄エリアに運搬するというルールは定められている

が、その他の行動として、収集サービスを見越して道路脇に放置する、水路に投棄する、裏庭等で焼却する等の行為が

図 5-18 アジア太平洋災害廃棄物

管理ガイドライン（表紙）https:

//www.env.go.jp/press/files/jp/

110165.pdf 

https://www.env.go.jp/press/files/jp/110165.pdf
https://www.env.go.jp/press/files/jp/110165.pdf
https://www.env.go.jp/press/files/jp/110165.pdf
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行われていることが明らかにされた。また、粗大ごみについては資源回収業者に販売するというルートがあるが、それ

が適正に扱われているかどうかの実態は行政では把握していないことが問題として挙げられた。 

水路への廃棄物投棄に関する周辺住民の行動分析を行い、廃棄物投棄が水

害発生に与える影響や、廃棄物の適正排出に関する周知が、廃棄物投棄の抑

制に効果的であることが示唆された。水路脇の居住者のうち、実際に意図的

かつ継続的に水路への廃棄物投棄を行っているのはごく少数の居住者であ

り、それらの環境影響や水害を引き起こす要因となっていることに関する知

識の欠如が背景にあることが考えられた。生活ごみや粗大ごみの投棄防止に

関する啓発動画（図 5-19）を作成し、コミュニティ内の周知と SNS 上での拡

散を通じた住民意識の改善に取り組んだ。また、建設工事由来で発生する木

材の水路投棄についても、同様の啓発動画を作成した。また、自治体内にお

ける廃棄物管理の実務担当者に対する能力開発ワークショップを開催し、生

活ごみの適正収集やコミュニティとの協力に基づく水路内廃棄物の削減に向けた取り組みの強化を推進した。集落の住

民の行動変容にあたっては、環境意識と行動実践の間に相関が見られる一方で、水路の実態に関するファクトに対して

の受容性が欠けるなどの問題点があり、適正収集の推進にあたって行政との間の意思疎通を困難にしている一因である

ことが推測された。住民の行動変容及び定着に際しては、水路周辺の集落におけるワークショップ（図 5-20）や住民参

加型の廃棄物管理の推進に向けた取り組みの実施効果の検証が不可欠である。科学的な情報の共有だけでなく、行政組

織や都市の受益者との共感を醸成するプログラムの開発が求められた。 

こうした廃棄物投棄行動の改善と、廃棄物の適正収集による効果を検証するための

数理モデルを構築した。水路中で主要な閉塞物として確認された木材、ペットボト

ル、発泡スチロールについて水門での閉塞機構を明らかにし、流速、形状、密度等の

パラメータが決定要因であることを明らかにし、これらを実験的に取得することで、

水門の閉塞による排水路水位の上昇と氾濫水の発生・拡大を表現可能な数理モデルに

発展させた（図 5-21）。都市内排水路閉塞の発生と成長のメカニズムとして、高密度

のがれき類、木材等の水路混入と水路の流速が、閉塞に大きな影響を与えることを示

した。これらを踏まえ、浸水被害軽減に向けた水路の適切な清掃頻度および底質除去

の必要性について自治体への提言を行った（図 5-22）。 

 

 

図 5-19 水路へのごみ投棄防止に関す

る啓発動画 

https://youtu.be/gw_xghsNU0 

図 5-20 集落でのワークショップ 

図 5-21 数理モデルで表現さ

れる水路閉塞の一例 

https://youtu.be/gw_xghsNU0
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2.2災害に伴う環境・健康のリスク管理戦略に関する研究 

2.2.1災害時のリスク管理手法に関する研究 

（1）目的と経緯 

災害時には、平時の想定とは異なる有害物質の放出、想定を上回る量での環境中へと放出される可能性があり、状況

に応じた環境・健康のリスク管理が必要となる。このような状況に、適切かつ迅速に対応するためには、災害や事故の

発生時に、放出される可能性のある物質の把握、一般環境中に放出された場合の環境・健康へのリスク要因の把握、お

よびこれらのリスク要因に対するリスク管理手法の整理をしておくことが重要である。本研究では、国内で流通してい

る化学物質を中心とした緊急時における優先評価物質の選定、過去に発生した化学物質放出事故に関する情報の収集と

放出事故のシナリオ整理、及びこれらのデータベース化を進めており、本節ではこれらの研究内容について説明する。 

 

（2）方法 

緊急時における優先評価物質の選定では、既存の毒性判断値、及び国内における化学物質の存在量の 2点に着目した。

毒性判断値を影響に関する指標、存在量をばく露に関する指標と考え、存在量を毒性判断値で除した値をリスク指標と

定義し、ここで定義した簡易的なリスク指標により物質の優先順位付けを行った。優先順位付けの対象は、国内におけ

る化学物質の存在量に関する情報が入手可能であった工業用途物質、農業用途物質（農薬）の 2 つのグループとした。

工業用途の物質の存在量については、化審法対象物質の製造輸入数量情報、及び PRTR届出対象物質に関する一部自治

体における取扱量情報を参照し、農薬については Webkis-Plus にて公開されている原体別出荷量を参照した。毒性値に

ついては、それぞれ、米国エネルギー省による防護措置規準（PAC）、一日摂取許容量（ADI）を参照した。これらの

情報源から懸念物質をリストアップし、得られた情報に個別判断を加えることで、優先評価物質リストを作成した。 

化学物質放出事故に関する情報の収集では、事故に関連した取扱物質や事故による生成物質、それらの環境中への放

出状況、事故後の推移などを調査するため、当該事業者へアンケート調査票を配布し、web アンケートを実施、その回

Improvement of 
community level waste 
collection
Wastes drop into the canal from 
communities, intentionally and 
unintentionally. Community based 
waste collection management is one 
way to improve community cleanliness.

Improvement of 
municipal solid waste 
collection system

Setting up a regular waste collection, local 
authorities should prevent waste from 
littering intentionally/unintentionally to 
avoid flowing of waste into drainage.

Improvement in construction and demolition waste 
management of housing redevelopment project

We must stop construction and demolition waste (C&D Waste) 
falling into the canal. Guidance on appropriate C&D Waste 
management is proposed. 

Improvement of drainage 
maintenance to remove 
barriers in canals

Mechanism of blockage of canals by 
debris was elucidated by numerical 
model analysis. Proper interval and 
technology for periodic public 
drainage maintenance is proposed.

図 5-22 都市浸水水害を軽減するための適切な水路・廃棄物管理の提言 
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答結果の解析を行った。なお、事例の選定においては、化学工業を営む事業所において発生した事例や、近年発生した

事例を中心に 200件を選定した。 

事故に伴う事業所等からの化学物質の放出による一般環境のリスクを考えるためには、化学物質の放出後、曝露に至

るまでの環境中の物質挙動を整理しておくことが有用と考えられる。そのため、起こりうる様々なケースを網羅するこ

とを念頭に、事故事例に関するアンケート回答等を参考に、環境中の物質挙動と想定される対応を整理した。 

 

（3）結果と考察 

工業用途物質については、製造輸入数量または取扱量のある物質から約 300 物質、製造輸入数量等が非公表の物質か

ら約 230 物質の優先評価物質リストを作成し、それぞれリスク指標と毒性判断値により優先順位付けを行った。リスク

指標の上位に来た物質グループとして、無機物としては、アンモニアや硫黄化合物、シアナミド、三塩化シラン、オキ

シ塩化リン等であった。有機物としては、製造輸入数量も大きく、毒性も比較的強い物質として、イソシアネート類

（ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート、3-イソシアナトメチル-3,5,5-トリメチルシクロヘキシルイソシアネ

ート、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート）、製造量が強く効いているものとして、アルコール類（ジヒドロキ

シベンゼン、ブタンジオール、ジエチレングリコール）やパラホルムアルデヒド、毒性が比較的強く効いているものと

して、硫黄を含む脂肪族化合物（二硫化アルキル、メタンスルホニルクロリド、β-メルカプトプロピオン酸）や、塩素

を含む芳香族化合物（フェニルクロルホーメート、キシリレンジクロライド）、アミン類（N, N, N-トリ-アルキルアミ

ン、モノアルキルアミン）等であった。製造量不明物質のうち、毒性値の高い物質は、無機化合物としては、アルシン、

フッ化カルボニル、クロルスルホン酸、三酸化ヒ素等であり、有機化合物としては、イソシアネート類（フェニルイソ

シアネート、シクロヘキシルイソシアネート、ジイソシアナトトルエン、2-イソシアナトエチル＝メタクリラート）や

ニトリル類（マロンニトリル、メタクリロニトリル、アセトアルデヒドシアンヒドリン）、その他複数のハロゲン化脂

肪族化合物が挙げられた。 

農薬については 251 物質についてリスク指標を算出した。上位 20 物質の農薬の分類としては、殺虫剤に分類される

ものが 10 物質と最も多く、うち有機リン系殺虫剤が 6 物質であった。殺虫剤以外の農薬として、除草剤が 7 種、殺菌

剤が 3 種であった。 

化学物質放出事故に関する情報の収集では、63 件のアンケート回答が得られた。事故の分類としては、火災・爆発

を伴うものが 36 件、流出・漏洩に該当するものが 27 件であった。物質の放出時間については、1 日以上の事例は 3 件

のみで、多くは 1日以内であり、1日以内の事例の約 4割（29件）は、放出時間が 10分以内であった。事故に係る取扱

物質の名称については、59 件の事例（91 物質）で回答があり、事故による生成物質の名称は、推定によるものも含め

て 12 件の事例（15 物質）で回答が得られた。取扱・生成物質のうち、90 物質に関して放出先に関する回答があり、57

物質は敷地内に留まったとの回答であった。敷地外の放出先に関しては、大気が 20 物質、水域が 9 物質、敷地外への

飛散（土壌等）は 8 物質との回答であった。放出量に関しては、32 物質について回答があり、100kg～1t の放出が最も

多く（12 物質）、次に多いのは 1kg 未満（7 物質）で、1t 以上の放出も 3 物質で回答があった。環境中の濃度測定の実

施内容については、13件の事例で回答が得られた。なお、濃度測定の方法は 2種類に大別できると考えられ、取扱物質

等に関して日常的に測定している方法により分析を実施する場合と、環境基準の設定項目に対し分析を実施する場合が

見られた。後者は 3 件の事例が該当し、いずれも火災事故におけるもので、火災事故では、放出物質の特定が困難であ

ることから、環境基準の設定物質に対し、網羅的な分析が実施されたものと考えられた。 

放出事故のシナリオ整理では、図 5-23 に示すように事故発生後の環境中の物質挙動と想定対応を整理した。起こり

得る状況に応じて様々な対応が想定されるが、ここでは、これらの対応を「把握」と「低減」の 2 つに大別し、さらに、

それぞれの対応について、「媒体」に対して行うものと「媒体間移動」に対して行うものに別けて整理した。曝露に至

るまでの放出シナリオは、放出形態や事業所の立地状況により異なり、対応も放出形態や対象物質により異なるものの、

このように放出後に起こり得るシナリオと、把握と低減に関する対応を網羅的に整理しておくことで、過去事例におい

て実施された（されなかった）措置やその理由を検討することが可能になると考えられた。なお、過去事例において取
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りうる措置が実施されない場合については、対応に人を割けない、測定の義務が無い、物資が無いなど様々な理由が考

えられたが、事故の規模や状況に応じた環境測定等の対応主体の整理により、今後の発災時における適切な対応に繋げ

ることができると考えられた。 

 

 

図 5-23 一般環境への放出後の放出シナリオおよび対応の整理（緑：把握、橙：低減） 

 

2.2.2災害時の環境調査のための分析・調査手法に関する研究 

2.2.2.1災害時の環境調査のための網羅分析手法の研究 

（1）目的と経緯 

災害・事故に伴う化学物質の流出や拡散事例に環境保全の観点から対処する体系的な研究領域は確立されていない。

何が起きたかを迅速に把握し、リスク懸念を具体的に明らかにすることが重要であり、緊急時に測定対象とすべき物質

とその迅速な分析手法の開発が求められる。そこで本課題では、緊急時環境調査において、中揮発性物質群を網羅的に

把握し得るスクリーニング段階及び精密分析段階の分析技術の確立を目的とした。 

 

（2）方法 

本課題では、中揮発性物質の迅速スクリーニング法として、GCMS を用いる自動同定定量システム（AIQS）につい

て主に検討した。AIQS は、装置の状態を常に一定に保つことにより、データベース化した質量スペクトル、保持時間

及び検量線から同定定量をソフトウェア上で簡易に行う方法であり、緊急時に有用と期待されている。この方法には異

なる方式のソフト・データベースが存在しており、本課題ではこの共通化と汎用化を中心に緊急時のスクリーニングに

関し、（1）災害時用自動同定定量システム（AIQS）への物質データ採取及び収載、（2）AIQS の汎用化に向けた検討、

（3）高精度同定法の検討、（4）緊急時環境調査における技術的支援及び体制の構築、及び（5）事故・災害時におけ

る暫定的出動と AIQSの適用、の 5項目を実施した。 

 

（3）結果と考察 

（1）災害時用自動同定定量システム（AIQS）への物質データ採取および収載 

課題 2.2.1と連携し、生産輸入量、毒性情報等を考慮し、約 3,000物質を事故・災害時における懸念物質としてリスト

アップした。これをもとに、揮発性等の物性情報を考慮し GC/MS での測定可能性のあるものを選び出した。これらに

加え、PRTR 物質や、環境汚染・有害性が懸念される入手困難物質なども選定に加え、本課題の測定対象候補物質とし
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て選定した。このうち約 300 物質を測定に供し、相対保持時間、検出強度及び検量線情報についてデータを採取、うち

同定定量可能な 147物質を AIQSデータベースに追加収載した。 

（2）AIQSの汎用化に向けた検討 

1）AIQS測定条件の共通化に関する検討 

装置非依存型 AIQS（MI-AIQS）を作成するため、測定条件の共通化を検討した。キャリアガスの制御方式は、各社

の装置で共通に利用可能な流量一定方式とし、相対保持時間制を採用することとした。両者にはわずかに違いがあり、

その誤差を検証した結果、実用上はほとんど問題なく共用できると判断した。測定ファイルの互換性については、クロ

マトグラムの共通フォーマットである AIA 形式に変換することで互換性を担保することとした。続いて質量分析計の

チューニング法について検討した。AIQS では質量分析計を常に一定の質量スペクトルを生じる状態にチューニングす

る必要があったが、実際に測定した DFTPP のスペクトルから、定量結果を補正するための換算式を導出した。これに

より、AIQSによる定量の汎用化が可能となった。 

2）MI-AIQS及びブラウザ版 AIQSの作成 

AIQS については、そのソフトやデータベースを最新の

状態に保つため、インターネット上で作動するウェブ版

AIQS の開発を目標としている。これまでに、その第一段

階である MI-AIQS を開発し、続いてブラウザ版の MI-

AIQS を開発した。MI-AIQS では、既存 AIQS と同様に保

持指標を算出するための炭素数 9～33 のアルカン混合溶

液の測定データ、性能評価標準混合溶液の測定データを

読み込ませてまず装置が規定された状態にあるかの判定

を行う。合格判定が出た場合には規定の内標準を添加し

た試料溶液を測定し、同定定量を行う手順である。続い

てこれをブラウザ上で作動させるブラウザ版AIQSを開発

した（図 5-24）。ブラウザ版では、災害時においてサー

バーや通信回線の負荷を軽減する必要があること、AIQS を保有せず、その操作に不慣れなユーザーが使用する可能性

があること等を考慮に入れ、重要な機能に絞り込み、また操作手順が判りやすいような工夫を施した。これらのソフト

ウェアは地方環境研究所 41 機関に配布し、操作法の研修を実施するとともに、不具合の抽出、改善提案等を取り纏め、

順次バージョンアップを進めた。 

（3）高精度同定法の検討 

AIQS は四重極質量分析計を用いたスキャン分析による質量スペクトルで物質を同定し、マスクロマトグラムで定量

を行うシステムである。ピーク分離が不十分なスキャン分析では、誤同定が生じる可能性が否定できないことから、そ

の正確性を確認した。試料には、2019 年度に発生した雑品スクラップ集積場火災における消火排水を試料とし、AIQS

による同定結果をGC-QTofMSを用いた精密質量で検証した。その結果、汚染の激しい消火排水においては、AIQSで高

い確度として同定された物質であっても、質量誤差が 50 ppm を上回る物質が見られ、精密質量測定などによる確定試

験を行うことが望ましいことを示した。 

  

図 5-24 ブラウザ版 MI-AIQS 



 

116 

 

（4）緊急時環境調査における技術的支援および体制の構築 

緊急時の環境調査における技術的支援として、災害時環境調査手法研修会として揮発性有機溶媒（VOC）版 AIQS-

DB の使用法（共催：名古屋市環境調査センター）、水濁事故を想定した迅速前処理カートリッジによる有機汚染分析

法（共催：広島県保健環境センター）及び土壌汚染調査のための前処理法

（共催：福岡県保健環境研究所）に関する研修を開催し、地環研等から延べ

79機関 86名の参加を得た。また、開発したMI-AIQSの使用法に関して地方環

境研究所を対象に研修会を 2 回開催し（図 5-25）、20 機関から参加を得た。

さらに環境省環境調査研修所においても AIQS使用法に関する研修を実施し、

その支援を行った。その他、発災時に現地を支援し得るポータルサイトの構

築を目指し、これに必要な内容について、アンケート・ヒアリングによるニ

ーズ整理を行った。 

（5）事故・災害時における暫定的出動と AIQSの適用 

2016 年 4 月に発生した熊本地震におけ

る河川水及び地下水汚染調査、2019 年の

常総市雑品スクラップ火災（図 5-26）、

同年の佐賀県における油流出事故（図 5-

27）の際に現地調査に赴き、環境モニタ

リングを実施した。熊本地震では、河川

水や地下水の発災直後及び追跡調査を行

い、受容体結合活性やエンドトキシン濃

度等が地震直後に比べて沈静化していく

ことを確認した。常総市雑品スクラップ

火災では、現場付近の消化排水中に多種の化学物質が存在することを認めたが、周辺の河川水においては火災の影響に

よる汚染は検出されなかった。佐賀の油流出事故では、工場から流出した油の AIQS 測定から鉱物油のプロファイルが

観測されたが、有害物質は検出されなかった。また重油・灯油のマーカーとなるクマリンは AIQS-GC に収載されてい

ないため、標準物質を用いて遡及分析を行ったところ、不検出であることを確認した。 

 

2.2.2.2災害時の環境調査手法に関する研究 

（1）目的と経緯 

災害・事故で発生した火災や化学物質の漏洩による周辺環境の汚染の程度と

範囲の把握、その後の環境回復の状況を中長期にわたって監視することは、住

民の安全で安心な生活を保証するためにも不可欠である。しかしながら、半揮

発性で残留性もある化学物質の測定において、大気の捕集に一般的に用いられ

るハイボリウムエアサンプラー（HV）などのアクティブエアサンプラーは、大

型ゆえ設置場所や外部電源の確保が問題となるうえに台数を確保することも困

難である。一方で、個人暴露計測や長期観測に用いられるパッシブエアサンプ

ラー（PAS）は、接触した空気量（通気量）を知ることができず、大気中濃度換

算や定量的な議論が難しいといった問題がある。そこで本テーマでは、災害・事故後の残留物質の中長期的な監視や大

気経由での曝露を考慮した効率的・網羅的・低コスト、かつ面的な展開も可能とする大気中化学物質のサンプリング法

を開発することを目的として、簡易なファンにより通気する構造のセミアクティブエアサンプラー（SAAS）を用いた

サンプリング手法の開発を行った。ここでは、これまで開発してきた SAASを用いて採取した大気試料の精密質量網羅

分析データと 2 つのソフトウェア「分子組成式に相当する同位体精密マススペクトルの抽出を行う ComEX」と「塩素、

図 5-25 MI-AIQS研修会テキスト 

図 5-26 常総市火災現場 図 5-27 佐賀油流出現場 

図 5-28 SAASの概要 
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臭素などの質量欠損（整数質量と精密質量の差）を利用したマススペクトル抽出が可能な MDF」を活用し、微量有機

塩素系化合物のデータ抽出についてその結果を報告する。 

 

（2）方法 

SAASには、内部に小型のファンが付いており、平均流速 0.486 L/minにてサンプリング

が可能である。試料の測定は、迅速かつ高感度化が期待できる加熱脱着法による全量導

入を想定し、SAASの捕集材としては、水分の影響を受けにくく、加熱脱着導入による耐

久性や使用実績があるポリジメチルシロキサン（PDMS）を評価した。捕集剤として、

表面に PDMS をコーティングした SAAS 用の石英捕集管（内径 4 mm、外径 6 mm、長さ

60 mm、拡散捕集面積 880 mm2）を独自に設計した他、市販の撹拌子（膜厚 1 mm、長さ

20 mm、液相量 126μL）も検討した。また捕集効率の比較のため、従来のミニポンプ

（0.1L/min）とTenax TA樹脂を用いたサンプリングも実施した。サンプリングは、研究所

の屋上で 2 週間行い、サンプリング後の試料は、前処理せず加熱脱着装置を用いて全量

導入を行った。 

 

（3）結果と考察 

GC×GC‐HRToFMS により、様々な捕集剤を用いてサンプリングを行った試料

を測定して比較を行った結果、最も広範囲にわたって化合物が溶出していた Tenax 

TA のデータを用いて MDF の評価を行った。図 5-30 に、トータルイオンクロマト

グラム（TIC）と MDFを 0.2と設定して処理を行ったデータを示す（赤：強度が高

い、青：強度が低い）。TIC上では、膨大なマトリックスにより個々のピークを確

認することは難しかったが、MDF を用いて設定範囲外のマススペクトルが除去さ

れたことにより、マトリックスが減り、その中に HCB を含む複数のピークが確認

できた（図 5-31（A））。HCBの隣に検出されたピークに対し、まずはTIC上でマ

ススペクトルを採取し（図 5-31（B））、ライブラリーサーチを行ったところ、ヒ

ット率が 700 未満であり同定が難しかったが、MDF 処理後のデータ上でマススペ

クトルを採取し（図 5-31（C））、ライブラリーサーチを行ったところ、ヒット率

が 891と大幅に向上し、ジメトキシテトラクロロベンゼン（C8H6Cl4O2）と推測さ

れた。分子イオンと想定される m/z 273.9128についてマスエラーを確認したところ、

2.04 ppmと良好であった。さらに分子イオンの同位体パターンを理論パターンと比

較したところ、良好な一致が確認できた。よって、MDF を用いて精密質量網

羅分析データを処理し、ノンターゲット解析を行うことにより、塩素や臭素を

含む化合物を効率よく見つけ出すことが可能であることが示唆された。次に、ComEX によるターゲット化合物の抽出

効率を評価するため、まず複数の有機ハロゲン化合物を含む混合標準溶液（ES5521（CIL）、0.5-100 pg/μL）を用いて解

析を行った。具体的には、ComEXを用いて 5塩素化ビフェニル（C12H5Cl5）を抽出したデータの 2D mapと、5塩素化

ビフェニルの分子イオン（m/z323.8834）を中心に±0.05で描いたマスクロマトグラムを比較したところ、5 pg/μL以上で

あれば、同位体パターンのチェックを行っても抽出ができたが、0.5、1pg/μL では、TIC上ではピークが検出できていた

ものの、同位体パターンが崩れており、ComEX 処理後のデータではピークが消えていた。よって、5 pg/μL 未満が予想

される試料については、選択性は落ちるものの、同位体パターンのチェックを OFF にすることが推奨された。次に、

SAAS（Twister）で捕集した大気の 2D map（TIC）と、ComEX で 4 塩素化ビフェニルを抽出したデータの 2D map、

ComEX 処理後のマススペクトルを図 5-32 に示す。本システムでは、試料の全量導入が可能であり、本 1 データ当たり

に想定される 4 塩素化ビフェニルの量は 5 pg以上だった。そこで同位体パターンのチェックを ONにして ComEX処理

図 5-29 熱脱着 GCxGC-HRToFMS 

図 5-30 捕集した大気試料の 2D map 
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を行った結果、TIC 上では、炭化水素系のマトリックスが山のように溶出してい

たが、ComEX 処理後は、高選択的に 4 塩素化ビフェニルのみを抽出することが

可能であった。よって、ComEX を用いることにより、精密質量網羅分析データ

から、ターゲット化合物を高選択的に検出できることが明らかとなった。 

セミアクティブエアサンプラーと網羅分析手法による災害・事故発生時に環

境中に残留する化学物質のモニタリング手法開発において、精密質量網羅分析

データから効率よく化合物を抽出する方法について、独自に開発した 2つのソフ

トウェア MDF（塩素や臭素を含まない化合物のマススペクトルを除去すること

が可能）と ComEX（化合物の組成式を入力すると、相当する同位体精密マスス

ペクトルの抽出を行う）を用いて検討を行った。その結果、MDF は、複雑なマ

トリックスを持つ網羅分析データから有機ハロゲン化合物を効率よく探し出す

ための主に定性解析に有用である可能性が示唆された。一方、ComEX は非常に

広範囲の精密質量情報を持つ網羅分析データから、PCBなど主に分子イオンが検

出される化合物について、高選択的に抽出する、すなわちターゲット化合物の

定量解析に有用であることがわかった。なお、ここで使用したソフトウェアは、

国立環境研究所のホームページ上から誰でも無料でダウンロードすることが可能

となっている。 

 

2.2.3災害時の陸域での環境調査と曝露・疫学に関する研究 

2.2.3.1 2016年熊本地震による地下水、環境水質汚染に関する研究 

（1）目的と経緯 

東日本大震災や 2016 年熊本地震後には、地下水の流れが変化したことによる井戸枯れや湧水量の減少、水の濁り、

津波による塩水化が見られた。特に熊本県熊本市では、地下水が貴重な水資源となっており、全ての飲用水を地下水に

依存している。しかしながら、2016 年 4 月に段階的に発生した地震の影響で下水管が破損し、汚水による地下水汚染の

可能性が懸念された。本研究では陸域での環境調査や曝露調査のケーススタディとして、熊本市において地下水と河川

水を経時的に採水し、バイオアッセイ等様々な水質の季節変動を調べ、下水マーカーである医薬品類を用いて地下水へ

の下水の寄与を調べた。これにより、地下水における下水以外の汚染源のバイオアッセイへの寄与や季節変動を調べ、

熊本市の地下水のバイオアッセイ結果の変動要因を推定した。 

本稿では検出頻度の最も大きかった CAR 活性とエンドトキシンに絞り報告する。CAR 活性はノニルフェノールとい

った内分泌かく乱物質等、薬物代謝系に関連する様々な物質が応答を示す。エンドトキシンはグラム陰性菌の細胞壁に

由来し細胞分裂や死滅時に水中へ放出されるもので、吸引すると発熱、下痢、呼吸器障害などを引き起こす。 

 

図 5-31 MDF処理によるマススペクトルの変化 

図 5-32 SAASで採取した大気試

料の 2D mapと 3D view 
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（2）方法 

国立環境研究所と熊本県立大学の共同で、2016 年 5 月、8 月、11 月、2017 年 2 月、5 月、8 月、11 月に水位観測井戸

や民間の井戸など計 19 地点の地下水、2017 年 5 月～12 月の毎月に市内を流れる主要河川である白川の 3 地点と湧水 2

地点、2017 年 10月に下水処理場流入水（1時間ごとに 24時間採水し、12時間ごとにコンポジット）を採取した。国立

環境研究所にて既報に従い酵母アッセイ 1)とエンドトキシン濃度 2)を測定した。医薬品類は、熊本県立大学で固相抽出

（Oasis HLB, Waters）後、HPLC（Ultimate 3000, ThermoFisher Scientific, MA） -MS/MS（TSQ Quantum Access MAX, 

ThermoFisher Scientific, MA）にて測定した。 

 

（3）結果と考察 

2016 年 5 月（地震直後）の地下水中の CAR 活性やエンドトキシンは概して高く、時間とともに減少傾向にあった

（図 5-33）。CAR活性は地震後半年から 1年程度で一定濃度に収束し、エンドトキシンは地震後半年程度で一定濃度に

収束していたが、減少傾向は単調ではなく、地震から 10 ヶ月後の 2017 年 2 月に CAR 活性が最大となる地点が存在し

た。全国の河川水中濃度（国環研内部データ）と比べ、地下水中の CAR 活性の最大値は同程度、エンドトキシン濃度

は 1 オーダー程度低かった。データは示していないが、河川水中の CAR 活性は一部の試料でしか検出されず、季節変

動の把握は不可能であった。河川水中のエンドトキシン濃度はやや変動があるものの、季節的な変動は特に見られなか

った。 

バイオアッセイと医薬品類の濃度比を用いた起源解析も行った。医薬品のカルバマゼピン（CBZ）は地下水中で分解しにくい下

水マーカー3)であり、地下水中の半減期が 5～10年程度と長いため 4)、CBZを分母にしてバイオアッセイ結果の比をとると、下水の

寄与を推定することができる。流入下水 2試料では、CAR/CBZが 16及び 24、エンドトキシン/CBZが 115及び 166であった。熊本

市の地下水中の同比率の時間経過を図5-34に示す。CAR/CBZは、地震直後に流入下水中の比を大きく超える地点が大部分で

あった。これは、地震直後は通常の下水とは異なるCAR活性物質が存在したことを示唆する。つまり、地震直後は下水とは異なる

汚染源・汚染経路が存在したか、下水の組成が通常と異なっていた可能性がある。また、2地点を除いて CAR/CBZが 2016年 11

月以降は流入下水と同オーダーまで低下し、以降はほぼ一定であったことから、汚染水塊が地下でとどまっている（この場合、

CAR/CBZは CARの減衰により低下し続けるはずである）のではなく、地下水が流れている上で下水による汚染が現在も起こって

いると考えられる。 

エンドトキシン/CBZは一部の地点で流入下水と同オーダーである一方、大部分の地点では流入下水より 1オーダー以上低か

った。前者の地点では、下水由来の有機物などを起源としてエンドトキシン産生微生物が増加している可能性がある。後者の地

点では、下水の混入等に由来するエンドトキシンが地中ですみやかに減衰したと考えられた。 

さらに、汚染された地下水や環境水のばく露シナリオとエンドトキシン曝露について検討した。エンドトキシンは吸入曝露が問題

となるため、高圧洗浄や洗車時などの細かい水滴の吸引について、水中のエンドトキシン濃度とエアロゾル吸引量からモンテカル

ロ法を用いて曝露量を推計した。発熱に関する無影響量を超える確率は河川水を用いた場合に 1.2%、地下水を用いた場合に

0.01%となり、汚染された河川水を使用する場合はマスクを適切に着用し、長時間の作業は避けるのが望ましいと考えられた。 

 

図 5-33 水位観測井戸における左）CAR活性及び右）エンドトキシン濃度の時間変化 
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図 5-34 熊本市地下水における左）CAR活性/CBZ濃度比及び右）エンドトキシン濃度/CBZ濃度比の時間変化 

 

2.2.3.2災害疫学に関するツールの整備 

（1）目的と経緯 

災害時には、化学物質が放出・生成することがあり、被災者や住民に加え、災害時に対応する人（First Responder：医

療関係者、消防士、警察、行政職員、ボランティアなど）たちの化学物質等のばく露を評価すること、健康を守ること

が必要である。我が国においては、災害時の救助活動に対しては、災害急性期に活動できる機動性を持ったトレーニン

グを受けた医療チーム（DMAT）などがある一方、災害対応する人や住民の中長期における化学物質のばく露や健康影

響を管理する仕組みは整備されていない。米国では、国立衛生研究所（NIH）が Disaster Research Response（DR2）

program を立ち上げ、災害時のばく露評価や疫学調査のツール（生体試料採取、データベース、質問票など）を整備し

ている 5)。また、過去の災害事例や今後起こりうる災害シナリオを基に、First Responder向けの机上訓練やシミュレーシ

ョン、新しいツールの情報共有などを主導している。我が国でも、環境疫学体制やツールを整備する第一歩として、

DR2プログラムのツールデータベースに掲載されているツールのうち、日本に適応可能ないくつかのツールについて日

本語版作成を検討した。 

 

実施内容 

2020 年 10 月時点で、DR2 のツールデータベースには約 540 件のツール情報が収集されている。全ツールについて、

名称、概要、キーワードの和訳に加え、日本語版の可能性を検討するため、日本語版の有無、著作権、内容の客観性な

どを整理した。そのうち、災害対応者の研究登録を行う Rapid Acquisition of Pre- and Post- Incident Disaster Data（RAPIDD）

Study の調査票の日本版を可搬型のデバイスで入力可能なアプリを開発した。さらに、化学物質の急性影響に関わるイ

ンタビューに利用可能な調査票（Assessment of Chemical Exposures ToolKit）6)、浸水被害後に問題となる建物内のダンプネ

スやカビ発生による呼吸器への影響に関するガイドラインやチェックリスト（NIOSH Alert）7)の日本語版を作成した。

いずれも、現時点で未公表であるが、今後日本の行政や災害対応者が使用できるように整備する予定である。 

 

2.2.4災害時の海域での環境調査と影響に関する研究 

2.2.4.1三陸沿岸内湾の底質の石油・炭化水素汚染 

（1）目的と経緯 

東日本大震災発生時に津波による甚大な被害を受けた岩手県、宮城県、福島県沿岸部では、船舶燃料油タンクの損壊、

石油コンビナートの火災、火力発電所の重油タンクの破損等に起因する油流出が生じ、気仙沼湾では流出した燃料油が

湾上で炎上した。私たちは 2012 年より大船渡湾と気仙沼湾、2014 年より志津川湾内における底質中の多環芳香族炭化

水素（PAH）のモニタリング調査を行ってきたが、ここでは震災直後から 2018 年までの 8 年間に渡る底質中の PAH の

時空間分布の変化と、気仙沼湾における柱状採泥試料内の PAHと放射性セシウム 137Csの鉛直分布について述べる。 
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（2）方法 

大船渡湾内 6地点、気仙沼湾内 4地点、志津川湾内 3地点において、船上からエクマンバージ採泥器、あるいは柱状

採泥器を用いて海底堆積物を採取した。PAH は牧（2015）8)に従って抽出・前処理を行い、質量分析器付きガスクロマ

トグラフィー（GC-MS）により定性・定量を行った。分析対象物として、米国環境保護庁（USEPA）優先 16 種の PAH

の他にベンゾ（e）ピレン、石油由来の PAH としてジベンゾチオフェンとナフタレン、フルオレン、フェナンスレンの

アルキル基置換体も併せて測定した。137Csはゲルマニウム検出器により測定した。 

 

（3）結果と考察 

調査開始時の各 PAH の合計濃度は、大船渡湾（2012 年時）で 6,120～62,960 ng / g 乾泥、気仙沼湾（2011 年時）で

17,990～262,100 ng / g乾泥、志津川湾（2014年時）で 6,260～101,500 ng / g乾泥であったのが、2018年時点では大船渡湾

で 330～4,670 ng / g乾泥、気仙沼湾で 650～20,900 ng/g乾泥、志津川湾で 140～1,970 ng / g乾泥と、各湾において年を経る

につれて確実に減少していき、震災後最大濃度の 2～6%程度まで濃度が低下していた（図 5-35 左）。大船渡湾と気仙

沼湾では、津波により倒壊・流出した石油タンクがあった湾奥部よりも、湾口部で濃度の高い傾向が見られた。気仙沼

湾では港付近と大島北部で石油由来のアルキル基付 PAH の割合が高く、大島東側から湾口部にかけては燃焼由来と思

われるアルキル基を持たない USEPA 16 PAH の割合が高かった。2012 年に気仙沼湾で採取した柱状採泥試料中の PAH

と 137Csの鉛直分布を検討したところ（図 5-35右）、PAHよりも 137Csのピークが底泥中の浅い箇所に見られた。津波襲

来直後にタンクから流出した油や海面火災により生成した PAH は、巻き上げられた底泥と共に比較的短時間で海底に

沈降堆積したと推定された。一方、137Csは震災発生後に数日経って福島第一原発の事故が発生し、大気経由で気仙沼湾

周辺流域に降下し、降雨時に土砂が湾内に流入して海底に沈降するという一連の過程を経たために、底泥内の浅い層に

ピークが形成されたものと推測された。 

 

 

図 5-35 東日本大震災後の三陸内湾における底質中の多環芳香族炭化水素（PAH）の濃度と組成の時空間分布の経年

変化（左）及び気仙沼湾底泥中の PAHと放射性セシウム（137Cs）の鉛直分布（右） 

 

2.2.4.2干潟生態系への震災影響と回復 

（1）目的と経緯 

津波は、沿岸生態系を大規模かつ広域的に攪乱する。東日本大震災により宮城県仙台市沿岸部は 7m を超える津波に

襲われ、七北田川の河口に位置する蒲生干潟も大きく攪乱された。2011年以降、私たちは蒲生干潟で年に 1回の多定点

調査（底質及び大型底生動物）と GPS による植生帯のトレースを行ってきた。本稿では、震災前後の詳細なデータが

得られている蒲生干潟を、巨大災害が干潟生態系におよぼした影響を評価し、そこからの回復（遷移）過程をモニタリ

ングするモデルサイトと位置づけ、震災後 10年間での海岸生態系の変化を紹介する。 

▲St.2
▲St.3

▲St.1

志津川湾

気仙沼湾

▲St.5

▲St.1

▲St.3

n
g
/g

 d
ry

n
g
/g

d
ry

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000 n

g
/g

 d
ry

St.6

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000

0
2,000
4,000
6,000
8,000

St.5St.3St.1

n
g
/g

 d
ry

n
g
/g

 d
ry

Benzo[ghi]perylene
Dibenz[a,h]anthracene
Indeno[1,2,3-cd]pyrene
Benzo[e]pyrene
Benzo[a]pyrene
Benzo[b,k]fluoranthene
Chrysene
Benzanthracene
Pyrene
Fluoranthene
Fluorene
Phenanthrene
Anthracene
Naphthalene
Acenaphthene
Acenaphthylene

Cn-Fluorene
Cn-Phenanthrene
Cn-DBT
Cn-Naphthalene

St.1

n
g
/g

d
ry

n
g
/g

d
ry

0
30,000
60,000
90,000

120,000

0
2,000
4,000
6,000
8,000

0
300

600
900

1,200

St.2 St.3 St.4St.1St.2

石油由来

燃焼由来
USEPA 16+1

▲St.1

▲St.2
▲St.4

▲St.6

燃焼由来
USEPA 16+1

石油由来
石油由来

燃焼由来USEPA 16+1

大船渡湾

気仙沼湾

石油由来

志津川湾

大船渡湾

P
e
tr

o
g
e
n
ic

P
y
ro

g
e
n
ic

 U
S

E
P

A
 1

6
+

1

2
0
1
2

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
7

2
0

1
8

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000

2
0
1
1

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
2

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
2

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
1

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
4

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
80

2,000
4,000
6,000
8,000

10,000

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

0 100 200 300 400 500

0-1

1-2

2-3

5-6

8-9

10-11

13-14

15-16

18-19

20-21

泥
深
（
ｃ
ｍ
）

137Cs (Bq/kg乾泥)
PAH (mg/kg乾泥)

火災由来が
主なPAHs 

流出重油
由来PAHs

137Cs



 

122 

 

 

（2）結果と考察 

2011 年夏の調査で、ヨシ原や植生の消失、底質の砂質化が確認された（金谷ら 2012）9)。裸地となった砂嘴上では海

浜植生が 2014 年以降急速に分布を拡大した（図 5-36）。また、震災前には見られなかった塩生植物ハママツナが、潮

間帯上部に繁茂するようになった。これは、ヨシの流失でできた空白地が、競争劣位種であるハママツナの生息適地と

なったためと考えられた。2011 年以降、潟内には徐々に泥が堆積し、有機物量も増加傾向にあったが、2016 年に台風

や津波による砂の流入が生じるなど、潟の地形と底質は震災後も変化し続けている。津波によって、底生動物の多くが

一時的に見られなくなった。一方、優占種の密度は、底質改善により震災前より増加した（Kanaya et al. 2015）10)。優占

種の変遷は、震災前は河川改修による塩分変化を反映し、震災時の変化は底質改変と関連づけられた。興味深いことに、

2018～2020年には底生動物の密度が顕著に低下した。この要因は定かでは無いが、砂流入や導流堤工事に伴う底土有機

物の低下が影響した可能性がある。 

東北地方の干潟では、復旧工事による底生動物群集への影響が報告されている（金谷ら 2019）11)。震災後 10 年が経

つが、干潟に暮らす生物達は回復の途中であるとする報告もなされている（Miura et al. 2019）12)。蒲生潟での研究を続

けていくことで、巨大災害やその後の人為的環境変化に対して干潟の生きものたちがどのように応答するのかを定量的

に評価することができ、保全策の検討に資することができると考えている。 

 

 

 

図 5-36 宮城県蒲生干潟における東日本大震災後の地形・植生の変化 
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2.3災害環境研究ネットワーク拠点の構築 

2.3.1災害環境分野に関する情報プラットフォームの設計・開発 

（1）目的と経緯 

過去の経験と一般化された科学的知見を体系的に活用しながら災害廃棄物の対策や処理にあたれるよう、災害廃棄物

処理に関わる主体による平時の対策と災害時の対応に参考になる情報（経験談、行政資料、実績データ、学習素材等）

を発信する「災害廃棄物情報プラットフォーム」（以下「情報 PF」という。）を運営してきた。本研究では、災害廃

棄物処理に係る法制度の整備や自治体における認知が進む中で、災害廃棄物への対応に関するニーズの変化に対応する

必要があるとの考えから、情報 PF において今後どのようなコンテンツを提供するべきかを把握したうえで、その整備

を進めた。 

 

（2）方法 

2017 年 4～5 月にかけ、全国自治体を対象に「災害廃棄物情報プラットフォームに関するアンケート調査」（以下

「アンケート調査」という。）を実施した。情報 PF の認知度を尋ねる設問の他、コンテンツの有用性の評価（5 段階

評価）、情報 PF への掲載を希望する情報（自由記述）、災害廃棄物対応に関して困っていること（自由記述）等を尋

ねた。その結果、932件の回答が得られた。このうち、「災害廃棄物対応に関して困っていること」の回答結果（n=181）
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をテキストマイニングにより整理し、回答の全体傾向を把握するとともに、情報 PF による対応可能性について考察し

た。 

また、上記により把握したニーズに対応するために、災害廃棄物処理計画（以下「処理計画」という。）の検索シス

テム、仮置場配置図作成支援ツールのプロトタイプを作成した。処理計画検索システムは、処理計画の作成や改定とい

った災害廃棄物対策を実施する際に、自らの自治体にとって参考になる計画とその具体的箇所を検索するシステムであ

り、その設計にあたっては人口規模別に既存の処理計画をレビューし、その基本的な構造（構成）を整理したうえで、

災害廃棄物対策指針と関連付けて検索できるように想定される検索キーワードを整理した。そのうえで、処理計画デー

タベースの構築、検索システムのフロント画面を設計・開発した。仮置場配置図作成支援ツールは、設定した仮置場面

積に対して仮置場の場内配置の参考例を出力するツールである。2017 年九州北部豪雨等の過去の災害事例における仮

置場の運営実態調査結果に基づいて、場内の動線、災害廃棄物の品目ごとの配置面積、配置順等を設計し、オンライン

で活用できるプログラムを開発した。 

 

（3）結果と考察 

アンケート調査では、情報 PFで掲載を希望する情報について 75件の回答が得られた。このうち、11件（15%）は調

査実施時点で掲載されている情報であり、情報アクセス性の向上が課題であることが示唆された。また、調査実施時点

で未掲載の情報としては、研修に関する資料（11 件）、仮置場の設計・設置に関する情報（7 件）、協定・連携に関す

る情報（7 件）のニーズが高かった。災害廃棄物対応に関して困っていることについては 181 件の回答が得られた。そ

の回答を分類した結果を図 5-37に示す。7 つの大項目と各項目について課題の種類を示す中項目で分類することができ

た。大項目では、「仮置場」「処理計画」「人材育成」に係る意見がそれぞれ 64 件（35%）、47 件（26%）、30 件

（17%）と多かった。「仮置場」の関連では、仮置場候補地の適地がない、あるいは選定の方法や住民や関係者との調

整をどのようにして行うのかわからないという意見が 53 件と多かった。仮置場候補地を選定しておくことの必要性を

認識しているものの、実質的に困難に直面していること

が明確になった。また、仮置場への便乗ごみの持ち込み

にどのように対応するとよいかといった仮置場の運営管

理に関わるニーズも見られた。「処理計画」の関連で

は、災害想定が難しい、推計が難しい、処理フローの作

成が容易でなく時間がかかっているといった技術的な課

題や、知識の不足、計画策定に係る時間や職員の不足も

課題として指摘された。「人材育成」の関連では、災害

廃棄物処理に係る知識や人材が不足し、かつ人員削減に

より担当する職員が不足している意見が見られた。この

他、効果的な図上演習の方法が不明である等の意見もあ

った。 

以上をふまえ、災害廃棄物対策を促進するうえで、1）処理計画の情報ニーズへの対応、2）仮置場の情報ニーズへの

対応、3）人材育成に関する情報ニーズへの対応が特に求められていることが示唆された。このため、処理計画策定の

要点や技術的事項をまとめた資料の掲載や処理計画で必要な項目（仮置場に関する記載など）に絞って効率的に参照で

きる検索システムの開発を進め、仮置き場の設計を支援するツールを開発し、人材育成のガイドや実務資料の開発を進

めることとした（人材育成のガイドについては、2.3.2において詳述）。 

処理計画検索システムは、あらかじめ設定されたキーワードへの該当性から検索結果を得る絞り込み機能と、利用者

が任意に入力した言葉への該当性から検索結果を返す検索機能により、効果的に処理計画の情報を活用できるように設

計した。例えば、検索機能を用いて「自動車」について記載のある処理計画のページを検索した結果は図 5-38 の通り

である。該当する記述がある処理計画の名称と、記載のある計画内の見出し及び該当箇所へのリンクが表示される。仮

図 5-37 設問「災害廃棄物対応に関して困っている

こと」への回答結果の概要 
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置場配置図作成支援ツールは、長辺と短辺を任意の長さに設定することで、図 5-39 のような矩形の仮置場配置計画が

出力される。プロトタイプでは、水害時の初動対応期に排出される災害廃棄物が適正に保管され、場内を安全に通行・

運営することができると考えられる配置計画を作図できる。今後、出力される配置計画の妥当性を確認するとともに、

ツールの有効活用方法を検討の上、一般公開する予定である。 

 

 

 

2.3.2災害環境分野における人材育成システムの設計・開発 

（1）目的と経緯 

災害廃棄物は、市町村において普段処理している一般廃棄物と内容・性状・排出の様子が大きく異なる。このため、

初動期から処理を円滑に進めるためには、平時から人材育成を進め、対応にあたる人材の知識や能力を醸成することが

重要である。人材育成の手法として、従来は講義形式のセミナーが中心であったが、近年では実際の災害対応で必要と

なる情報の収集と処理（判断、意思決定）を仮想災害状況で行う対応型図上演習が注目されている。しかし、その効果

について体系的に整理されないまま自治体等で取り組みが進み、効果的・効率的な人材育成が図られていない状況も生

じている。本研究では、2017 年度に実施された対応型図上演習の効果について、個人能力の向上の視点から詳細に検

討することを通し、災害廃棄物分野における対応型図上演習が個人能力に与える効果を明らかにした。そのうえで、対

応型図上演習を実施するための要点をガイドブックとして取りまとめた。 

図 5-38 災害廃棄物処理計画検索システムの出力結果例（「自動車」で検索） 

図 5-39 仮置場配置図作成ツール（プロトタイプ）の出力結果例 
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（2）方法 

兵庫県環境整備課との協働で企画し、2017年 10月から 11月にかけて兵庫県下の市町村を対象に実施した対応型図上

演習を対象とし、演習参加者（市町村職員）を対象としたプレポストテスト法により研修前後の個人能力の変化を測定

した。本図上演習では、災害廃棄物対応の要点である初動対応、特に、一次仮置場（初動期において災害廃棄物を一時

的に保管し、簡易な選別を行う場所）の設置・運営管理に焦点を当て、仮置場の設置・運営にかかるイメージの醸成を

図り、「仮置場候補地の選定」「運営手順の整理」「仮置場管理に係る広報」の重要性について認識を高めてもらうこ

とを狙った。そのために、研修第 1 部において講義とワークショップにより初動対応と仮置場の設置・運営管理に係る

基本的事項を学び、研修第 2部において対応型図上演習を行うこととした。対応型図上演習では、参加者は仮想都市の

廃棄物担当職員としてグループに分かれ、震度 7 の地震が発生した後 2～3 日と 5～7 日に発生する災害廃棄物処理に係

る典型課題（片付けごみが道路脇に多量に出された状況な

ど）への対応を検討し、問い合わせや指示を出す（対応票

を用いてやり取りする）作業を行った。プレポストテスト

に加え、これら演習における対応の質の評価を併用するこ

とで、演習中に行われた作業とその帰結として得られた効

果を有機的に結び付けて分析し、効果とその要因に関する

妥当性の高い結果を得ることを目指した。対応の質の評価

は、表 5-4に示すルールにより行った。 

 

（3）結果と考察 

図上演習に参加した 29 名の市町職員のうち、管理職（副課長、課長補佐、係長、副作業長）は 8 名（28%）、担当

（主査、主事、主任等）は 21 名（72%）であった。また、事前取組（=関連情報の収集、処理計画の策定、研修の開催、

仮置場候補地のリスト化、庁内調整のいずれか）を実施したことがあるのは 22 名（76%）、兵庫県が主催した過去の

災害廃棄物対策研修に参加したことがあったのは 4 名（14%）であった。参加者は、A-1、A-2、B-1、B-2、C-1、C-2 の

6グループに分かれて模擬災害対応を行った。 

模擬災害対応の質の評価結果を表5-5に示す。全体とし

ては甲が 0%、乙が 13%、丙 1が 14%、丙 2が 47%、丁が

27%を占めていた。すなわち、全ての状況付与につい

て、実際の災害時に起こすべき行動の一部しか実施でき

ていなかったといえる。乙と丙 1 を足した 27%について

は、ある程度は状況に対応できていたと評価できるが、

丙 1 については状況確認を省いた対応であり、実際の災

害対応においては状況に適さない誤った判断に至る可能

性がある点に注意が必要である。丙 2 と丁を足した 74%

については、基本的には状況を改善する道筋すらついて

いないと評価される。前者（乙＋丙 1）と後者（丙 2＋丁）のそれぞれについてやり取りされた票数の平均値を求める

と、6.0 と 3.4 であった。このため、付与された状況に対してある程度適切に対応し、議論を深めるためには、1 つの状

況付与に対してコントローラーと3往復（=6シート）程度のやり取りを想定すべきであると示唆される。このことは、

コントローラーと2往復（=4シート）程度のやり取りしか行わない場合は、複数主体とやり取りがある場合に各主体と

1回のやり取りになる（1往復のやり取りを 2つの主体と行うと 4シートになる）、もしくは、単一主体と 2回のやり取

りになるため、必然的に対応の質が低くなりがちであるが、6 シートあれば、複数主体とやり取りしても状況確認と応

表 5-4 対応の質の評価基準表 

【表の出典：多島ら（2019）】1) 

表 5-5 参加者による模擬災害対応の質の評価結果 

【表の出典：多島ら（2019）】1) 
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急対応の 2 回のやり取りができる（1 往復目のやり取りで状況

を確認したあとに、2 つの主体と 1 往復ずつやり取りを行え

る）ため、質の高い対応が取れる可能性が高まるためである

と理解できる。本演習では 60分で 24枚のシートがやり取りさ

れていたが、同程度のやり取りの速さを想定すると、60 分当

たり 4つの状況付与に絞ることが状況付与への対応の質を高め

ると考えられる。  

プレポストテストの結果を図 5-40に示す。対応のある t検定

（片側、α=0.05）で研修前後における回答結果の差を検定した

ところ、理解や対応可能性を尋ねた項目については、すべて

の項目で演習後の評価が高まっていた。理解を尋ねた設問に

ついては、演習後に平均評点が 3（=「どちらとも言えな

い」）よりも高くなり、理解が醸成された状態に至ったと評

価できる。対応可能の程度を尋ねた設問については、演習後

に評点の上昇が認められるものの、演習後も平均評点が 3を超

えず、本演習だけでは実際の災害対応ができるほどにはスキ

ルが醸成されなかったことが示唆される。また、イメージ醸

成の効果を検討するため、図 5-40 の項目のうち初動期の理解

に係る項目（初動期の状況を理解、初動期の業務を理解）の

評点の算術平均である「初動イメージ度」を分析したとこ

ろ、全体として平均点が 2.54 から 3.25 に上昇しており、演習

前後で統計的に有意な差があった（α=0.001）。効果量は 0.98

と高い値を示した。状況付与のやり取りとしても、片付けご

みや生活ごみの課題、仮置場の設置・運営に係る諸課題、主

体間連携を求める課題など、初動期における災害廃棄物処理

に係る典型的な課題が付与されており、表 5-5 に示したように

これらの課題が簡単には解決されない様子も体験できてい

る。このため、災害廃棄物に係る対応型図上演習は、適切に

状況付与を設計することで、参加者のイメージ醸成に効果的

であることが示唆される。同様に、対応スキルの向上の観点

からも分析した結果、対応スキルの向上には模擬災害対応だ

けでは十分ではないが、処理計画の策定等の事前準備の取組

がない場合でも、講義等により関連する知識を模擬災害対応

の前にインプットすることで効果が得られることも示唆された。これらの効果を得るうえで重要となる、対応型図上演

習の特徴の理解、設計手順、実施の方法や体制については災害廃棄物に関する研修ガイドブック 3：対応型図上演習編」

として取りまとめ、公開した（図 5-41）。 

 

引 用 文 献 

1) 多島良、森朋子、夏目吉行、大迫政浩 (2019) 災害廃棄物処理に係る対応型図上演習の効果とその要因。 地域安全

学会論文集、 (34)、 1-10 

図 5-40 図上演習による能力（自己評価）の変化 

【図の出典：多島ら（2019）】1) 

図 5-41 災害廃棄物に関する研修ガイド

ブック 3：対応型図上演習編のイメージ 
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2.4まとめ 

将来の災害に備えた災害レジリエントな社会環境システムの構築に向けた技術システムの提示を行い、社会の環境防

災力・減災力の向上に資するために、三つのプロジェクトにおいて、以下のような研究を実施し、成果が得られた。 

プロジェクト 1については、まず、災害廃棄物の特性や建設資材としての適用性に基づいて再生利用率の高い災害廃

棄物処理技術を実証実験や実験的アプローチにより開発するとともに、自立型浄化槽システムの開発と、し尿・汚泥輸

送ネットワークモデルの構築を行い、将来の大規模災害に備えた、災害廃棄物の実効性のある処理計画の策定や技術シ

ステムの確立等に資する知見を提供した。つぎに、市町村における災害廃棄物の効果的な処理計画策定プロセスの検討、

地方公共団体における水害廃棄物適正管理の標準化を検討し、災害対策に関する経験・技術的蓄積を、我が国の次世代

のみならずアジア都市に継承、移転し、未然防止・被害軽減に寄与するとともに環境省や市町村との協働により災害廃

棄物対応力の向上に貢献した。  

プロジェクト 2については、災害に伴う環境・健康のリスク管理戦略の確立に向けて、緊急時における化学物質の管

理目標値データベースの構築と緊急時の簡易・迅速測定手法やサンプリング手法の開発を進め、災害時の有害物質等へ

の緊急時対応の実行可能かつ有効な手法を提言することにより、災害環境に対応する行政や社会づくりに貢献した。  

プロジェクト 3については、参画型研修手法とその評価手法を開発し、情報基盤システムの開発・運用を検討し、将

来の災害に備えた環境省災害廃棄物対策支援チーム D.Waste-Net の活動や環境施策へ貢献した。 

最後に、東日本大震災以降も毎年のように自然災害は発生している。いつどこで私たちが災害に見舞われてもおかしく

ない状況といえる。そのような中、本研究プログラムでは、研究を通して得た知見を目の前の災害への対処に活かして

いくことも重視してきた。研究の成果は被災した地域の環境回復に活かされてこそ価値がある。同時に、実践的な取組

みを通じて得た反省や教訓からも新たな気づきが得られ、研究の質をさらに高めていくことにつながる。私たちはこの

ような研究の進め方を「アクションリサーチ」と呼び、災害研究への取り組み方の姿勢として重視した。研究の仕事は

多種多様な事象を一般化していくことであるが、災害の現場を目の当たりにして思うのは、研究者が貢献するには厳し

すぎる様々な現実が存在するということである。そのギャップを埋めていくには、私たち自身が現場のリアリティから

目をそらさず、実用的にも価値のある研究の知見を提供し、将来の災害環境リスクへの備えをしていくべきである。そ

のような思いを本研究プログラムに関わったメンバが共有できたことも、大きな成果であったように思う。 



［資　料］
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１ 研究の組織と研究課題の構成 

 

1.1 研究の組織 

 ［A 研究担当者］ 

代表者： 

福島支部  

フェロー 大原利眞（PG 総括） 

研究グループ長 林誠二（PG1 リーダー、PG1PJ2 リーダー） 

 

構成者： 

福島支部  

汚染廃棄物管理研究室 遠藤和人 

 山田一夫 

 飯野成憲 

 中村公亮 

 三浦拓也 

 MO Jialin（莫嘉麟） 

 常世田和彦*) 

 新井裕之 

 宮北憲治*) 

環境影響評価研究室 玉置雅紀（PG1PJ3 リーダー） 

 黒田啓介*) 

 吉岡明良 

 石井弓美子 

 辻英樹 

 高木麻衣 

 境優 

 伊藤祥子*) 

 尾崎宏和*) 

 武地誠一 

 JO Jaeick 

 竹田稔真 

地域環境創生研究室      大場 真 

平野勇二郎 

五味 馨 

戸川卓哉 

中村省吾 

辻岳 史 

LUBASHEVSKIY VASIL＊） 

 

環境リスク・健康研究センター 

センター長 鈴木規之 
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曝露影響計測研究室 中島 大介 

 

リスク管理戦略研究室 今泉圭隆 

小山陽介 

生態系影響評価研究室 堀口敏弘 

 児玉圭太 

曝露動態研究室 中山祥嗣（PG1PJ4 リーダー） 

 MA Chaochen 

 櫻井正彦*) 

エコチル調査コアセンター         中山 祥嗣 

地域環境研究センター 

大気環境モデリング研究室 森野悠 

海洋環境研究室 東博紀 

土壌環境研究室 越川昌美 

 仁科一哉 

 渡邊未来 

生物・生態系環境研究センター 

センター長 山野博哉 

生物多様性評価・予測研究室 深澤圭太 

 寺田佐恵子*) 

 小川結衣 

 三島啓雄*) 

 津田直会 

 柗島野枝*) 

 熊田那央 

生物多様性保全計画研究室 小熊宏之 

 吉田勝彦 

生態系機能評価研究室 野原精一 

 山田ひとみ*) 

環境ストレス機構研究室 青野光子 

生態リスク評価・対策研究室 大沼学 

 中村織江*) 

 羽賀淳 

生物多様性資源保全研究推進室 松崎慎一郎 

 中川惠 

環境計測研究センター 

基盤計測化学研究室 田中敦 

 柴田康行*) 

 神田裕子 

 苅部甚一 

 樋渡武彦*) 

応用計測化学研究室 高澤 嘉一 
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資源循環・廃棄物研究センター 

センター長 大迫政浩 

大塚康治 

副センター長               寺園 淳 

循環型社会システム研究室         多島 良 

 森 朋子 

 鈴木 薫 

 

基盤技術・物質管理研究室 倉持秀敏 

 山本貴士 

 鈴木剛 

 小口正弘 

 由井和子 

 有馬謙一 

 野田康一*) 

 ZHANG Zhenyi（章真怡）*) 

 伊藤浩平*) 

 高橋勇介 

 WU Jiang（呉江） 

 藤原大*) 

 高田恭子 

 千村和彦 

循環利用・適正処理処分技術研究室 肴倉宏史 

 石森洋行 

 竹崎聡*) 

 中川美加子 

国際廃棄物管理技術研究室 山田正人（PG1PJ1 リーダー） 

 石垣 智基 

 蛯江美孝 

 小林拓郎 

 北村洋樹 

 HU Yong（胡勇） 

災害環境マネジメント戦略連携オフィス 宗 清生 

 川畑 隆常 

 森嶋 順子 

社会環境システム研究センター         亀山康子 

藤田 壮 

統合環境経済研究室      増井利彦 

広域影響･対策モデル研究     芦名秀一 

地域環境影響評価研究室   

       一ノ瀬俊明 
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環境社会イノベーション研究室    藤井 実 

       牧 誠也 

       DOU YI＊） 

環境政策研究室      松橋啓介 

       森 保文 

       根本 和宜＊） 

気候変動適応センター    肱岡 靖明 

須賀 伸介 

 

（注）所属・役職は令和 2年度 10月 31日時点のもの。また、＊）印は過去に所属していた職員等を示す。 

 

1.2 研究課題と担当者 

環境回復研究プログラム 

プロジェクト 1 放射性物質汚染管理システムの開発 

遠藤和人・山田一夫・飯野成憲・中村公亮・三浦拓也・MO Jialin・常世田和彦・新井裕之・宮北憲治・大迫政浩・

倉持秀敏・山本貴士・鈴木剛・小口正弘・由井和子・有馬謙一・野田康一・ZHANG Zhenyi・伊藤浩平・高橋勇

介・WU Jiang・藤原大・高田恭子・千村和彦・肴倉宏史・石森洋行・竹崎聡・中川美加子・山田正人・蛯江美孝・

小林拓郎・北村洋樹・HU Yong 

プロジェクト 2 多媒体環境における放射性物質の動態解明及び将来予測 

大原利眞・林誠二・黒田啓介・石井弓美子・辻英樹・境優・伊藤祥子・尾崎宏和・武地誠一・JO Jaeick・竹田稔

真・鈴木規之・今泉圭隆・森野悠・東博紀・越川昌美・仁科一哉・渡邊未来・松崎慎一郎・中川惠 

プロジェクト 3 環境放射線と人為的攪乱による生物・生態系影響に関する研究 

玉置雅紀・吉岡明良・堀口敏弘・児玉圭太・山野博哉・深澤圭太・寺田佐恵子・小川結衣・三島啓雄・津田直会・

柗島野枝・熊田那央・小熊宏之・吉田勝彦・野原精一・山田ひとみ・青野光子・大沼学・中村織江・羽賀淳 

プロジェクト 4 生活圏における人への曝露量評価 

高木麻衣・中山祥嗣・MA Chaochen・櫻井正彦・田中敦・柴田康行・神田裕子・苅部甚一・樋渡武彦 

環境創生研究プログラム 

プロジェクト 1 環境創生の地域情報システムの開発 

藤田 壮, 五味 馨, 増井 利彦, 藤井 実, 芦名 秀一 

プロジェクト 2 環境創生の地域シナリオ解析モデルの開発 

大場 真, 戸川 卓哉, 須賀 伸介, 肱岡 靖明, 松橋 啓介, DOU YI, 平野 勇二郎, 辻 岳史 

プロジェクト 3 参加型の環境創生手法の開発と実装 

平野 勇二郎, 中村 省吾, 亀山 康子, 森 保文, 一ノ瀬 俊明, 根本 和宜, 牧 誠也, LUBASHEVSKIY VASILY 

災害環境マネジメント研究プログラム 

プロジェクト 1 災害時の資源循環・廃棄物マネジメント強靭化戦略の確立 

大迫 政浩・山田 正人・遠藤 和人・肴倉 宏史・蛯江 美孝・石垣 智基・山本 貴士・多島 良・山田 一夫・宮

北 憲治・落合 知・尾形 有香・上島 雅人・鈴木 隆央・Naka Kishimoto Angelica Mariko・飯野 成憲 

プロジェクト 2 災害に伴う環境・健康のリスク管理戦略に関する研究 

鈴木 規之・小山 陽介・黒田 啓介・中島 大介・今泉 圭隆・高澤 嘉一・中山 祥嗣・牧 秀明・金谷 弦・ 

伊藤 萌・高木 麻衣 

プロジェクト 3 災害環境研究ネットワーク拠点の構築 

多島 良・大迫 政浩・大塚 康治・宗 清生・川畑 隆常・鈴木 薫・森 朋子・森嶋 順子 
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（注）＊客員研究員、＊＊協力研究者 
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